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第 1 章 信仰と法規制
信仰と法規制一アメ リカ法の議論から一 
問題の所在 : 宗教中立的法規制
日本国憲法20条 1 項前段は、 「信教の自由は、 何人に対してもこれを保障す
る」 と定める。 そして、 「信教(宗教) の自由」 の具体的内容と して、 一般に
以下の 3 つが挙げられている'。
第 1 に、 信仰の自由である。 特定の宗教上の信仰を持ち、 またはあらゆる信
仰を持たない自由を意味する。 さらに、 信仰を積極的に外部に向けて表明し、
あるいは表明を強制されない信仰告白の自由をも含む。
第 2 に、 宗教行為の自由である。 礼拝、 祈壽、布教・ 宗教宣伝、 宗教儀式・ 
祝典などを行ない、 あるいは参加する自由、 またはそれらを行なわず、 参加し
ない自由を意味する。 後者については、20条 2 項が 「何人も、 宗教上の行為、
祝典、 儀式または行事に参加することを強制されない」 と定めている。
第 3 に、 宗教結社の自由である。 宗教目的を達成するために集会を開き、 団
体を結成したり、 それらに参加または加入する白由、 逆に、 参加または加入し
ない自由を意味する。
これらの保障内容について、 信仰、 宗教行為、 宗教結社は、 それぞれ思想・ 
良心、 表現、 集会・ 結社一般から宗教的側面を取り出したものと捉えることが
できる。 従って、 思想 ・ 良心の自由(憲法19条)、 表現、 集会 ・ 結社の自由
(同21条 1 項) が保障されていれば、 理論上は、 明文規定がなく とも信教の自
由は保障されることになる。
しかし、 歴史においては、 信教の自由こそが精神活動の自由全般の保障を導
く原動力になっていた。 その背景には、 少数派・ 非主流の宗教に対して繰り返





の自由の自覚であり、 思想の自由、 学問の自由、 言論の自由のごとき精神生活
*初出 : 「信仰と世俗的法規制(1) , (2 ・ 完) 」 六甲台論集 (神戸大学大学院) 41巻 1 号141-156頁、41巻 2 号64-83頁 (1994年)。
1 法学協会編 『註解日本国憲法 上巻』410-412頁 (有斐閣・1953年)、佐藤功 『憲法(上) 新
版 (ポケッ ト註釈全書)』302頁 (有斐閣・1983年)、 樋口陽一 ・ 佐藤幸治・ 中村睦男・ 浦部法
穂 『注解法律学全集 憲法I 』388-390頁 [浦部法穂] (青林書院・1994年)、 芦部信喜 『憲法
学III 人権各論 (1) 增補版』123-126頁 (有斐閣・2000年)、佐藤幸治 『日本国憲法論』225-226 
頁 (成文堂・2011年) などを参照。 
2 山ロ 智
の自由の原形であり、 母胎である」2 と して、 信教 (宗教) の自由が各国の近
代憲法で保障されるに至ったのである。
日本でも、 江戸時代にはキリスト教の根絶が図られた。 近代にあっても、 大
日本帝国憲法28条が 「日本臣民八安寧秩序ヲ妨ケス及臣民タルノ義務= 背カサ
ル限= 於テ信教ノ自由ヲ有ス」 と定めたにもかかわらず、 皇室と密接な関係を




い撃ち」 にする法規制や宗教弾圧は、 一応は過去のものとなりつつある5。 し
かし新たに、 信仰に基づく行為と一般の法規制との対立・ 衝突という問題が現





になっている。20世紀に入ると、 国家の活動は 「福祉国家」 の展開によって著
しく拡大した。 資本主義社会における自由な経済活動によって生じる弊害を是




活を律することが多い。 こ うして、 一般の法規制が宗教活動に予期し得ない影
2 法学協会編・ 前掲注1 、406頁。
3 村上重良 『国家神道』、 特にn[章 (岩波新書・1970年) を参照。
4 治安維持法 (1941年改正法) の 7 、 8 条は、 神宮や皇室の尊厳を冒漬する事項の流布を日
的とする結社や集団の構成員を懲役刑に処すると定めている。 なお、 森長英三郎 「治安維持
法制下の思想・ 宗教弾圧」 法学セミナ一増刊 『思想・ 信仰と現代』47頁以下 ( 日本評論社・ 
1977年) や、小池・ 西川・ 村上編 『宗教弾圧を語る』(岩波新書・1978年) を参照。
5 とは言え、 特定宗教を対象と した規制が消えたわけでもない。
いわゆるオウム真理教事件 (1995年) を受けて制定された 「無差別大量殺人行為を行った
団体の規制に関する法律」 (1999年) は、 「団体の活動と して役職員一又は構成員が、 例えばサ
リ ンを使用するなどして、 無差別大量殺人行為を行った団体につき、 その活動状況を明らか
にし又は当該行為の再発を防止するために必要な規制措置を定め」 ている ( 1 条)。
同法は、 「無差別大量殺人行為を行った団体」 一般に対する規制の形式を取ってはいるが、
「サリンを使用」 との例示からも、 当面の規制対象がオウム真理教または後継団体であること
は明らかである。 「Aleph」 及び 「ひかりの輪」 を監視下に置く 「観察処分」 は4回 (2003, 06,
09, 12年) にわたって更新され、 現在も継続している。 公安調査庁のホームページを参照





を捨てて規制に服するか、 という困難な選択を迫られることになる。 こ う して、
「多く の信心深い個人が、 まさに信仰の要求と国法との間にある陥葬に落ち込








1 ) 寺院が所持する刀剣と銃砲刀剣取締令: 名古屋高裁金沢支部・ 昭和27 
〔1952〕 年6 月20日判決 (高刑集 5 巻 9 号1459頁)
葬儀に用いる魔除けの仏具と して刀剣を所持していた寺院の住職が、 敗戦後
の銃砲刀剣類等所持取締令違反で起訴され、 1 審で有罪判決 (罰金 1 千円・ 刀
剣没収) を受けた。






6 Developments In the Law-Religion and the Slate, 100 HARv. L. REV. 1606, 1707 (1987)
は、 「大恐慌後に連邦政府の機関や社会福祉の施策が広範に出現したことによって、 アメ リカ
の自由放任経済は高度管理経済に変質した。 その結果、 個人の生存は著しく政府の計画に依
存するようになった。 この状況にあって、 表面的に中立的な規制に基づいて、 宗教信念によっ
て行動した個人に対して政府の便益を拒むことは、 信念に対する直接の規制と同様に宗教の
自由に対する脅威となる」 と述べる。
7 Note, e lg1o s xem fzons m der f e f ree xerczse C a se・ M ode Com efz g f or前os,
90 YALE L. J 350 (1980) .
8 「銃砲刀剣取締の趣旨からして、 一処罰しなければならない実質的理由が」 欠けており、
「憲法と刑法の優劣関係が逆転している」 との批判がある。 原田保 「宗教活動に対する刑法の
適用」 宗教法7 号25頁以下、42頁 (1989年)。 
4 山ロ 智
2 ) 宗教教義に基づく 改名と戸籍法の制限 : 東京高裁・ 昭和27年12月27 日決
定 (家月 5 巻5 号171頁)
名を尊ぶことを教義の1 つとする宗教教団を設立した者が、家裁で名の変更
許可を却下された。 そこで、 名の変更に 「正当な事由」 を要件とする戸籍法
107条の 2 の規定は意法20条 1 項違反であるなどと主張して抗告した。
高裁は抗告を棄却した。
①当人の恣意による名の変更を許せば、 各人を他と区別する名の効用は失わ
れる。 ②公共の福祉から、 信仰の自由は絶対無制限ではない。 ③従って、 戸籍
法の規定が、 偶々、 特定の宗教教義に基づく改名を制限する結果となっても憲
法に違反しない。 信仰の自由は、 一般国民と異なる特権を与えたものではない。
信仰を理由と した戸籍法の適用免除を 「特権」 と捉え、 憲法による保障を明
確に否定している。







住職は刑法205条 1 項の傷害致死罪で起訴され、 1 審と控訴審で有罪判決
(懲役 2 年、 執行猶予3 年) を受けた。 住職は上告して、 線香護摩は正当業務
行為 (刑法35条) であり、 構成要件に該当すると しても、 犯意がなく無罪であ
り、 処罰は意法20条 1 項に違反すると主張した。
最高裁は上告を棄却した。
①意法12、13条により、 信教の自由も絶対無制限ではない。
②加持祈壽は一種の宗教行為であるが、 本件行為は 「他人の生命、 身体等に
危害を及ぼす違法な有形力の行使に当るものであり、 これにより被害者を死に
致したものである以上、 一著しく反社会的」 で、 「信教の自由の保障の限界を
逸脱したもの」 である。




9 高柳信一 「宗教の自由一神に対する義務と国家に対する義務との衝突一」 有倉遼吉教授還








合などに参加させて反省を促し、 自主的に警察に出頭させた。 牧師は刑法103 













ものであると認める」。 全体と して法秩序の理念に反さず、 正当な業務行為で
ある。
判決は 「牧会権を認めた」 ものと して大きく 報道されたようである。 確かに
判決は、 宗教活動の性質に着日し、利益衡量に基づいて 「公共の福祉」 に勝る





10 ただし、 同種の事案が、 戦前の大審院判例では故意を欠く ものと して過失致死罪あるいは
業務上過失致死罪で処罰されていたこと を指摘して、 判決は重罰化であり、 「憲法の趣旨に逆
行するのではないかという疑問さえ生ずる」 との批判がある(原田・ 前掲注8 、33頁)。 これ
に対して、 「科学の進歩を考慮すると問題の余地はほとんどない」 との応答もある (小泉洋一
〔判解〕 憲法判例百選I (第 5版) 85頁以下、86頁)。




あろう。 それでは、 犯人蔵匿罪の違法性を阻却される者が、 親族(刑法105条) 
や宗教活動家の他に存在するのか (例えば学校の教員) 、 といった疑問も残る。 
2. 信仰と学校 : 「宗教的中立性」 問題の顕在化
牧会活動事件には高校生が関わっていたが、1980年代以降には信仰による主
張と学校の教育課程との対立が裁判に現われる。 
1 ) 日曜参観と欠席扱い: 束京地裁・ 昭和61 〔1986〕 年3 月20日判決 (行裁













設け、 集会一 をもつことは意法に保障された自由であり、 公教育上も尊重され















けた。 ただ、 「中立性」 が、 さまざまな内容を含み得る、 不明確な概念である
ことに留意すべきである。 確かに、 宗教によって扱いが異なる (例えば、 特定




を退けて来た。 これに対して憲法20条の解釈論には、 早くから1 ) から3 ) の
判例を検討した上で、 信仰に基づく法規制の免除を説く ものがあった。
「信ずる神に対する義務と して行なわれる (宗教) 行為一その遵守は来世に
おける神の審判という、 彼の <良心> によって担保されている一が政治社会の
俗的規律に抵触する場合においては、 世俗の権力は当該行為が彼の同僚市民の











13 松井茂記 〔判解〕 法学教室71号112頁以下、113頁 (1986年) は、 「宗教を理由に学校欠席の
自由を認めるような制度は、 それ自体政教分離原則違反の重大な問題を提起しないであろう
か」 と疑問を呈する。
これに対して戸波江二 〔判解〕 判例評論333号16頁以下、19頁 (判例時報774号) は、 「個人
の自主的な宗教活動の尊重という価値も十分に尊重されなければならず、 従って、 政教分離
原則を錦の御旗にして信教の自由を切り捨てることは正当とはいえない」 とする。
14 戸波 ・ 前掲注13、18頁は、 ①礼拝行為の重要性、 ②日曜授業参観が 「あとから臨時に割り
込んできた」 こと、 ③それが教会学校への欠席を事実上強制するおそれ、 を挙げて 「信教の
自由の側の被る不利益は極めて重大である」 とする。
15 高柳信一 ・ 前掲注9 、143-144頁。
16 佐藤幸治 『意法 (初版)』59頁 (青林書院新社・1981年)。 
8 山ロ 智
拒否訴訟である。 
2 ) 剣道実技拒否と原級留置・ 退学処分: 最高裁第 2 小法廷・ 平成8 〔1996〕
年 3 月 8 日判決 (民集50巻3 号469頁)
神戸市立工業高等専門学校の生徒が、 「エホウ、ァの証人」'8 の教義 「国民は
国民に向かって剣を上げず、 彼らはもはや戦いを学ばない」 (イザヤ書2 章 4 
節) に従って剣道実技に参加しなかったため、 体育の成績が単位認定の基準に
達せず、 原級留置の処分を受けた。 翌年も同様の事態が繰り返され、 2 年連続
の原級留置を理由に退学の処分を受けた。 そこで生徒は、 信教の自由及び学習
権の侵害を主張して処分の取消しを求める訴えを起こ した。
1 審判決 (神戸地裁・ 平成5 〔1993〕 年2月22日、判タ813号134頁) は、生
徒の訴えを退けた。 日曜授業参観判決と同様、 公教育と信仰との衝突に関わる
ものであるためか、 その論理は酷似していた。







しかし本件の規制 (剣道必修) による不利益は、 生徒の留年、 退学という重
大な不利益をもたらすものであり、 控訴審の大阪高裁判決(平成 6 〔1994〕 年
12月22 日、 判時1524号 8 頁) は処分の取消しを認めた。 これに対して高専側が
上告した。
最高裁は上告を棄却し、 処分の取消しを命じた。
①剣道実技の必要性 : 剣道実技の履修は 「必須のものとまでは言い難く」、
17 久保田きぬ子 「違憲論」 法学教室29号43頁 (1983年) は、 「随想」 欄ではあるが、 日曜授業
参観訴訟の提起について、 「そもそも裁判所で争うに価する程の問題であろうか。 さらにまた、
信教の自由を持ち出して論ずべき程の事件であろうか。 私はそうは考えない。 常識的に考え
て解決すべき問題であると思っている」 と述べる。 敗戦直後からのアメ リカ憲法研究者によ
る、 いわば 「アメ リカ的濫訴」 に対する違和感だが、 従来の 「常識」 で片付かないときには
どうすべきか、 との問題は残る。 これに対して高柳信一 「日曜日授業と宗教の自由」 専修法
学論集43号197頁以下 (1986年) は、 アメ リカの判例を紹介しながら原告による請求の正当性
を説いた。
18 「ものみの塔聖書冊子協会(The Watch Tower Bible and Tract Society)」 は、 教義の根拠
を聖書のみに求め、 三位一体説を否定するキリスト教の一派である。 その信者は、 真の神エ
ホウ°ァの存在を証明する者であるとの意味でこのように自称する。 さ しあたり八木谷涼子
『なんでもわかるキリスト教大事典』215-220頁 (朝日文庫・2012年) を参照。 
信仰と法規制一アメ リカ法の議論から一 
体育の教育目的は他の種目の履修などの 「代替的方法」 によって達成できる。
②信仰への影響 : 「剣道実技への参加を拒否する理由は、 被上告人の信仰の
核心部分と密接に関連する真しなものであった」。 また、 本件各処分は 「信仰
上の教義に反する行動を命じたものではなく、 一信教の自由を直接的に制約す




法、 態様による代替措置を採ることは可能である」。 また、 代替措置によって
学校の教育秩序を維持できないとか、 学校全体の運営に看過することができな
い重大な支障を生ずるおそれがあったとは認められない。




果があるともいえない」 ので、 憲法20条 3 項には違反しない。






⑥処分の違法性 : 「信仰上の理由による剣道実技の履修拒否を、 正当な理由
のない履修拒否と区別することなく、 一代替措置について何ら検討することも
なく」 行なわれた原級留置処分や退学処分は、 「考慮すへき事項を考慮してお
らず、 又は考慮された事実に対する評価が明白に合理性を欠き、 その結果、 社




の自由全体の中で占める位置に関連して、 免除は、 宗教信仰を理由と した請求
にのみ認められるのか、 との問題が生じる。
一般に憲法19条の解釈論は、 原則として、 宗教信仰以外の思想・ 良心を理由
と した免除を認めていない。 
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「内心領域を離れた一 定の外部的行為そのものは、 何らかの思想、 良心を機








ただ、 例外的に 「もし、 人間の本質にかかわる思想や良心の核心ともいえる
部分が法に従うことによって否定されるような場合には、法の不服従も、 思想・ 
良心の自由を根拠にして容認され、 それに法的制裁を加えること を阻止でき




さまざまな宗教が盛んに活動し、 宗教に対する国民の帰依も深く 、 宗教が国
民の生活に対して強い影響力を持っていると言われるアメ リカ23 では、 信仰
と法規制との対立が、 しばしば裁判所において、 宗教活動の自由に関連して争
われてきた。 日本での論議もアメ リカの影響を強く受けている24。 以下では合
衆国 (連邦) 最高裁判所の判例を中心にアメ潟J 法の議論を検討する。 
第 2 節 アメ リカにおける判例の変遷
アメ リカ合衆国憲法修正1 条 (1791年) は、 「連邦議会は、 国教を樹立し、
19 芦部信喜編 『憲法n人権 (1) 』282頁 [種谷春洋] (有斐閣・ 1978年)。
20 浦部法穂 『事例式演習教室 意法 (第 2 版)』59頁 (勁草書房・1998年)。
21 伊藤正己 『憲法(第3 版)』262-63頁 (弘文堂・1995年)。
22 日比野動 「憲法における宗教の概念」 公法研究52号112頁以下 (1990年) は、 宗教の定義を
めぐるアメ リカの議論を紹介しながら、 この問題を示唆する。 また、 榎原猛編 『基礎憲法』
105頁 [君塚正臣] (法律文化社・1992年) は、 信仰を理由とする請求だけに免除を認めると、
政教分離原則違反の問題を生じないかとの疑問を呈していた。
23 井門富二夫編 『アメ リカの宗教』(弘文堂・1992年)、 大村英昭・ 西山茂編 『現代人の宗教』
(有斐閣・1988年)、 森孝一 『宗教からよむ 「アメ リカ」』(講談社・1996年)、 ハロラン芙美子
『アメ リカ精神の源』(中公新書・1998年)、 蓮見博昭 『宗教に揺れるアメ リカ』( 日本評論社・
2002年) を参照。
24 野坂泰司 「公教育の宗教的中立性と信教の自由」 立教法学37号 1 頁以下 (1992年)、 戸波江
二 「信教の自由と剣道受講義務」 筑波法政16号 1 頁以下 (1993年) は、 剣道受講拒否事件を
契機にアメ リカの判例を紹介し、 免除の正当性を説く。 
信仰と法規制一 アメ リカ法の議論から一 11 
も しく は自由な宗教活動を禁止する法律一 を制定してはならない」25 と定める。 
アメ リカでも、 信仰に基づく法規制の免除は、 「宗教活動の白由」 の保障範囲
に関連して論じられる。 本節では、 連邦最高裁の判例を概観する26。 




たと言われる。 地域によっては、 クウェーカ一教徒 (Quakers) には宣誓の免
除を、 当時各地に存在していた公認教会 (established church) の反対者には教
会税の免除を認めていた。 絶対平和主義(pacifist faith) の信奉者には、 税の
加重や代替役務を条件に兵役を免除してもいた27。
独立後、 規制の免除をめぐる州の判例は消極、 積極に分かれて一様ではなかっ
た28。 他方で合衆国意法の制定から1 世紀近く の間、 この問題に関する連邦最
高裁の判例は現われなかった。 修正1 条の主語は 「連邦議会」 であり、 同条に
定める権利の保障は、 州や地方自治体には及ばないものと解されていたからで
ある。 
25 U.S. CONST. Amend. I “Congress shall make no law respecting an establishment of religion, 
or prohibiting the free exercise thereof; -.”
26 判例の流れを紹介したものと して、 小林節 「アメ リカ意法における信教の白由」 法学研究
(慶應大学) 62巻 3 号 1 頁以下 (1989年) 、 藤田尚則 「アメ リカ合衆国における 『宗教の自由
な活動』 条項をめぐる司法審査基準の展開」 法学新報(中央大学) 96巻11 ・12号221頁以下
(1990年) 、 瀧澤信彦 『信教の自由 アメ リカにおける宗教的自由の法理の形成』(信山社・ 
2000年) がある。 また、 マーサ・ ヌスバウム(河野哲也監訳) 『良心の自由』(慶應義塾大学
出版会・2011年) の特に 4 - 5 章には、 裁判の背景を含む詳細な説明がある。
27 植民地時代から意法制定当時の歴史の詳論には次のものがある。 M ichael W. Mcc onnell,
e Orzg加s an lsforzca de sfa ding f ree xerczse e igzon, 103 Hay. L. v. 1409
(1990) ; Douglas Laycock, eg afo xem fions of e zgzo s e av1or an f e Orzg加a nder- 
standing of the Establishment Clause, 81 NOTRE DAME L. REv. 1793 (2006) . ただし前者につ
いては、 都合の良い証拠に重きを置き、 不都合な証拠は言い逃れる “law office history” だと
する辛辣な論評もある。 Mark Tushnet, The Rhetor ic of Free E)cerclse Discourse, 1993 B.Y.U.
L. REv. 117, 124.
28 19世紀の初頭には、 犯罪者の告解を受けた聖職者に、 刑事裁判での証言拒否を認めるべき
か否かが問題になった。1813年のPeople v. Phillips (N.Y. Ct. Gen. Sess ) は、 カ トリ ックの
聖職者に証言の拒否を認めている。 ニュー ・ ヨーク州は同種の事件を契機と して1828年に聖
職者の証言拒否を認める法律を制定し、 多く の州に広がった。 フイリ ツプス判決などの抜粋
は Przvl eged Comm mcafzo s fo C er man, 1 CATH. LAw. 199 (1955) を参照。 
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1 ) モルモン教と重婚罪: Reynolds v. United States (1878年)
重婚を禁じる連邦法に違反して起訴され、 有罪判決を受けたモルモン教29 信
者の男性が、 事情の許す限り複数の妻を持つ義務があるとする (当時の) 教義
に従って行動したことを理由に無罪を主張した。
ウェイ ト長官の法廷意見は、 重婚罪の適用免除を否定した。
①連邦議会の権限 : 「連邦議会は単なる(宗教上の) 意見に関する立法権限
を持たないが、 社会の義務に反し、 または善良な秩序を破壊する行為には自由
に介入できる」3°。
②重婚規制の必要 : モルモン教会の設立時には、 欧米諸国では重婚は犯罪と
されていた。 憲法が宗教の自由を保障したことで、 婚姻に関する立法を禁じた
とは考えられない3'。




レイノルズ判決は 「信念・ 行為の二分法」 を確立したとされる。 内心の信仰
は絶対的に保障されるが、 行為については規制できるのである33。 また、 モル
モン教に関する諸判決は、 反倫理 ・ 反社会的な宗教活動の規制をも認めてい
た 340 
29 正式名称は 「末日聖徒イエス ・ キリスト教会 (the Church of Jesus Christ of Latter-Day
Saints)」 である。 通称は聖典 『モルモン経(Book of Mormon)』 に由来する。 一夫多妻は、
旧約聖書に記された慣行を回復したものと されたが、 この教義のために信者は各地で迫害を
受けて西部に逃れた。 信者の共同体が多く生じたのは、 当時は準州で連邦政府の管轄権が及
ぶ現在のユダ州の領域であったため、 連邦意法の適用対象になったのである。 森 ・ 前掲注23 、
106-115頁。
30 98 U.S. 145, 164 (1878) .
31 Id af t65-66.
32 Id af t66-67.
33 後の判決も、 信仰の自由は絶対だが、 「行為は社会を保護するための規制に服する」 と して
いる。 Cantwe11 v. Connecticut, 310 U.S. 296, 303-04 (1940) .
34 最高裁はレイノルズ判決の後、Murphy v. Ramsey, 114 U.S. 15 (1885) で一夫多妻者の公
民権剥奪を定める連邦法を、Late Corporation of the Church of Jesus Christ of Latter-Day Saints 
v. United States, 136 U.S. 1 (1890) でモルモン教会の財産没収を意図する連邦法を合憲と判




ルモン教に関する一連の判決は、 「行為」 の規制にと どまらず、 「信念」 の抑圧に及ぶ意味を
持ったのである。 森孝一 「アメ リカに国教は存在するのか一 『アメ リカの見えざる国教』 と
モルモン教」 井門編・ 前掲注23、203-209頁も参照。 
信仰と法規制一 アメ リカ法の議論から一 13 
2 ) 工ホヴアの証人による布教活動 : 表現の自由と しての信教の自由









実際には、 これらの多く は宗教活動の自由ではなく 、 世俗の権利を保障する
判例を通じて定着していった。 すなわち、 言論・ 出版・ 集会の自由、 親の権利、
人気のない社会集団に対する平等な扱い、 である。
判例の展開に大きな影響を及ぼしたのは、1930~ 50年代の、 エホウ、ァの証人
(Jehovah's Witnesses) による布教活動に関する諸判決であった。 エホヴ ァの




を対象にしていた。 そのために事件は、 宗教活動の自由と言うよりも、 むしろ
表現 (言論・ 出版) の自由に関する問題と して扱われたのである。 そして、 宗
教活動に対して規制の免除を認めるのではなく、 法規制全体を違意・ 無効とす
る判決36 がなされた。 こ う して、 布教活動を中心に宗教活動の自由の保障が
強められた。 しかし、 宗教の自由のみが主張され、 表現の自由が問題とされな
かった場合には、 どのような解決がなされたのであろうか。 
なお、 1996年に性的指向を理由 と した差別を禁じる立法措置を禁じた州憲法の修正を違憲
と判断したRomer v. Evansは、 デイヴ イス判決が特定の宗教慣行を主張する者に選挙権を否
定できると判断した部分について、 「もはや有効な法(good law) ではない」 と述べている
(517 U.S. 620, 633)。
35 Ira C. Lupu & Robe W. Tu le, e t om s and lmzs of ezgzo s ccommodafzon・ e Case 
of RLUIPA, 32 CARDoz0 L. REv. 1907, 1909 (2011) .
36 Lovell v. Griffin, 303 U.S. 444 (1938) (文書配布の許可制) ; Schneider v. State, 308 U.S. 147
(1939) (街路での文書配布禁止) ; Cantwe11 v. Connecticut, 310 U.S. 296 (1940) (寄付勧誘な
どの許可制) ; Murdock v. Pennsylvania, 319 U.S. 105 (1943) (文書販売などの免許税) ; Martin 
v. Struthers, 319 U.S. 141 (1943) (戸別訪問による文書頒布の禁止) など。 
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②国旗敬礼の必要 : 国民の団結は、 国家の安全の基礎にある。 自由社会の究
極の基礎は、 団結感という紐帯である。 国旗は国民の団結を象徴しており、 国
内のすべての相違を超越している38。
③司法の白制 : 生徒の愛国心を高めるための手段が愚行であると考えたと し
ても、 そのような信念は手段を違意とする証拠にはならない。 「法廷は教育政
策に関わる問題を論ずる場ではない」。 裁判所が、 国旗掲揚などの儀式を認め
ながら、 反対者には例外と して免除を与えることは、 例外が他の生徒に疑いを
生じさせ、 儀式の効果を弱めるという立法者の判断に理由がないと主張するこ




決は、 アメ リカ各地でエホヴ ァの証人に対する迫害を呼び起こ した4°挙句、
3 年後に覆された。 
4 ) West Virginia State Board of Education v. Bamette (1943年)
ゴビテイス判決を受けて、 ウエスト ・ ウ、ァージニア州の教育委員会は国旗敬
37 310 U.S. 586, 594-95 (1940) . なお、原告・ 被上告人名のGobitisはGobitasの誤りである。
See Vincent Blasi & Seana V. Shiffrin, The Story of West Virglma State Board of Education v.
Barnette ' The Pledge of Allegiance and the Freedom of Thought, in RICHARD W. GARNETT &
ANDREW KOPPELMAN (ed) , FIRST AMENDMENT STORIES 99, 102 n.15 (2012) .
38 ld at 595-96.
39 Id at 598-601.
40 アメ リカ自由人権協会(ACLU) の報告によると、1940年にはエホウ'ァの証人に対する襲撃
事件が44州で335件 (被害者1500人近く) あったという (Blasi & Shi ffiin, supra note 37, at
109-11)。 
信仰と法規制一 アメ リカ法の議論から一 15 





①表現の強制 : 本件の問題は、 生徒が信念を表明することに対する強制であ
る。 誓約と結びついた国旗敬礼が、 発言の一種であることは明らかである。 州
は、 国旗を政府に対する忠誠の象徴として採用し、 そのような政治思想の支持
を、 個人に対して言葉と身振りで表明するように要求している4'。
②信仰と免除 : 宗教上の見解を共にしていない多く の市民が、 強制的な儀式










この判決は、 ゴビテイス判決による論点設定に引きずられたためか、 アメ リ
カにおいてさえ、 信仰を理由と した免除の文脈で捉えられる傾向が強かったよ
うである44。 しかし実際には、 問題を宗教に限定するのではなく 、 広く表現の
自由の観点から、 信念表明の強制という要素を重視して、 国旗敬礼を拒否する
生徒や親に対する法的制裁を違憲と したものであり、 この視角は、 後にも検討
41 319 U.S. 624, 631-34 (1943) . この判決もBamett をBametteと誤っている (Blasi & Shiffrin, 
supra note 37)。
42 Id at 634-35.
43 Id at 636, 639-42.
44 蟻川恒正 『憲法的思惟』18-30頁 (創文社・1994年)。 同書はバーネッ ト判決に焦点を当て、
ジヤクソン判事を始めとする知識人の言説を綿密に分析しながら、 国家権力と自由の関係に
及ぶ考察を展開している。 エホウ、 ァの証人の布教活動には批判的でさえありながら、 国家に
よる表現の強制を否定する広い視野から問題を扱った同判事の思索をたどりつつ、 現実に国
旗敬礼を拒否したのは 「エホウ' ァの証人以外には存在していない」 とするプフェフアー (L.
Pfeffer) の回顧 (1963年当時) をも紹介している(同書293頁)。
なお、 「アメ リカ合衆国で、 学校生徒に国旗敬礼を強制する州の行為は、 宗教的信念が敬礼
を許さないという生徒に適用された限りにおいて違憲と した判例がある」 との紹介 (佐藤幸
治・ 前掲注1 、227頁) も、 本文に記した誤解の一例である。 
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するように重要である。 




5 ) 布教活動と年少者の保護 : Prince v. Massachusetts (1944年)
街頭や公の場所で年少者が文書や商品などを配布、販売することを禁じたマ
サチューセツツ州法を知りながら、 自らが監護している9 歳の少女 (信者) と
共に街頭でエホウ、ァの証人に関する文書を売った信者が起訴され、 宗教の自由
と親の権利を主張して争った。
ラ トリ ツジ判事の法廷意見は、 上告を棄却して有罪判決を支持した。
①監護権の限界 : 州は、 若者の幸福に関する一般的利益を守るために、 親の
子に対する監督を制限できる。 この権限は、 親が、 宗教または良心に基づいた
監督であると主張しただけで無効になるものではない45。
②年少者の保護 : 民主社会は、 若者が成熟した市民に成長するように、 有害
な束縛や危険から守ることができる。 立法は、年少者労働の有害な効果や、 街
頭で生じるさまざまな影響を受ける活動による害悪に介入できる46。
③免除の否定 : 監護者が子供と一緒にいても、 宗教・ 政治の問題に関する宣
伝活動によって、 子供が 「身体や心理に傷害を負う可能性」 がある。 親自身が
殉教者になるのは自由だが、 子供を殉教者にできるわけではない47。 





①規制の効果 : 問題の州法は、 上告人のいかなる宗教慣行も違法と していな
い。 日曜休業法は、 単に世俗の活動を規制するものであり、 上告人の宗教信念
に基づく慣行を、 より費用のかかるものにするにと どまる48。 
45 321 U.S. 158, 165-66 (1944) 
46 Id af t68-69.
47 ld af t69-70.
48 366 U.S. 599, 605 (1961) . 





③審査基準 : 宗教儀式を妨げ、 あるいは宗教間で差別をする目的または効果
をもつ法律は、 たとえ負担が間接的であっても無効である。 しかし、 世俗日的
を増進する目的や効果を持つ一般法による行為の規制は、負担を課さない方法
で日的を達成できないときには有効である5°。
④免除の否定 : 州は労働者の休息などのために、 同時の休息期間を設けるこ
とができる。 これに例外を認めることは、 商業活動による喧噪などを除く とい




最初期 1 ) のレイノルズ判決は、 精神活動全般に関する判例が少ない時期で
あり、 しかもモルモン教に対する敵意52 を背景にしたものであった。 しかし
判決に 「出版、 言論、 宗教の自由は優越する地位(preferred position) にある」
との修辞53 が現われ、 精神活動の自由が重視されるようになった1940年代以
降も、3 ) のゴビテイス判決、 そして5 ) のプリンス判決や6 ) のブラウンフェ
ル ト判決に見られるように、 最高裁は、 信仰を理由とする法規制の免除を認め
なかった。
一般に宗教活動と見られる布教活動などは、 表現の自由によって、 非宗教の
表現活動と同等に保障された(年少者の布教活動については、 5 ) のような例
外もあるが)。 このように宗教活動の自由が、 表現の自由にいわば 「寄生」 す
る形で保障されるという状況は、 後に 「宗教活動の自由は、 分離すれども平等
という存在ではなく、 分離かつ不平等でさえなく、 事実上全く存在しなかった」
とまで評された54。 
49 ld at 606.
50 Id at 607.
51 Id at 609.
52 Davis, 133 U.S. 333, 341-42は 「重婚は婚姻関係の純粋性を破壊し、家族の平穏を阻害し、
女性や男性の品位を貶める。 - 重婚の唱道を宗教の教義と呼ぶのは人類の常識に反する」 と
述べる。
53 Murdock, 319 U.S. at 115.
54 Leo Pfeffer, The Supremacy of Free Exerczse, 61 GEO. L. J i l l5, 1130 (1973) . 
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めた55 からである。 そして、 判決から2 年後に最高裁は、 信仰と世俗的法規
制との関係については 「厳格な審査」 を行なう方針に転換した。 
2. 「厳格な審査」 : 1960~ 80年代前半





1 ) 土曜就労拒否と失業補償 : Sherbert v. Vomer (1963年)
安息日の土曜日に働く ことを拒んで失業し、 サウス ・ カロライナ州の失業補
償法に言う 「正当な理由(good cause) なく 、 提供された仕事を拒んだ者」 と








(compelling state interest) 」による正当化が必要である57。




る負担 (burden) となる」58。 
55 Braunfeld 366 U.S. at 607 
56 Id at 610-16.
57 374 U.S. 398, 403 (1963) . 
58 ld at 404. 
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③免除による弊害の有無 : 州は、 「宗教上の理由を装った詐欺請求によって、
失業補償の基金が弱体化する可能性がある」 と主張する。 しかし、 そのような
可能性があると しても、 州には 「修正1 条の権利を侵害せずに詐欺申請の濫用
に対抗するための、 他の規制形式がないこと を示す義務がある」59。
失業補償の給付を拒否しても、 宗教活動に対する強制とは言い難い。 シヤー
バートは、 安息日の勤務拒否を理由に、 既に解雇されているからである。 しか




同年の In re Jenison決定も、 「人を裁く な」(マタイ書7 章 1 節) とする教
えを理由に陪審員就任義務を拒んだ女性に対する法廷侮辱罪による有罪判決
(拒否を撤回しない限り最長で拘留30日) 6° を 「シヤーバート判決に照ら して」
破棄・ 差し戻している6'。 
2 ) アー ミ ツシュと義務教育: Wisconsin v. Yoder (1972年)
第 8 学年を修了した2 人の子供 (14及び15歳) を学校に通わせなかったアマ
ン派 (Ammann) の信者が、16歳までを義務教育とするウイスコンシン州の学
校出席義務法違反により罰金刑を受けた。 プロテスタントのメ ノナイ ト系に属
するアマン派は、 古代キリスト教徒の生活への回帰を志向する。 近代社会から
孤立した共同体で農耕を中心とする簡素な生活を送ることを特徴と しており、




①公教育の必要 : 州が一般教育について高度の利益を持つと しても、 宗教活
動の自由や、 子供の養育や宗教教育に関する親の利益も重要であるから、 第8 
学年以上の教育を強制するためには 「最高度 (highest order) かつ他の方法で
は実現されない利益」 の存在が必要である63。
②宗教活動に対する影響 : 生徒の家から離れた学校で行なわれ、 信者の日常
59 Id at 407.
60 In Re Jenison Contempt Proceedings, 120 N.W 2d 515 (Minn. l963) .
61 375 U.S. 14 (1963) .
62 アマン派と近代文明の衝突に関わる裁判については、 大河原眞実 『法廷の中のアー ミ ツシュ』
(明石書店・2014年) を参照。
63 406 U.S. 205, 214-15 (1972) . 
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生活と は相容れない現代の中等義務教育は、 アマン派が命じる生活様式と厳し
く対立する。 「州法は刑事制裁の脅威をもって、 信者に対して、 宗教信念に関
する基本教義に明らかに反する行動をとるよう積極的に強制している」64。
③末期義務教育は必要か : 長年にわたリアマン派の共同体で行なわれてきた







いわゆる 「厳格な審査(strict scrutiny) 基準」 が適用されることになった。 す
なわち、 請求者側が 「法規制が宗教活動に負担を課している」 との主張を立証
したときには、 政府側が、 ①規制が 「極めて重要な公の利益 (または最高度の
利益) 」 を達成するために必要で、 ② 「その他の規制方法では目的が達成され







Thomas v. Review Board of the Indiana Employment Security Division (1981 





する場合には、 信者に態度を改めさせ、 信念に背かせるような重大な圧力、 つ










450 U.S. 707, 717-18 (1981) 




Hobble v. Unemployment Appeals Commission of Florida (1987年) 68 では、
金曜日夜と土曜日の勤務を拒んで解雇され、 「職務に関する非行」 に当たると
して給付を拒否された安息日再臨派の信者、Frazee v. Illinois Department of 
Employment Security (1989年) 69 では、 日曜日はキリスト教の 「主の日」 であ









たものの、 還付を求める訴えを起こ した。 連邦地裁は、 宗教教義を理由にした
保険料納付義務の免除を認める法規定7° の存在を指摘して、 免除を認めない
のは違憲と判断した。









67 ld at 719.
68 480 U.S. 136 (1987) .
69 489 U.S. 829 (1989) .
70 26 U.S.C. §1402(g) (1) . 1965年の改正により、 教団の信者であることや宗教教義を理由に
民間及び公的保険 (死亡、 障害、 高齢時の保険金支払いや医療費を負担するもの) の受け取
り を拒む個人には社会保険料の免除を認めている。
71 455 U.S. 252, 256 (1982) .
72 ld at 257. 
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部を納めた上で還付を求める訴えを起こ した。 地裁は請求を認めたが、 控訴裁
は地裁判決を破棄した。
バーカー長官の法廷意見は、 控訴審判決を支持した。




②差別解消の必要 : 「政府は、 教育における人種差別を一掃することに基本





4 ) 公正労働基準法の適用 : Tony and Susan Alamo Foundation v. Secretary 
of Labor (1985年)
福音教会 (Evangelistic Church) 系の宗教法人は、 収入の多く を寄付ではな
く、 給油店、 洋服や雑貨の小売店、養豚業、 電気工事やモーテルなど多種多様
な商業活動から得ていた。 従業員の多くは教会の活動により更生した薬物乱用
者や浮浪者であり、 法人の会員と して、 賃金を現金の代わりに衣食住などの便
益で受けていた。 これに対して労働長官が公正労働基準法 (最低賃金、 時間外
73 ld at 258-59.
74 Id at 260. 結局1994年の法改正により、 使用者も労働者も共に宗教上の理由から保険の給
付を拒む場合には、保険料納付義務の免除が認められた (26 U.S.C. §3127 (a) )。
75 461 U.S. 574, 603-04 (1983) .
76 ld at 604. 
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労働、 記録保管義務規定) 違反として訴えた。 従業員は、 自分たちは宗教上の
動機から働く奉仕者であると抗議し、 法人は、 同法の適用は宗教活動の自由や
国教禁止条項に反すると主張した。
ホワイ ト判事の法廷意見(全員一致) は、 訴えを退けた地裁、 控訴裁の判決
を支持した。






2 ) のリー判決と3 ) のボブ ・ ジョーンズ大学判決は、 政府側に高度の規制




しかしその後、 最高裁は動揺を始める。 Jensen v. Quaring事件 (1985年) で
は、 運転免許証に写真の貼付を求める州法が争われた。 控訴裁は写真のない運
転免許証の交付を認めた79 が、 上告を受けた最高裁の判事は4 対 4 に分かれ、
実体問題について判断できなかった (原判決維持) 8°。 
3. 「厳格な審査」 の動揺: 1980年代後半
1 ) 社会保障番号の使用 : Bowen v. Roy (1986年)
近代技術は人間の魂を奪うとの宗教信念から、 娘に社会保障番号を使用する





77 471 U.S. 290, 304-05 (1985) .
78 Id at 305.
79 Quaring v. Peterson, 728 F 2d 1121 (8th Cir. l984) .
80 472 U.S. 478 (1985) .
81 憲法や法律は 「インディアン(Indian)」 の語を用いるが、 近年の判決は 「アメ リカ先住民
(Native American) 」 の語を用いる傾向にある。 本書では、 煩雑ではあるが統一せず、 原文に
即してそれぞれの語を用いることにする。 
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①政府による番号の使用は拒否できない : 「宗教活動の自由条項は、 政府に
対して、 その内部事項を、 特定市民の宗教信念に適合する方法で処理するよ う
に求めるものとは理解できない」82。 この部分は、 7 人の判事が加わって法廷
意見を構成している。
しかし長官は、 原告 (父親) 自身も社会保障番号の提示を拒めないとする相
対多数意見の中で、 厳格な審査の射程を狭めることを主張した。
②中立・ 画一規制の優先: 「申請者が社会保障番号を提示するという法律の
要件は、 宗教には全く中立で、 一律に適用できる」83。 多数の者に及ぶ福祉政
策の実施に際しては、 政府は広範な行動の自由を持つから、 「特定の宗教信念
または宗教一般に対する差別の意図がない」 場合には、 政府は、 要件が 「正当
な公益を促進するための合理的手段であること を示せば、 立証責任を満た
す 」840
③免除の困難 : 社会保険の詐欺請求を防ぐことは、 社会保障番号を使用する
重要な目的である85。 「宗教による異議が純粋であるこ と を事例ごとに審査せ
ず、 すべての申請者を同等に扱いたいという政策決定は、 相当の尊重に値する。 










は、 「極めて重要な公の利益を達成するための、 最小限度の規制」 を求める従
来の審査基準を放棄して、 公益を促進する手段に合理性があれば十分とする、
単なる 「合理性の基準」 を適用したのである。 これは、 宗教活動の自由に対す
る保護を認めるのは直接の強制がある場合に限るという1960年代以前の判例へ
82 476 U.S. 693, 699 (1986) 
83 Id at 703.
84 ld at 707-08.
85 Id at 709.
86 Id at 707.
87 ld at 706.
88 ld at 708. 
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の後退を意味する。 結局裁判所は、 立法や行政による措置がなければ免除を認
めないとする姿勢を示したわけである。
これに対して5 人の判事が厳格な審査を支持した89 ために、 判決の先例と
しての力は弱いと思われた。 しかし、 この判決で一部反対意見を書いたオコー
ナー判事が、 判例の消極傾向を確認することになる。




用した。 これに対してイ ンディ アン協会などが計画の差止めを求めて訴えを起
こ した。
オコーナー判事の法廷意見 ( 4 人の判事が同調) は、 訴えを認めた地裁と控
訴裁の判決を破棄・ 差し戻した。
①計画の性質 : 計画は、 「私人が自らの宗教信念に従って精神の充実を追求
する能力を著しく妨げている」。 しかし、 「政府の行為は、 個人に宗教信念を破
るように強制してはいない。 個人に対して、 他の市民が享受しているのと同等
の権利、 利益、 特権を否定することによって、 宗教活動を罰しているわけでも
ない」9°。
②厳格な審査の対象外 : このような場合には 「政府は、 他の点では適法な行
為について、極めて重要な正当化事由を示す必要はない」9'。 また、 「裁判所が一 
真摯な宗教信念に基づく、 政府に対する多様な要求を調和させることはできな
い。 それは一 立法府及びその他の機関の仕事である」92 と、 裁判所の自制を表
明した。
この判決で、 宗教活動そのものに対する強制がなければ、 政府が 「極めて重
要な公の利益」 を示す必要はないとする法廷意見が成立し93、 失業補償以外の
領域での免除については、 裁判所の消極性がさらに明確になった94。 
89 ただし、 5 人の意見は 3 つに分かれた。 ①ブラ ックマン判事の一部同意意見は、 政府が番
号を使用できる以上、 番号提示義務の免除に関する請求が争訟性を喪失した (meet) のか否
かを審査する必要があると した(ld. at 714)。 ②オコーナ一判事の一部反対意見(ブレナン、
マー シヤル判事が同調した) は、 真摯な宗教信念による社会保障番号の使用拒否を理由に、
給付水準を切り下げることはできないと した( a at 732)。 ③ホワイ ト判事の反対意見は、
請求の全体をシヤーバー ト判決などに従って判断するように求めた ( ld. at 733)。
90 485 U.S. 439, 449 (1988) .
91 ld at 450-51.
92 Id at 452.
93 ブレナン判事の反対意見 (マーシヤル、 ブラ ックマン判事が同調) は、 修正1 条の文言は
包括的であり、 「宗教信念に反する積極的行為の強制」 と、 「宗教信念と一致する行為の妨害」
との区別には 「意法上の意味がない」 と批判している( ld. at 468)。 
26 山ロ 智
また、 軍隊や刑務所については、 施設担当者の判断を強調、 尊重した。
3 ) 軍隊の服装規則とヤムル力帽 : Goldman v. Weinberger (1986年)
正統ユダヤ教徒で聖職者 (ordained rabbi) でもあった臨床精神分析医が、
空軍基地の診療所内でユダヤ教徒の帽子であるヤムルカを着用していたため、
空軍の服装規則違反と して懲戒処分を受け、 規則適用の差止めを求めた。 地裁
は訴えを認めたが、 控訴裁は地裁判決を破棄した。
レーンクイスト判事(後に長官) の法廷意見 ( 4人の判事が同調) は、 控訴
裁判決を支持した。




修正 1 条は、 軍隊に対して、 服装規則が求める一体性を損なうとの見解にもか
かわらず、 ヤムルカ着用を認めるように配慮することまで要求してはいない96。
4 ) 刑務所での礼拝 : 0 'Lone v. Estate of Shabazz (1987年)
ニュー・ ジャージー州刑務所の方針変更による施設外作業のため、 施設内で
行なわれる金曜午後の礼拝 (Jumu'ah : コーランが命じている) に参加できな
く なったイスラム教徒が、 損害賠償と差止めを求めた。
レーンクイスト長官の法廷意見は、 訴えを認めた控訴裁判決を破棄した。
①刑務所規制の審査基準 : 判例は、 「刑務所の職員に対する適切な敬意を確
保するために、刑務所の規制が憲法上の権利を害すると主張されたときには、
『合理性』 の基準の下で審査してきた」。 この手法は、 「矯正施設職員が安全上
の問題を予期したり、行刑上の処理しにくい問題を革新的に解決する能力を確
保している」97。





94 しかし判決後に連邦議会は、 問題となった道路建設の関連予算を撤回した (U.S. House
Committee on Appropriations, Department of Interior and Related Agencies Appropriations Bill,
100th Cong., 2d sess., 1988, H.R. Rep. 100-713, p 72)。
95 475 U.S. 503, 507 (1986) .
96 Id at 509-10. この判決に対応した1987年の法改正は、 「軍務の遂行を妨げない限りで」 宗
教衣装の着用を認めた (10 U.S.C. §774)。
97 482 U.S. 342, 349 (1987) . 
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軍隊や刑務所での権利の主張については、 もともと一般社会より緩和された
審査基準が適用されてきたようである。 しかし両判決とも、 信仰に基づく請求
を退けるほどに十分な理由が示されていないと して、 4 人の判事が法廷意見に
反対している。
リー判決 (21頁) が示唆したように、 税金に関する免除も認めなかった。
5 ) 定額制の宗教サーヴイスと税の控除: Hernandez v. Commissioner of 
Internal Revenue (1989年)
サイエントロジ (ーScientology) 教会は、 信者との個別面接や、 面接担当者
になるための訓練の際には定額制による寄付を受けていた。 信者が所得税の控











これは所得税全般による負担と同様である。 仮に 「実質的な (substantial) 」 負
担が生じていたと しても、 「健全な税制を維持する広範な公の利益」 によって




6 ) 宗教団体と消費税 : Jimmy Swaggart M inistries v. Board of Equalization 
(1990年)
ジミー・ スワツガートは、1980年代のアメ リカで 「テレビ伝道師」 と して有
名だった。 その宗教団体は、 各地での伝道(evangelistic crusade と称した) に
際して本、 テープ、 レコードなどの布教商品や関連商品を売り、 宗教雑誌によ
る通信販売も していたが、 カリフォルニア州は、 州内での売り上げに消費税
98 Id at 352-53.
99 490 U.S. 680, 695-96 (1989) 
100 1d. at 699-700. 
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( 6 %) を課した (課税額は約18万ドル)。 宗教団体は課税の違憲性を理由に還
付を求めて訴えたが、 州の裁判所では最高裁にまで退けられ、 連邦最高裁に上
告した。
オコーナー判事の法廷意見 (全員一致) は、 州裁判所の判断を支持した。
①免許税判例の意味 : 宗教団体は1940年代の判例'°' によって、 宗教文書に
対する課税が違憲だと主張している。 しかし判例が違憲と したのは、 憲法が保
障する行為 (出版、 宗教の自由) に対する事前抑制 (prior restraint) と して作
用する均一の (flat) 免許税であった'°2。
②消費税の性質 : 州の 「一般に適用できる(generally applicable)」 消費税は
均一税ではなく 、 あらゆる売り上げのごく一部に過ぎず、 すべての売り上げに
「中立に適用がある」。 従って、 「宗教情報、 思想または信念そのものを広める




法上重大 (significant) とは言えない。 そして宗教団体は、 納税自体が真摯な
宗教信念を害するとは主張していない。 「従って、 宗教活動の自由条項は一州
に対して、 一般に適用できる消費税を 〔宗教団体〕 には免除することを求める
ものではない」'°4。









して、 この判決の3 か月後に、 厳格な審査を(事実上) 放棄する判決が下され
るのである (後述第 4 節)。 
101 Murdock v. Pennsylvania, 319 U.S. 105 (1943) ; Follett v. Mcc ormick, 321 U.S. 573 (1944)
なお13 頁注36 も参照。
102 493 U.S. 378, 385-87 (1990) .
103 Id at 389-90.
104 ld at 391-92.
105 ld at 394-97. 
信仰と法規制一 アメ リカ法の議論から一 29 
第 3 節 規制の免除に関する問題点
第 2 節 2 及び 3 で見たように、1960年代以降の連邦最高裁は、 信仰を理由と
して法規制の適用免除を求める請求の可否を判断するために、 いわゆる 「厳格
な審査」 を行なった。 しかし、 これに基づいて最高裁が免除を認めたのは、 失
業補償の給付に関する4 件と、 義務教育の一部免除に関するヨーダー判決の、
合わせて 2 領域・ 5 件にとどまった。 この傾向は下級裁判所でもさほど変わる
ところがなく 、 ライアン(J. E. Ryan) の研究によると、1963年から90年にか
けて宗教活動の自由が争われた連邦控訴裁判決の内訳は、 勝訴12件、 敗訴85件




断は原理に基づいておらず、 一貫性を欠いていると評された'°7。 これは、 審査
の本質が利益衡量であったことによる。
まず審査の前提と して、 規制が宗教活動に対して 「負担を課す」、 つまり宗
教活動の自由を侵害するものでなければならないが、 規制によって生じる不利
益がどの程度になると 「負担」 になるのか。
一例と して、 シヤーバート判決(18頁) を2 年前のブラウンフェル ト判決
(16頁) と比較すると、 前者では、 失業補償法の欠格条項が適用されても、 一 
定期間の失業補償を受けられないだけである。 しかし後者では、 日曜休業法の
適用によって、 毎週2 日間、 商店を休み続けなければならない。 後者の不利益
の方が大きいことは明らかだが、 前者にのみ免除が認められた。 そしてシヤー
バート判決は、 日曜休業法を一律に適用することの重要性を強調して、 判例は
変更していないと説明した'°8。 こ う して、 一部のユダヤ系商人に 「重大な競争
上の不利益」 を及ぼす'°9 法規制が、 新判例でも正当化された。
ボブ・ ジョーンズ大学判決(22頁) は、 非課税団体資格の撤回は、 大学の経
営に相当な影響を与えるであろうが、 学校が教義を守ることは妨げないと述べ
106 James E. Ryan, Note, Smzf a d f e e zgzous f reedom esforafzon cf・ fee oc asfzc
Assessment, 78 VA. L. REv. 1407, 1459-62 (1992) .
なおNote, Religious Land Use in the Federal Courts under RLUIPA, 120 HARv. L. REV 2178,
2183 n 38 (2007) は、 この数字には一部に誤りがあると指摘している。
107 Note, supra note 7, at 355-56.
108 ブレナン判事の法廷意見 (Sherbert, 374 U.S. at 408)。
109 これを認めたのもブレナン判事である (ブラウンフェルト判決の一部反対意見。366 U.S. at
613)。 これに対してステュアー ト判事のシヤーバー ト判決同意意見は、 上述の矛盾を指摘し
て、判例を変更すべきであると主張している (374 U.S. at 417-18)。 
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た''°。 リング判決 (25頁) も、 聖地に道路を建設することが宗教活動に大きな
影響を及ぼすことを認めながら、 宗教活動の白由を侵害しないと している。
次に、 規制を行なう政府の利益が 「極めて重要」 とされるのは、 いかなる場
合か。 ヨーダー判決(19頁) は義務教育の一部免除を認めたが、 義務教育を受
けさせるという一般的な政府利益は重要であろう。 しかし判決は、 問題を8 学
年終了後の 1 ~ 2 年間、 義務教育を受けさせ続けることで得られる利益に限定
して、 政府利益の重要性を認めなかった。 このように政府利益を限定すれば、
免除を認める余地は大きく なる' ' '。
しかし ヨーダー判決以降は、 このような手法は採られなかった。 ヨーダー判
決と同様にアマン派信者の請求が問題になったリー判決 (21頁) では、 社会保
険制度への強制加入を確保する利益を強調し、 保険料納付義務を納税義務と同




利益であると したが、 問題になったのは、 人種差別教育一般ではなく、 学則に
よる学生の男女交際に関する規制であると捉えることもできる。 私生活の規制
(宗教系の私立学校では珍しく ない) に介入する政府の利益は大きいのであろ





ジヤネッラ (D.A. Giannella) は、 徹底した利益衡量を定式化している。
(1 ) 政府利益については、 ①政府規制の基礎となる世俗の価値、 ②規制手段
と価値との近接性と必然性の程度、 ③宗教を理由にする規制の免除がすべての
規制施策に与える影響、 の3 点を評価する。
(2) 請求者については、 ①特別な保護を求める宗教活動の真摯さ と重要性、
②政府による規制がその活動を妨害する程度、 の2 点を考慮する。
(3 ) その後で両者の利益を衡量して、 請求の可否を判断する' '4。 
110 Bob Jlones, 461 U.S. at 603-04.
111 Douglas Laycock, A Survey of Religious Lzberty zn the United States, 47 OHIO STATE L. J 409,
429 (1986) .
112 ステイーウ'ンス判事の同意意見 (Lee, 455 U.S. at 262)。 前掲注70及び74も参照。
113 Laycock, supra note 111, at 429. 
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150人程度しかおらず、 安息日を理由に職を得られない者が、 原告の他には1 
人しかいなかったことに言及している''6。 免除を認めてもあまり影響はないと
の論理であろう。 しかし、 この論理では、 職を得られない信者が多数いる地域
では、 免除(失業補償の給付) を認めないことにもなりかねない。
また、 リー判決でのステイーヴンス判事の結論同意意見は、 社会保険料の免
除を認めなかった法廷意見に賛成する理由の1 つと して、 アマン派以外の宗教
を理由と した免除の請求に対応する難しさを挙げている' '7。 波及効果に対する
懸念と言うべきか。
さらに、 政府の施策全体だけでなく、 社会に対する影響も考慮される。 例え
ばボブ ・ ジョーンズ大学判決が示したように、 私立校であるとは言え、 露骨な
人種差別の意図を示す学則を是認するかのような判決を下すのは、 たとえ真摯
な信仰に基づく と しても不可能であろう。
結局 「極めて重要な公の利益」 という、 厳格そうに見える基準を裁判所が用
いたと しても、 判断の 「手法は、 必然的に個別事件限りの諸要素の考慮を基礎
とする」' '8 ことに変わりはない。 従って、 先例の存在しない領域では、 訴訟当
事者だけでなく、裁判所にとっても、 指針らしいものはない。 そこで裁判所は、
恣意的な判決との批判を避けるために、 立法や行政の判断に従う可能性が強く
なる''9。 この意味で、 「厳格な審査」 と言っても、 実際の判例が示したように、
114 Donald A. Gianne11a, Religious Liberty, Nonestablishment, and Doctrinal Development・ Part .I.
The Religious Liberty Guarantee, 80 HARv. L. REv. 1381, 1390 (1967) .
115 M ARK TUsHNET, The Constitution of Religion, In RED, WHITE, AND BLUE: A CRITICAL
ANALYSIS OF CONSTITUTIONAL LAW 247, 266 (1988) . 皮肉にも思える指摘である。
116 Sherbert, 374 U.S. at 399 n2.
117 Lee, 455 U.S. at 263.
118 Paul Marcus, The Forum of Conscience・ Applying Standards under the Free Exerczse a ause,
1973 DUKE L.J. 1217, 1240 (1973) .
119 J. Morris Clark, Guidelines for the Free E:,cercise Clause, 83 HARv. L. REV 327, 330 (1969) . 
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信仰に基づく行為に対する保護は、 それほど強固なものではなかったのである。 
2. 「宗教」 とは何か: 保護の対象
信仰に基づく請求に法規制の免除を認めるとすれば、 何が 「信仰」 に基づく
「真摯な」 請求なのか、 つまり請求の 「宗教性」 をどのように判断するかとい
う問題が生じる。 
1 ) 「宗教」 の定義
最高裁は、 モルモン教と一夫多妻に関する一連の判決のうち、1890年の






1961年の Torcaso v. Watkins判決は、 神に対する信仰の告白を公職就任の要
件とするメ リーランド州憲法を連邦憲法修正1 条違反と判断したが、 神の存在
を教義と しない宗教と して、 「仏教、 道教、 倫理協会運動(Ethical Culture)、
世俗的人間主義 (Secular Humanism) 」 などがあることを指摘している'2'。
やがて最高裁は、 法規制の免除に積極姿勢を見せたのと同時期の1960年代に
ヴェ トナム戦争を契機と して、 いわゆる良心的兵役拒否に関する法規定におけ
る 「宗教」 の定義を拡大解釈した。
一般軍事訓練・ 兵役法(1948年) の 6条 j 項は 「宗教教育及び宗教信念」 を
理由にした免除を認め、 宗教教育及び信念を、 あらゆる人間関係から生じるも
のに優越する義務を伴なう 「至高の存在(Supreme Being) との関係」 につい
ての個人の信念であると定義して、 本質的に政治・ 社会学・ 哲学上の見解や、
個人の道徳律を対象から除いていた。






120 133 U.S. at 342 (フィールド判事の法廷意見) . 12頁注34も参照。 
121 367 U.S. 488, 495 n i l (ブラック判事の法廷意見) . 
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釈して免除を認めた'22。 つまり、 神への信仰と同様に人の行動を強く 拘束し、
支配する信念を 「宗教信念」 と して扱ったのである。
次いで、 初めは拒否の理由が 「宗教上のものではない」 と明言していた者に




であれば」 スイーガー判決の基準が満たされると して免除を認め、 法規定の
「宗教的」 は広範な内容を持つており、 個人の主張だけで判断できないと述へ




た'24。 それでは、 法規制の免除が宗教活動の自由条項の問題と して争われたと
きに、 最高裁は請求の 「宗教性」 をどのように判断したのか。
ヨーダー判決 (19頁) は、 宗教の拡大解釈をとらなかった。 法廷意見は、 ア
マン派信者による義務教育の一部拒否を、 その教義と強い結びつきがあると認
める一方で、 世俗的理由による主張(があるとすれば) については、 次のよう
に述べた。
例えば、 森の中で孤独な自給自足生活を送ったソロー (H. D. Thoreau) の
ような者の請求は、 宗教上のものとは言えない。 「ソローの選択は宗教という
よりも哲学的、 個人的なものであり、 そのような信念によって宗教条項に関わ
る請求を提起することはできない」'25。 修正1 条に言う 「宗教」 は、 良心的兵
役拒否に関する法規における 「宗教」 とは異なるのである'26。 タグラス判事の
一部反対意見は、 このような限定はスイーガー、 ウェルシュ判決に反すると し
て い る 1270
また、1980年代の失業補償給付の拒否を巡る判例 (20~ 21頁) でも、 主張の
宗教性が争われた。 
122 380 U.S. 163, 165-66 (1965) .
123 398 U.S. 333, 340-43 (1970) .
124 ウェルシュ判決でハー ラン判事の同意意見が指摘している (ld. at 356)。
125 Y,oder, 406 U.S. at 216.
126 ただし判決はアマン派信者の主張に宗教性を認めたものであるから、 この部分は傍論(dicta)
に過ぎないとの指摘もある。 THOMAS C. BERG, THE STATE AND RELIGION (Nutshell Series) 269
(2nd ed. 1998) .




反しない」 と助言していた。 しかし最高裁は、 請求の宗教性を認めた。 「教義
を巡る相違は、 特定教派の信奉者の間では珍しく ない。 一宗教活動の自由に対
する保障の対象は、 教派の全構成員が共有する信念には限らない」。 また 「宗
教信念が修正 1 条の保護を受けるためには、 他人が許容し得る、 論理的で一貫
性があり、 理解し得るものである必要はない」'28 とも述べている。
ホビー事件では、 請求者が就職後に安息日再臨派に入信したことが問題とさ
れたが、 判決は、 改宗の時期は問題ではないと した。 さらにフレイズイー事件




えれば、 適切な判断をしたものと言えよう。 このように、 免除が争われた事件
における最高裁の態度は、 宗教に特定の定義を与えないというものであった。 
宗教という 「枠」 を前提とはしているが、 既成の宗教観によって排除されかね
ない主張でも、 宗教性を認めたのである。
憲法における宗教の定義については多く の議論がある'3°。 チ ョウパー (J.H. 
Choper) によれば、 憲法における宗教の定義は、 次の基準を満たさなければな
らない。 まず、 ①一般に 「宗教的」 と考えられてきた、 人類の経験と願望を包
摂して、 その言葉に対する多くの神学及び一般人の考えに合理的に応えるもの
であること。 同時に、 ②伝統的な教派及び信念と同様に、 新しい、 普通とは異
なる、 非順応的な教派及び信念を十分に含み得るものであること。 さらに、 ③
定義の適用が、 請求者の思考及び態度という私的領域に侵入することをできる
だけ避けるもの、 である'3'。
広く考える説と しては、 スイーガー、 ウェルシュ判決の立場を押し進め、 宗
教学者テイリ ッヒ(P. Tillich) の説に基づいて、 人の心において宗教が果たす
機能から、 「宗教とは、 究極的関心(ultimate concern) である」 とするものが
128 Thomas, 450 U.S. at 715-16, 714.
129 Frazee, 489 U.S. at 834.
130 アメ リカでの議論を紹介した主な文献には以下のものがある。 M.R. コンヴイツツ(清水望 ・
滝澤信彦訳) 『信教の自由と良心』(成文堂・1973年)、 粕谷友介 「『宗教的』 行為の意味」 佐
藤功先生古稀記念 『日本国憲法の理論』233頁以下 ( l986年)、 土屋英雄 「アメ リカ合衆国憲
法と “宗教” 」 社会科学討究(早稲田大学) 33巻 1 号 241頁以下 (1987年)、 小林節 「アメ リ
カ憲法における 『宗教』 概念」 法学研究(慶應大学) 62巻 2 号 1 頁以下 (1989年)、 日比野・
前掲注22。
131 Jesse H. Choper, Def ning Relzgzon '' in the First Amendment, 1982 U. ILL. L. REV 579, 580. 
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ある。 個人の生活全体に意味と方向を与えるよ うな関心であるのなら、 一見世
俗的に見えても 「宗教」 と して修正1 条の保護を受ける'32。
このように宗教の定義を広く 考えると、 イデオロギーなども 「宗教」 に含ま
れるために、 世俗の思想と異なる 「宗教」 のみを保護の対象とする意味が乏し
く なり、 他方では 「究極的関心」 と関わらない宗教行為が保護されなく なる可
能性もある'33。 請求者が増大するために、 免除を受けにく く なるという点でも、
宗教活動の自由による保護の内容が縮小するという皮肉な結果を招きかねない。
しかし逆に、 既成の宗教観を前提に定義を限定して、 免除を受けられる請求
の範囲を狭めることは、 結果と して、 免除の対象を既成宗教の信者に偏らせる
かも知れない。 特定の請求に 「宗教ではない」 と烙印が押され、 宗教活動が深
刻に阻害される可能性は、 いわゆる新宗教の場合に大きいのである。 
2 ) 請求の真撃さ
詐欺的請求を防ぐために、 裁判所は、 請求者が宗教信念を 「真摯に」 抱いて
いるのかを審査する必要がある。











審査することは、 宗教を保護する憲法の精神に反すると して、 消極姿勢を示し
た (17頁の④)。
シヤーバート判決以後の最高裁は、 真摯さが欠けていることを理由と して免
132 Note, Toward A Constitutional Def nilion of Religion, 91 Rv. L. REV. 1056, 1066-67, 1075-
76 (1978) .
133 Kent Greenawalt, e zgzon as Conce t zn Consfzfufzona aw, 72 CALIF. L. v 753 (1984) .
Choper, supra note 131は、 狭い定義の必要を説く。
134 322 U.S. 78, 92-93 (1944) . この事件は控訴裁に差し戻されたが、第2 次上告審のBallard v.
United States, 329 U.S. 187 (1946) は、 起訴及び審理陪審において女性が陪審員から排除さ
れていたこと を理由に、 公訴を棄却して終結した。 
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除を否定することはなかった。 そして政府側も、 真摯さを争うことは少ない。 
他方、 良心的兵役拒否を巡る判例が、 審査の必要を否定したことはない。
信念を真摯に抱いているのか審査するのは、 非常に難しい。 個人の内面に関
わることであり、 バラード判決でタグラス判事が述べたように 「人は、 証明で
きないものを信じることがある。 その宗教の教義や信念について、 証拠を挙げ
ることはできないだろう。 ある人にとっては事実そのものである宗教上の経験
は、 他の人にとっては理解できないかも知れない」'35 からである。 客観的な証
拠を挙げることはできても、 それは決定的ではない。 しかし、 ジヤクソン判事
にならって審査をしないわけにも行かない。
ペッパー (S. Pepper) は、 宗教活動の自由条項に意義を持たせるために、
正面から審査の問題を考察せよと言う。
まず、 免除による得失から、 免除を認めるか否かを決める方法がある。 義務
教育の一部免除を選ぶ者は多く ないであろう し、 失業してまで補償を受けるこ
とを望む者も少ないだろう。 他方で租税関係の事件では、 免除は魅力的である
から、 その承認は慎重に行なわれることになる。
次に、 直接に真摯さの有無を審査する。 立証責任は免除の請求者にある。 請
求者の信念と、 過去の行為や、 問題の事柄以外に関する現在の行為との一貫性
を検討したり、 補強証人を用いるといった方法がある。 誤って免除が認められ
ないこともあろうが、 それは、 憲法上の特権を認める代償に過ぎない。 行政の
負担は増すであろうが、 それは人権を縮減する理由にはならない'36。




3 ) 宗教の価値序列 ?
最高裁は、 請求の非宗教性を理由に規制の免除を否定したことはなかったか
ら、 宗教の定義や、 主張の真摯さの審査は、 潜在的な問題にとどまってきた。 
しかし最高裁は、 実際には、 請求者が信仰する宗教の価値を判断しているので
はないか、 と指摘された'37。 世俗社会の価値・ 倫理の増進に役立つ 「良い宗教」
であるときに限って請求を認めている、 と言うのである。
シヤーバート判決は、 宗教上の確信が失業の原因となったすべての人につい
135 Ballard(I) , 322 U.S. at 86-87.
136 Stephen Pepper, Taking the Free E)cerclse Clause Seriously, 1986 B.Y.U. L. REV 299, 327-28 
137 Note, supra note 7, at 361-62. 
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て失業補償の給付を認めるわけではないと した。 信者が宗教上の確信から 「社
会の非生産的な構成員」 となる場合には、 免除の否定があり得ることを示唆し
ている'38。 またヨーダー判決も、 アマン派信者の共同体が幾世紀にもわたって
存続しており、 その構成員は 「生産的で、 極めて遵法的である」 と述べてい
る'39。 これらの 「好ましい」 事実は、 免除の承認や、 真摯さの認定に大きく影
響したであろう。
ヨーダー判決でタグラス判事の一部反対意見は、 宗教の性質によって免除の
可否を判断するという、 法廷意見に隠された態度を批判した。 「法廷が、 この
アマン派の集団に関する 『法と秩序』 の記録を強調しているのは、 全く不適切
である。 その構成員に軽罪または重罪の記録があるか否かにかかわらず、 宗教
は宗教なのである」'4°。
リー判決 (21頁) でステイーヴンス判事の同意意見は、 次の危惧を表明した。 
「立法府であれ、 裁判所であれ、 政府に異なる宗教上の請求に関する相対的な
価値を評価させないことは、 最優先の利益である。 政府がある請求を認め、 他
の請求を認めないことは、 ある宗教を他の宗教よりも偏重するものと受け取ら
れるであろう。 それは、 国教禁止条項が排除しようと した、 重大な危険であ
る」'4'。 免除を認めるためには請求の価値を判断しなければならないが、 そこ
には必然的に宗教に対する評価が混入するとして、 宗教を評価するという 「危
険」 を、 免除を否定する第一の理由に挙げているのである。 
3. 国教禁止条項との関係
信仰を理由に一般法規制の適用を免除することは、 宗教活動の自由という点
では好ましいかも知れないが、 信仰に対する特別扱いや優遇と して、 国教禁止
条項に違反するとは言えないだろうか。 
1 ) 判例の対応と少数意見
(1) 「厳格分離」 と 「厳格中立」
シヤーバート判決(18頁) 以前の段階で、 信仰を理由と した法規制の免除を
認めるためには不利となる、 2つの有力な理論があった。
その 1 つは、 州の行為に対して国教禁止条項を初めて適用したEverson v. 
Board of Education判決 (1947年) に現れた。 
138 Sherbert, 374 U.S. at 409-10 
139 Yoder, 406 U.S. at 217, 222. 
140 1d. at 246-47.
141 Lee, 455 U.S. at 263 n 2. 
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法廷意見は、 生徒のバス通学の対象に、 宗教系私立学校に通う子供を含める
ことを認めた。 しかし、 ラ トリ ツジ判事の反対意見( 3 人の判事が同調) は、
「国教禁止条項の目的は、 宗教的活動と国家権力の領域との完全かつ永続的な
分離を、 宗教に対するあらゆる形式の公的な補助 (aid) または援助 (support) 
を包括的に禁ずることによって作り出すことである」 と述べた'42。 この主張は
後に 「厳格分離 (strict separation) 」 の理論と呼ばれるよ うになる。 通学バス
への補助が違憲ならば、 信仰を理由と した失業に対する失業補償の給付も認め
難いであろう。
も う1 つはシヤーバー ト判決の2 年前に現れた。 カーラ ン ド(P. B. 
Kurland) は、 2 つの宗教条項に対して次のような一元的解釈を示した。 「政府
は宗教を、 作為または不作為の基準と して用いることはできない。 なぜなら
〔両宗教条項は〕 便益を与え、 あるいは負担を課すことについて、 宗教に基づ
く区別を禁じているからである」'43。 「厳格中立性 (strict neutrality) 」 の理論で
ある。 ここでも信仰を理由と した給付は排除されよう。 
(2) 宗教に対する 「配慮」
エヴアーソン判決の翌年にMcCollum v. Board of Education判決は、 公立学
校教室での宗教教育を違憲と した。 ところがその4 年後の Zorach v. Clausen 
判決 (1952年) は、 学校外での宗教教育に生徒が出席するために授業時間を短
縮する開放時間制 (released time) を合憲と判断した。
タグラス判事の法廷意見は次のように述べた。 「我々は宗教的な国民であり、




る (accommodates) '44 ためである。 これを許さないのは、 憲法は政府に、 宗教
142 330 U.S. 1, 31-32 (1947) .
143 Philip B. Kurland, Of Church and State and the Supreme Court, 29 U. CHI. L. REv. 1, 6
(1961) . 「厳格中立性」 は多くの論稿で言及される概念となったが、Kurland, The Irrelevance 
of f e Co sf lf fzo .・ e e zgzo C a ses f e z sf mendmenf and f e S promo Co rf, 24
VILL. L. REV 3, 24 (1978) は、 ほとんどの学者から否定されたと回顧している。
144 “accommodation” の日本語訳は悩ましい。 ①齋藤小百合 「アメ リカ憲法における 『宗教の自
由』 の最近の動向と 『政教分離』 原則にかんする法理の限界」 宗教法18号271 頁以下 (1999年)
は、 学界での用例が多いと思われる 「便益供与」 を用いたが、 学会報告に際しては、 「宗教に
対する補助金」 と短絡して批判する意見も出た。 確かに積極的援助を意味することもあるが、
それにと どまるものではない。 ② 「便宜供与」 もしばしば用いられるが、 「便宜的」 との言葉
を連想させて、 あまり良い印象を持てない。 ③本章の初出時には 「調整」 を用いたが、 わか
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団体に冷淡な無関心を示すよう求めていると判断することになる。 それは、 宗
教を信じない者を信じる者より優位に置く ことになる」'45。
これは、 宗教に対する 「配慮」 という概念が最高裁判決に現われた最初の例
とされる。 「教派の必要と公的行事の日程調整」 との言辞は、 日本の日曜授業
参観訴訟を連想させる。 そして配慮の発想は、 後に国教禁止条項の厳格な解釈
を 「行き過ぎ」 と して反対する論理と しても用いられた。
1962年の Engel v. Vitale判決は、 公立学校の朝礼で各生徒の任意により、
教育委員会が作成した特定教派によらない祈りを唱えることを違憲と判断した
が、 ステュアート判事だけが反対した。
「祈りを言いたい者に言わせることが、 どのように 『公認の宗教』 を樹立す
ることになるのか理解できない。 一祈りを唱えることに加わりたいとする学校
生徒の希望を否定するのは、 彼らに我が国の精神的遺産を共有する機会を否定
することになる」'46。 同判事は、 翌年の公立学校朝礼での聖書朗読を違憲と し




要求」 に対する配慮だというのであろう。 マツカラム判決の背景の1 つに、
「校内での」 宗教教育に参加せず通常の授業を受けていた生徒に対するいじめ







が防ごうとする、 宗教団体と世俗団体との関わり合い (involvement) には当た
らない」。 また、 他人の宗教の自由も侵害されておらず、 免除を認めても修正
1 条には触れないというのである'48。 
りにく い。 ④表現と しては弱いが、 さまざまな意味を含み、 できるだけ誤解を避けるため、
ここでは高畑英一郎 「宗教への配慮」 宗教法19号209頁以下 (2000年) に従って 「配慮」 の語
を用いることにする。
145 343 U.S. 306, 313-14 (1952) .
146 370 U.S. 421, 445 (1962) .
147 374 U.S. 203, 313 (1963) . 
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認めるだけでなく 、 積極的に要求している。 一 〔判例によれば〕 国教禁止条項
は 『宗教に対するあらゆる種類の公的補助または援助』 や 『特定の宗教信念を




また、 ハーラン判事の反対意見(ホワイ ト判事が同調) は、 「本件の状況で、
州が、 上告人のような者のために受給要件の例外を設けるとすれば、 それは、
州にとっては宗教に対して許される配慮 (permissible accommodation) であろ
う。 - しかし私は、 州は受給資格に関する一般規則に例外を設けることを、 憲
法が命じている (constitutionally compelled) との結論を支持することはできな
い」'5° と述べた。 州が規制の免除を認める制度を設けることは、 宗教活動の自
由を保障するものであるから国教禁止条項には反しない。 しかし裁判所が認め
ることは自制しなければならない、 と言うのである。
その後、Lemon v. Kurtzman判決 (1971年) は、 国教禁止条項に関する従来
の判例を整理して、 いわゆるレモン基準(lemon test) を提示した。 第1 に、
法律は世俗日的を持たなければならない。 第2 に、 第一次的または主要な効果
が、 宗教を促進 (advance) したり、 抑圧(inhibit) するものであってはならな
い。 第3 に、 政府と宗教との過度の関わり合い(excessive entanglement) を助
長してはならない'5'。
レモン判決の翌年にヨーダー判決 (19頁) が下された。 バーカー長官の法廷
意見は、 「アマン派信者の宗教信念に配慮することは、 およそ宗教に対する後
援 (sponsorship) や積極的な関わり合いといった性格を持ち得ない。 義務教育
を一部免除する目的及び効果は、 アマン派信者の援助、 偏重 ( favor) 、促進、
または支援 (assist) ではなく 、 義務教育が出現する以前から何世紀にもわた
る宗教共同体が一重大な障害から解放されて存続することを認めるものと考え
148 Sherbert, 374 U.S. at 409.
149 Id at 415.
150 Sherbert, 374 U.S. at 422-23. 
151 403 U.S. 602, 612-13 (1971) 
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られる。 そのような配慮は 『宗教の相違に対する政府の中立性の義務を反映す
るに過ぎない』」 と、 シヤーバー ト判決を確認するにと どまった'52。 
(4) 政教分離緩和派からの批判
こ う して最高裁は、 宗教活動の自由を重視して、 信仰を理由と した規制の免
除は国教禁止条項に違反しないと したが、 再び激しい批判が現れた。 トーマス
判決 (20~ 21頁) でレーンクイスト判事(当時) が示した反対意見である。
まず、 判例が両条項を過度に拡大解釈したために、 宗教活動の自由条項と国
教禁止条項との間に 「緊張」 が存在する。 その結果、 仮に裁判所が求めること
(仕事を宗教上の理由で辞めた者に対して失業補償の給付を認める) を立法化
すれば、 その法律は 「明らかに」 レモン判決による国教禁止条項の解釈に違反
すると言う。 第1 に、 明らかに宗教日的に仕えている。 宗教信念に対する配慮
のみを目的に金銭的便益を認めている。 第2 に、 主要な効果が、 宗教信念の実
践に対する助成という、 宗教の 「促進」 になる。 第3 に、 そのような法律は、

















152 Y,oder, 406 U.S. at 234 n 22 
153 Thomas, 450 U.S. at 726.
154 ld at 727.
155 ld at 719-20. 
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イリイ (J. H. Ely) は、 シヤーバート判決を 「『州も連邦政府も一非信仰者
に比べてすべての宗教を援助する法律を作り、 あるいは条件を課すことはでき
ない』 とする判例の下では、 違憲の疑いが極めて強い」 とする。 そして、 宗教
要素の薄い主張をした者にも兵役拒否を認めた判例を根拠に、 信者にのみ規制
の免除を認めることの違憲性を示唆した'56。
ジェイ (S.G. Gey) も、 「宗教に対する配慮の原理は、 宗教条項の適正な解












ジヤネ ッラも、 「2 つの条項を調整することが必要である。 一裁判所が考え
ている中立性は一第一に宗教活動の自由条項に拠って、 国が宗教の自由を、 国
によって課された負担から救うことを認めている」 とする'6'。
ただ、 これらの説は、 宗教活動の自由が常に優位に立つと しているわけでは
156 Jo Ha Ely, egzs aflve a dmzmsfra加e M o加afzon zn Consfzf fzona , 79 YALE L.J.
1205, 1319-20 (1970) .
157 Steven G. Gey, y fs e zgzo Specza .・ econszderzng f e ccommodafzon of e zgzon under 
the Religion Clauses of the First Amendment, 52 U. PITT. L. REV 75, 79 (1990) .
158 Id af t48.
159 Id af t84.
160 LAURENCE H. TRIBE, AMERICAN CONSTITUTIONAL L AW 1201 (2nd ed. 1988) .
161 Gianne11a, supra note 114, at 1389. 
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ない。 例えば公立学校での聖書朗読は、 多数の生徒の 「宗教活動の自由」 であ
るから国教禁止条項には違反しない、 と主張された場合には問題が生じるであ
ろう。
そこで場合分けを明確に示すのがチ ョウパーである。 国教禁止条項は 「法律
が宗教信念を強制し、 危うく し、左右する傾向を持つ場合には、 宗教を補助す
る日的を持つ法律一宗教の一般的政府規制からの免除を含む一を禁じることに
よって、 両宗教条項の基礎にある価値に仕える」 から、 シヤーバート判決 (非
信者の税金を、 信仰を理由と した失業補償の給付に使う) は、 これに違反する
と言う。 しかし 「宗教の自由を妨げる傾向のない、 宗教に対して 『回復または
平等を図る』 配慮は、 受益者でない者に、 〔非金銭的に〕 相当な犠牲を課すと
きでも認めるべきである」 と して、 日曜休業法の適用免除を例に挙げる'62。 
c) 両条項間に衝突は存在しないとする説
チ ョウパーの言う、 宗教について 「回復または平等を図る」 配慮とは、 社会
で多数派を構成する宗教と、 少数派の宗教との平等化を意味する。
ギヤランター(M. Galanter) は、 次のよ うに平等化の必要を主張し、 宗教
活動の自由に基づく規制免除の意義を説く。 多数派の宗教信念や慣行に重大な
障害となる立法や、 多数派の宗教慣行に必要なことを禁じる法律はまず考えら
れない。 従って 「少数派に与えられる例外は、多数派が 〔既に〕 代議政治によっ






また、 宗教に対して 「配慮することは、 単に、 生活様式を選ぶ権利に対する、
政府の世俗的な敬意を反映するに過ぎない」 とする説もある。 自分たちと異な
る宗教に対する配慮は、 その宗教が正しいと認めるからではなく、 信者に対す
162 Jesse H. Choper, e e zgzon C a ses f e fかsf mendmenf・ eco cl z g f e Con icf, 41 U.
PITT. L. REV 673, 691, 694-95 (1980) .
163 M arc Galanter, efzgzous f reedom 加 f e mfed States・ 「mzng Poznf , 1966 WIs. L. v.
217, 291. またDavid E. Steinberg, Religious Ex:eruptions as .AJf irmative Act1on, 40 EMoRY L.J 77 
(1991) も、 論題の通り人種に関する積極的差別是正措置の法理を宗教活動の自由に適用すべ
きであると論じている。
164 Note, e f ree xerczse ou claries of Pem lsszb e ccommodafzon m der f e sfab zs menf
Clause, 99 YALE L. J. 1127, 1135-36 (1990) . 
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る敬意の現れであるから、 「宗教目的」 には当たらないと言うのである'64。 け
れども、 「生活様式の選択に対する敬意」 を持ち出すのなら、 信仰に基づく請
求にのみ規制の免除を認める必要はあるまい。 
d) 宗教活動の自由を優位に置く 説
マツコネル (M.W. Mcc onnell) は、宗教に対する配慮を定義して、 「宗教活
動の自由を促進するために、 規制によって宗教信念または活動が侵害される者
を、 一般に適用できる政府の規制から免除すること、 あるいは政府の関わり合






理論により良く調和すると述べる'66。 また、 政府は、 宗教による例外なしに統
治する利益を評価する能力の点で、裁判所よりも適切であるとして、 立法によ




マツコネルの説は、 規制の免除などを 「宗教に対する配慮」 と して、 宗教活




免除を認めると しても、 少数派の宗教に配慮がなされる保証は無いのである。 
165 Michael W. Mcc onnell, Accommodation of Religion, 1985 SUp. CT. REV. 1, 3-4, 6.
166 Id af t4.
167 ld at 31.
168 Id at 35-41.
169 Wallace v. Jaffree, 472 U.S. 38 (1985) は、公立学校で 「瞑想や自主的な祈りのため」 に沈
黙の時間を設けることをレモン基準により違憲と判断したが、 マ ツコネルにとっては宗教に
対する正当な配慮である (supra note 165, at 42-43)。
マツコネルの所説を批判的に検討するものと して、 長岡徹 「宗教に対する便宜供与一マコ
ネル (M ichael W. Mcc onnell) 教授の所説に関するノー トー」 佐藤幸治先生還暦記念 『現代
立意主義と司法権』401頁以下 (青林書院・1998年) を参照。 
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3 ) 規制の免除を定める立法措置の合意性
裁判所が宗教による主張に対して規制の免除を認めるだけでなく、 法律で宗
教に対する別扱いを定める場合がある (statutory accommodation/exemption)。 




めた選抜徴兵法の効力が争われたArver v. United States (1918年) は、 「修正
1 条に反した国教の樹立または宗教活動の自由の侵害が生じるとの主張一 は、
根拠薄弱 (unsoundness) であることがあまりにも明らかであると考える」 と
して、 修正1 条問題を簡単に退けた'7°。 しかし、 なぜ 「根拠薄弱」 なのか、 根
拠を示していない。
また、 宗教の定義をめぐる議論(32~ 33頁) で触れたように、1960年代後半
には 「宗教的」 の文言を拡大解釈して、 国教禁止条項違反の主張に対応しよう















は免除を認めないことになる。 根拠と して行政運用が重視されたにしても、 そ
170 245 U.S. 366, 389-90 (1918) 
171 401 U.S. 437, 451 (1971) .
172 ld at 452-54.
173 ld at 454-55. 
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第 3 章で詳説するが、1964年人権保護法の第 7 編 (Title VII of the Civil 
Rights Act of 1964) は1972年の改正で 「宗教に対する配慮」 を定め、 労働者
の申し出により、 安息日や宗教行事を理由と した休暇の取得や勤務日程の変更
などを認めている。 ただし、 配慮は必ず認められるわけではなく 、 使用者に
「不当な困難(undue hardship) 」 が生じない限り、 との条件付きである。
これに対してコネテイカツト州の法律は、 労働者が指定した安息日には勤務
を強制されず、 勤務を拒否して解雇された場合には救済手続に訴えることがで











ントン判決) ことになる。 第7 編はほどほどの保護であるから、 国教禁止条項
には反しないというところであろうか (なお第3 章129~ 130頁も参照)。 
(3)宗教誌の消費税免除
Texas Monthly Inc. v. Bullock判決 (1989年) は、 定期刊行誌に対する売上・ 
使用税の免除が廃止された時期にも布教目的で宗教教義のみを扱う雑誌につい
ては免税を認めていたテキサス州法を違憲と判断した。 
174 472 U.S. 703, 708-10 (1985) 
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違意と した6 人のうち5 人は国教禁止条項違反を理由と した'75 が、 その理
由づけは2 つに分かれた。



















ると指摘した。 相対多数意見に対しては、 後者を前者に優先させ、 反対意見は




175 ホワイ ト判事の結論同意意見は、 州法は刊行物の内容に基づく差別であり、 出版の自由条
項に反するとしている。489 U.S. 1, 25-26 (1989) .
176 Id at 12. 非営利団体一般に固定資産税を免除する措置を宗教団体にも適用することを合意
としたWalz v. Tax Commission of City of New York, 397 U.S. 664 (1970) を引用。
177 To:x;as Monthly, 489 U.S. af t4-15.
178 Id af t8 n 8. ゾラツク事件(38頁) で問題になった、 宗教教育に参加する生徒に対する授
業免除制は、 生徒に宗教信念を強制するものではなく 、 金銭負担も生じないので 「非対象者
に対する実質的な負担」 は生じない。 エイモス事件(後述第 4 章147頁を参照) で問題になっ
た、 宗教系団体について人権保護法第7 編 (宗教を理由と した雇用差別の禁止) の適用を免
除することは、 在職または求職者に不利な効果をもたらすが、 宗教の自由に対する深刻な侵
害の恐れを防ぐものであると言う。
179 ld at 27-28. 
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4 ) 小括
最高裁は、 信仰を理由と した者についてのみ、 宗教活動の自由条項によって
法規制の適用免除を認め、 それは国教禁止条項には反しないと してきた。 しか
し、 それは国教禁止条項に関する問題を解決というよりも、 無視または回避し
ただけであったように見える。













4. 宗教は 「特別」 なのか
信仰を理由と した請求にのみ法規制の免除を認めることが正当なのであれば、





1 条である。 同条は国教の樹立を禁じ、 宗教の自由な活動を認めているが、 良
心に関する規定はない。 これは、 制憲者が宗教に特別な価値を認めていたこと
の現れであるとされる。 そして、 一般に宗教活動と考えられている行為は、 む
しろ言論・ 出版の自由条項で保護されているから、 免除を認めなければ、 宗教
活動の自由条項には、 独自の意義を認め難く なるという'8°。 
180 Clark, supra note 119, at 336はこのことを示唆する。 TUsHNET, supra note 115, at 260-61 も
「修正1 条の文言は、 宗教と、 その他の形式の表現との区別が存在することを確言している」
と言う。 




自由な国家に代わって、 政府の外にある私的(中間) 団体が、 市民の徳性の源
泉となる。 しかし、 倫理と正義を展開・ 伝達・ 強化する過程において、 教会ほ
ど重要な役割を果たすものはない。 このような機能に着日した制憲者は、 宗教
が人々の倫理と自己抑制を伴なって繁栄することを期待し、 他方で、 宗教にお
ける独占状況を恐れた。 こ う して修正1 条は、 宗教問題に関する強制や圧力を
避けて、 宗教や教派の多様性を促そうと したと言うのである'8'。
次いで、宗教の特殊性を挙げる。 個人の倫理的思考と異なり、宗教は共同体・ 
団体的である。 単なる個人の理性の産物ではなく、 歴史と伝統に根拠を持つ。 
罪と罰の観念による内部規律の体系を持ち、 単なる善悪に関する意見よりはる
かに強い182。











る者についてのみ、 免除を認めることを正当化する根拠は乏しい。 さらに、 免
除の承認は、宗教団体への所属の有無によって左右されるものではない。 ジレツ
ト判決 (45~ 46頁) が述べたように、 請求者が、 宗教信念から真摯に法規制に
対する異議を表明しているか否かが問題なのである。 
181 Mcc onnell, supra note 165, af t6-20.
182 Id af t9.
183 Id at 26. 後のMichael W. Mcc onnell, The Problem of Singling Out Religion, 50 DEPAUL L.
REv. 1, 28-29 (2000) も、 宗教の自由は個人の自律にとどまらず、 良心の命じるところに従
い神を崇拝する義務から生じる 「不可侵の (inalienable) 権利」 であると論じる。 Mcc onnell, 
ccommodafz'on e z'gz'o .・ n pdafe an a esponse fo f e Crz'fz'cs, 60 GEO. W ASH. L. v.




チ ョウパーは、 信仰が信者の心の中に占める特殊な位置を指摘する。 同じ良
心的兵役拒否者でも、 殺人に対して (宗教によらない) 良心の呵責を感じる者
と、 教義によって、 死後の自らの運命に影響が及ぶと考える者がいるとすれば、
後者の内心における精神傷害の方が著しく大きい。 後者は 「永久に自らの魂を
危険に曝す」 からである。 ただし科学的に証明することはできず、 直感や経験
を根拠とせざるを得ない'84。
ガーヴェイ (J.H. Garvey) は、 宗教は精神異常と似ている点で、 その他の
信念などとは異なるとする。 まず、 宗教信念を通じた現実の認識は、 一般の推
論による認識とは異なる。 行為者は、 精神障害によって行為の性質を理解でき
ない。 また信者は、 超越的な神などの命令に従うことを望み、 自らの白由意思
を放棄することがある'85。
チ ョウパーが例に挙げた兵役拒否について、 ドウウオーキン(R. Dworkin) 
は、 宗教と非宗教との峻別を批判していた。 「倫理観が宗教に基づいていない





d) 特殊性否定論 : 表現と しての宗教活動
マーシヤル (W.P. Marshall) は、 宗教と世俗の思想と を区別して、 前者に
基づく請求にのみ免除を認める判例及び学説を全面的に批判する。
まず文言については、 修正1 条が出版の自由を明記していても、 出版が特別
な地位にあるメディアではないように、文言の有無によって宗教に対する保護
の程度が違うとは言えないとする。 免除を認めなく ても、 宗教活動の自由条項
は、 宗教団体への介入の自制を正当化し、 宗教に対する直接の迫害を禁じる点
で、 今もなお意義を持つ'87。 多元主義についても、 宗教団体もその他の中間団
184 Choper, supra note 131, at 598. また JOHN H. GARvEY, God Is Good, In WHAT ARE
FREEDOMS FOR? 42, 54 (1996) も同様の理由から、 良心的兵役拒否を宗教によらない主張をす
る者にも認める 「理由は何もない」 と している。
185 John H. Garvey, Free Exercise and the Values of Religious Liberty, 18 CONN. L. REV 779,
798-800 (1986) .
186 ロナル ド ・ ドウウオーキン(木下毅、 小林公、 野坂泰司訳) 『権利論 〔増補版〕』267-268頁
(木鐸社・2003年)。
187 Will iam P. M arshall, e Case agaznsf f e Consfzf fzona fy Com e ed f ree erczse em fzon,
40 CASE W. RES. L. REV 357, 374-75 (1989-90) . 
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だけの問題ではないとする。 ガーウ、ェイの説についても、 憲法は、 自由意思が
個人の自由の前提であることを表明し、 アメ リカの宗教では、 自主性の原理が
重要な要素であることを指摘して、 意思の欠缺によって適用免除を正当化する
ことに疑問を呈する'89。













も、 やはり表現の自由によって保護されているからである (エホヴ ァの証人に






188 ld at 381-82.
189 Id at 382-86.
190 Will iam P. M arshall, So vzng f e f ree xerczse z emma・ f ree xercise as presszo , 67
MINN. L. REV 545, 591-94 (1983) .
191 Marshall, supra note 190は、 判例が宗教活動の自由の大部分を表現の自由から保護してい
ることを詳論する。 マーシヤルの所説は宗教活動の自由を表現の自由と同じ保障内容を持つ
と捉えるために、 これを 「還元原則 (reduction principle) 」 と呼ぶものもある (TusHNET, supra 
note 115, at 257-59)。 
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定し難いものがある。 また、 世俗 (非宗教) の思想に基づく 異議を認めること
によって請求が激増するとの論にしても、 あまりに仮定的な議論ではないかと





条項を分析するのがアイスクルーバ (ーC.L. Eisgruber) とセイ ジヤー (L.G. 
Sager) である。 2 人は宗教と非宗教の対等を強調し、 両者に対する平等な敬
意 (equal regard) ないし 「平等な自由(Equal Liberty)」 の保障を唱えた。
「平等な自由」 は3 つの内容から成る'92。 ①反差別原則: 政治社会の構成員
は、 その精神のよりどころを理由に低く評価されてはならない。 宗教教義は特
別な憲法上の関心事となるが、 それは宗教が敵意と無視を受けやすいからであ
る。 ②中立性原則 : 差別に関する深く重大な懸念を除けば、 宗教が特別な利益
に値するとか、 特に法的能力がないなどと扱う意法上の理由はない。 ③一般的






対照する手法により、 免除や配慮を認めるのである。 健康・ 医学を理由にした
服装規則などの例外や、 共働きの両親や貧困者に対する配慮のように、 現実の





な審査に対する 「非常に不確実でその場しのぎ (ad hockery) 」、 「一貫した規
範の根拠を欠く」'95 との批判は、 自説にも帰ってく るのではないか'96。 
192 CHRISTOPHER L . E ISGRUBER & L AWRENCE G. SAGER, RELIGIOUS FREEDOM AND THE
CONSTITUTION 52-53 (2007) .
193 ld at 90.
194 ld at 96-97. 
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宗教による請求だけでなく 、 「強く抱いている信念を根拠と した異議のすへ
てに対して免除を認めると、 その結果はまったく の無秩序 (chaos) になる」'97 
との懸念は当然思いつく。 2 人は宗教と同等のものと して 「世俗の倫理的傾倒
(commitment) 」 を持ち出す。 その 「非宗教または反宗教性のために、 〔宗教が






る。 すなわち、 良心が差別、 虐待、 無視を受けやすいことである」'99。 また、
宗教は個別の提案や理論とは異なり、 信念と行為を包括するもので、 宗教上の




法哲学者のレイ ター(B. Loiter) は、 宗教信念が自己意識 (identity) の源泉
になっている点で独特であるとの主張2°' を否定する。 個人や人格の自己意識
に関しては、 倫理、 文化、 民族、 職業上の信念体系が、 公共や社会生活での自
己意識では、 政治、 階級、 民族、 文化の伝統が、 宗教と同様の役割を果たすよ
うになっているからである2°2。 アイスクルーバーらの説についても、 差別扱い
を受けやすいからと言って特別な保護を認める理由にはならないとする。 人種
や身体障害も同様であり、 思想に限っても、 時代によって奴隷制廃止論、 無政
府主義、 共産主義がアメ リカでは差別を受けてきたと言う2°3。
レイ ターは、 宗教の定義について検討した後に、 宗教信念が人々にとって重
195 Id at 85.
196 Thomas Berg, Can Religious Liberty Be Protected as Equali ?, 85 TEx. L. REv. 1185, 1195-
97 (2007) (Book Review) .
197 ld af t200.
198 EISGRUBER & SAGER, supra note 192, at 112-13.
199 Id af t97.
200 1d. af t25.
201 JOHN W ITTE JR., RELIGION AND THE AMERICAN CONSTITUTIONAL EXPERIMENT 250 (2nd ed.
2005) . アイスクルーバーらの説も同様か。
202 BRIAN LEITER, W HY TOLERATE RELIGION? 32-33 (2013) .
203 ld af t45 n 2. 
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要で有意義なものとなる固有の特徴と して3 点を挙げている。 第1 は命令の絶
対性であり、 個人が持つ希望や社会が提供する誘因に関わらない、 人の行動に
ついて守るべき絶対的な (categorical) 要求を示していること。 第2 は証明と
の分離であり、 理性による正当化や証拠といった通常の判断基準に基づいてい
ないこと。 第3 は人生に対する慰めであり、 苦しみや死のような人生の基本に
ある事実を理解でき、 耐えられるものにすることである2°4。
しかし皮肉なことに、 特徴の1 と2 は宗教信念に対する規制の免除を否定す
る根拠になってしまう。 証拠に基づかない絶対的な要求は害悪の原因となり、
自由を害するおそれが大きく なるからである2°5。 そして、 仮に良心の自由が重
要であることを理由に、 宗教・ 世俗に関わらず良心に基づく請求を認めるとす








第 4 節 「厳格な審査」 の放棄
1. 画一規制の主張





ステイーヴンス判事は、 社会保険料の免除を認めなかったリー判決 (21頁) 
の同意意見で、 「有効かつ中立で一般に適用できる法律(law of general appli- 
cability) に対して、 宗教が命じる(または禁じる) 行為を法が禁じて (または
命じて) いること を理由に異議を申し立てる者には、 ほとんど克服できない
204 ld at 34, 52.
205 Id at 59.
206 Id at 94-99.
207 M ark L. Rienzi, e Case f or e zgzous xempfions- ef er e zgzon fs Specla Or Mof, 127
HARv. L. REv. 1395, 1411-14 (2014) (Book Review) . 
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(insurmountable) 立証責任を課すという基準」 が判例をうまく説明できると主
張した2°8。 免除を認めた判例の方が少なかったからである。 そして4 年後に、
ロイ判決の相対多数意見 (23~ 24頁) はこれに従って、 社会保障番号の提示を











この 「基準」 は、1980年代には法廷意見とはならなかった。 しかし最高裁は、
問題を 「政府の内部行為」 と して処理したり (ロイ判決) 、 宗教活動に対する
「強制」 の有無を重視したり (ロイ、 リング判決・25頁)、 当局者の専門判断を
尊重したり (ゴール ドマン、 シヤバズ判決・26頁) 、 宗教活動に対する 「相当
な負担」 の有無を考慮する(エルナンデス、 スワツガート判決・27~ 28頁) と
いった 「判例の区別(distinguish) 」 を重ねて、 厳格な審査を避けるようになっ
ていた。
当時の最高裁について、 「投票行動の逆説」 とする論評がある2°9。
a) 保守派 (レーンクイスト長官、 ホワイ ト、 スカリア、 ケネデイ判事) は、
宗教活動の白由条項と国教禁止条項の解釈について司法消極主義を採り、 宗教
に対する規制も援助も認める。




d) しかしステイーウ、ンス判事は、 国教禁止条項を含む多く の憲法問題では
司法積極主義であったにもかかわらず、 宗教活動の自由については 「司法最小
限主義 (judicial minimalism) 」 と言うべき立場だったのである2'°。 
208 Lee, 455 U.S. at 263 n3.
209 Douglas Laycock, Formal, Substantive, and D isaggregated Neutrality To、,vard Religion, 39
DEPAUL L. REV 993, 1010 (1990) . 
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かく してステイーウ、ンス判事による画一規制の要請と、 レーンクイス ト判事
(後に長官) らの保守派が奇妙な形で結び付いた結果、 法規制の免除という




Employment Division, Oregon Department of Human Resources v. Smith事件
(1990年) では、 アメ リカ先住民教会の宗教儀式でぺヨーテ(peyote) 2'2 という
幻覚剤を使用したためにアルコール・ 薬物依存者を社会復帰させる民間組織を
解雇されたアメ リ カ先住民2'3 が失業補償の給付を求めたが、 州の雇用局は
「職務に関連した非行」 を理由に拒否した。 オレゴン州最高裁は、 宗教儀式で
の幻覚剤の使用を禁じることは宗教活動の自由を侵害すると して、 失業補償の
給付を拒否できないと判決したが、 連邦最高裁は6 対 3 で破棄した2'4。
a) スカリア判事の法廷意見(レーンクイスト長官、 ホワイ ト、 ステイーウ、 
ンス、 ケネデイ判事が同調) は、 法規制の免除を認めた判例自体を、 いわば
210 レイ コックはこの態度を 「宗教に対する敵意」 と説明する ( )。 宗教は政府が課す負担す
べてに服するが、 便益は得られないというのであるから。 Ira C. Lupu & Robert Tuttle, The
zsfzncfzve P ace of e zgzo s n前1es zn o r Co s前 fzo a Order, 47 VILL. L. v 37, 48 n 48
(2002) は、 「容赦のない世俗主義者(relentlessly secularist)」 と評する。
211 その一例に、 軍隊における服装規則を支持したゴール ドマン判決がある。 レー ンクイスト
判事 ( 当時) が当局者の判断を尊重する法廷意見を書き、 ステイー ウ' ンス判事は、 ヤムルカ
の着用を認めた場合、 ターバンなどの請求についても、 当局者が教義や真摯さに対する評価
をする必要が生じて不都合であるとの同意意見を (ホワイ ト、 パウエル判事が同調) 述べた
(475 U.S. at 510-13)。
212 トゲのないサボテンの一種で、 葉の部分(アルカロイ ド成分が含まれている) を乾燥させ
てボタン状にしたものを噛んだり煎じたり して喫する。 1964年にカリフォルニア州最高裁は、
ぺ ヨーテはキリスト教会が儀式で用いるパンとワイ ンに相当し、 あるいはそれを越えて信仰
の対象でもあると して、 アメ リカ先住民教会の儀式での使用に州の薬物規制法を適用するこ
とを違意としている。 People v. Woody, 40 Cal. Rpt 69 (1964) .
213 原告・ 被上告人のスミス(Al Smith) は、 自らのアイデンテイテイを探求するためにアメ
リカ先住民教会でぺヨーテを摂る儀式に参加するようになったが、 教会通いは長続きせず、
後に 「信者だと思ったことはない」 と語っている。 もう1 人の原告ブラ ック(Galen Black)
は白人で、 施設でスミ スと出会い、 教会に対する興味から儀式に参加するようになったとい
う。 Garret Epps, To an Unknown God・ The Hidden History of Emp1oyment Divis1on v. Smith, 30 
ARIZ. ST. L.J 953, 962-63, 981-82 (1998) .
214 この訴訟は2 度最高裁に上告されている。 第1 次上告審判決は、失業補償の給付拒否はオ
レゴン州憲法に反しないが、 シヤーバー ト判決に従う必要があると した州最高裁判決を破棄・
差し戻している。 ステイー ヴンス判事の法廷意見 ( 4 人の判事が同調) は、 判決の前提と し
て、州法が宗教目的でのべヨーテ使用を認めているのか判断する必要があるとした (485 U.S.
660 (1988) )。 従って、1990年の第 2 次上告審判決は 「スミス第2 判決」 と呼ぶべきであろう
が、 本書では単にスミス判決と呼ぶことにする。 










ことを禁じた判決は、 宗教活動の自由条項だけでなく、 言論・ 出版の自由や子
供の教育といった、 他の憲法上の保障と結合した宗教活動の自由条項にも関わ




しても、 一般に適用できる刑法 〔スミス事件の場合は薬物使用の規制〕 の免除





視する私的権利という、 憲法上の変則 (anomaly) を生むであろう」2'8。
厳格な審査の適用を、 個人の宗教にとって 「核心」 となる行為を禁じる場合
に限ることによって、 基準の影響を限定する提案もある。 しかし、 裁判官が宗
教信念の 「核心性」 を判断することは、 表現の自由の領域で思想の 「重要性」
を判断することと同様に不適切である。 結局、 厳格な審査を用いるのであれば、
全面的に適用せざるを得ないことになるが、 「『極めて重要な利益』 が文宇通り
の意味であれば、 多く の法律が基準を満たさないであろう。 そのような制度を
とる社会は、 無政府状態を招く ことになる」2'9。
多様な宗教が存在するアメ リカで、 「まさに宗教の多元性に価値を認めて保
215 494 U.S. 872, 878-79 (1990) . リ一判決でのステイー ウ'ンス判事の同意意見を引用。 
216 Id at 881, 882.
217 Id at 884.
218 ld at 886.







え言えるが、 憲法は免除を要求しておらず、 裁判所も、 免除を認める適切な機
会を識別できるわけではない。 政治過程に調整を委ねることで、 広く行なわれ
てはいない宗教慣行が相対的に不利な立場に置かれることはあり得よう。 しか




b) オコーナ一判事の結論同意意見は、 従来の基準こそが、 多元社会におい
て宗教の自由を最大限に保護する修正1 条の目的を反映しており、 法廷意見が
これを 「贅沢」 とするのは、 権利章典の真の目的を軽視していると批判した。 





220 Id. at 888. これに続いて、 厳格な審査では、 「思いつく限りほとんどすべての市民の義務」
について、 憲法が宗教を理由とする免除を求めることになると して、 訴訟で争われた法規制
を列挙している。 すなわち、 義務兵役、 納税、 健康及び安全に関する規制(殺人罪、 児童ネ
グレク ト規制法、 予防接種義務法、 薬物規制法、 道路交通法)、 社会保障立法 (最低賃金法、
児童労働規制法、動物虐待規制法、人種について機会均等を定める法) である (Id at 888-89)。
宗教による主張を排除した判例 (下級審、 州の判決を含む) ばかり を並べているが、 このう
ち動物虐待に関するルクミ ・ ババル事件では、 3 年後の最高裁判決が規制条例を違憲と した。
後述第 2 章66頁を参照。
これに対してオコー ナー 判事の結論同意意見は、 判例の列挙を 「恐怖の行進 (parade of 
horribles) 」 と呼び、 実際には、 裁判所が宗教の自由と競合する国の利益と を繊細に比較衡量
できたことの証拠であると批判した( ld. at 902) が、 法廷意見は、 裁判官が、 一般法の重要
性と宗教慣行の意義と を恒常的に比較衡量しなければならないことが 「恐ろしい」 のだと反
論している ( a at 889 n 5)。
221 Id at 890. オレゴン州は1991年の法律で、 宗教信念によるべヨーテの使用を刑事裁判での
抗弁事由と して認めた(Or. Rev. Stat. §475.840)。 連邦議会は1994年にアメ リカ ・ イ ンディ
アン宗教の自由法を改正して(American Indian Religious Freedom Act Amendments of 1994) 、
州法による規制の免除がない州でも、 宗教儀式でのぺヨーテの使用を認めた (42 U.S.C. §
1996a)。
222 ld at 903.
223 ld at 905. 
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制の免除を認めることは難しいが、 ペ ヨーテに限定した規制の免除は、 厳格な
審査を平等に適用した結果であり、 国教の樹立には当たらない224。
こ う して法廷意見は、 正面から判例を変更するのではなく、 ある意味では判
例の位置づけを歪曲して、 宗教活動の自由条項に関しては 「厳格な審査」 など
存在していなかったと述べたのである225。
他方で 「厳格な審査」 の弊害を厳しく批判しており、 この基準の適用範囲を、
①宗教活動そのものを規制している場合。 ②宗教活動の自由が、 言論・ 出版の
自由といった他の憲法上の権利保障と結び付いている場合(判決の言う 「複合






に置かれる危険を招く 可能性がある226。 法廷意見によれば、 宗教儀式における
224 Id at 913, 917-18.
225 結論を支持するマー シヤルさえ、 法廷意見は 「説得力がなく 出来も良く ない」、 「宗教活動
の自由に関する判例の理解が浅薄で、 〔ヨーダ一判決を憲法上の権利の 「複合」 とこ じつける
など〕 先例の利用が虚構すれすれ」、 事件の事実、 下級審判決、 当事者の主張さえ越える 「司
法の行き過ぎの模範例」 などと酷評している。 William P. Marshall, In D ense of Smith and 
f ree xerase evzszomsm, 58 U. CHI. L. v 308, 308-09 (1991) .
最高裁の口頭弁論に立った当時のオレゴン州司法長官は、 法廷意見の理由づけについて、
当事者双方ともに 「上告趣意書ではまったく (never) 触れず、 弁論でまったく 述べず、 まっ
たく用意したものではなく 、 正直言ってまったく想像もしていなかった。 我々はみな、 シヤー
バー ト判決の法理が適用されると思っていた」 と回顧している。 州が主張したのは失業補償
の拒否には薬物規制という極めて重要な利益が存在することであり、 それを認めたのがオコー
ナ一結論同意意見だったという (David B. Frohnmayer, Employment Division v. Smith・ ' The
Sky That Dldn 't Flail”, 32 CARDozo L. REv. 1655, 1665-66 (2011) )。 ただし、 シヤーバー ト
判決などが用いた利益衡量の基準は 「本質では主観的」 で 「あまり好きではない」、 「スミ ス
第 2 事件は、 その本質にある弱点を大いに証明した」 とする ( ld af t668)。
226 M ichael W. M cc onnell, f ree xerczse evzszomsm an f e Smzf eczszon, 57 U. CHI. L. v.
1109, 1111 (1990) によると、 宗教団体や人権保護団体、100人を越える憲法学者が判決の再
審理を申し立てた(ただし496 U.S. 913 (1990) で却下)。 
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第 5 節 : アメ リカの議論から
「皇帝のものは皇帝に、 神のものは神に」ー イエス ・ キリストはこの言葉
によって、 世俗権力の領域と、 宗教の領域との峻別を説いたとされる (マタイ
の福音書22章21節)。 しかし、 この簡潔な言葉は 「各人に彼のものを」 と同様、
「何が皇帝のものか、 何が神のものか」 を明らかにしない空虚な定式である。 











の場合はどうであろうか。 第3 節 1 で見たように、利益衡量の手法は請求者に
227 齋藤小百合 「アメ リカ社会における宗教的多元主義 (上・ 中・ 下) 」 法律時報65巻 8 号74頁
以下、11号96頁以下、12号98頁以下 (1993年) はスミス判決を詳細に検討し、 多元主義の尊
重、 先住民・ 少数派保護の観点から批判する。
また、 神尾将紀 「合衆国憲法修正一条にいう 『宗教の自由な実践』 条項に関する司法審査
基準の再定式化をめぐって (- ~ 四・ 完) 」 早稲田大学大学院法研論集95号31 頁以下、96号49
頁以下、98号55頁以下、100号55頁以下 (2000~ 2001年) は、 スミス判決の法理とその運用を
中心に綿密な分析を加えている。
228 エホヴアの証人による輸血拒否は判断が難しい。 最高裁第3 小法廷平成12 (2000) 年 2 月2
9 日判決 (民集54巻 2 号582頁) は、 輸血拒否の特約に反して輸血をしたとの理由で損害賠償
を認めた。 事案の処理に限定した判断であるため、 輸血せずに患者が死亡した場合に医師が
処罰の対象になるのかは明らかではない。 判例は被害者の同意を違法性阻却事由と して認め
ない傾向 (最高裁第2 小法廷昭和55 (1980) 年11月13 日決定・ 刑集34巻 6 号396頁) にあるが、
このような場合まで処罰すべきとは考え難い。 なお小林公夫 「信仰上の理由による輸血拒否
と不作為の同意殺人罪の正否」 法律時報82巻 1 号63頁以下 (2010年) を参照。 





また、 免除はあく までも 「一般に対する例外扱い」 である。 例えば、 国旗の
掲揚や国歌の斉唱を法によって義務づけるような場合には、 免除を認めるので





アメ リカと異なり、 日本で免除の請求を退ける重要な理由と して持ち出され
るのが 「宗教的中立性」 または、 いわゆる 「政教分離原則」 である( 日曜参観
判決、 剣道受講拒否判決を参照)。 しかし宗教的中立性を理由に、 剣道受講を
拒否した生徒を留年・ 退学に追い込んで生徒の信仰を危険にさらすことは、 ま
さに学校による 「中立性」 の侵害ではないのか。 この意味で 「中立性」 は、 意
味内容が不明確なままに用いられる傾向がある。
ただ、 レーンクイスト判事が指摘したように、 免除を認めることはレモン基
準に触れる可能性がある (41頁)。 このような場合には基準に触れても 「信教
の自由に配慮」 すべきとの説がある23°が、 免除が宗教的意義を持つと認める
また、 事件の原告患者は手術当時63歳であったが、1985年には、 交通事故に遭った当時10
歳の少年が、 親の意思により輸血されないまま死亡する事件も起きている (大泉実成 『説得』
(現代書館・1988年) を参照)。 未成年の場合、 どの時期から本人の意思表示を尊重すべきな
のか、 あるいは親権停止の審判 (民法834条の 2 ) を用いてでも親権者による輸血拒否の意思
を排除すべきなのかも、 明らかではない。
医学界は、 宗教的輸血拒否に関する合同委員会報告 「宗教的輸血拒否に関するガイ ドライ
ン」(2008年) (http://www.anesth.or jp/guide/pdf/guideline.pdf) (2014年 9 月27日閲覧) で、15歳、
18歳を分岐点とする対応案を示している。
229 小林武 〔剣道受講拒否事件判評〕 民商法雑誌115巻 6 号167頁以下、177頁 (1997年) は
「〔必要不可欠な日的を達成するための〕 必要最小限度の制約の基準を違憲審査基準と して設
定した上で、 それを事案に具体的に適用するにあたって比較衡量手法を採る、 という構成が
なされるべきであったと思われる」 とする。 アメ リカの厳格な審査そのものだが、 連邦最高
裁がこの基準を持てあましたのは、 この基準をそれこそ厳格に捉えたからであろう。
安念潤司 「憲法判例50年・ 信教の自由」 法学教室1998年 2 月号49頁以下、56頁は、 「あえて
定式化すれば、 当該一般的法義務を課すことが信仰者の信教の自由の行使の重大な妨げとな
り、 他方、 当該一般的法義務を免除しても、 政府の政策目的の追及に重大な支障が生じない
場合に限って、 一般的法義務が免除されるべきであろう」 とする。








理由の一つと して再構成することが考えられる。 例えば剣道受講の場合は、 信
仰を理由と した拒否者を、 身体的理由で受講できない者と同視するのである233。 
この論理を採るならば、 免除は信仰を理由と した場合に限るへきではない。 宗
教以外の源泉による思想や良心も、 信仰と同じ程度に強く個人の自由な意思決
定や行動を拘束する場合があるからである。
こ う して本章の主題は、 信仰ではなく 、 広く内心一般に対する侵害に基づく
法規制の免除の問題と して検討し直すべきことになる234。 アメ リカの判例は、
信仰を理由と した請求についてのみ免除を認めていたが、 価値体系の著しい多
様化の中で、 法秩序において特別扱いを受けるに値する 「宗教独自の特別な価
値」 は、 未だ示されていないのではなかろうか。 日本では1970年代後半以降
231 野坂・ 前掲注24、28-30頁は 「宗教的少数者の信教の自由を保障する」 立場から、 剣道受講
拒否事件に対して再構成したレモン判決基準を適用することで 「政教分離原則に反しない」
と結論している。 また平野武 「剣道受講拒否と信教の自由」 龍谷法学25巻 1 号135頁 (1992年)
は、 「意法上の重大な価値、 人権を実現する」 行為には目的・ 効果基準の適用を変え、 政教分
離原則を緩和すべきとする。





分離原則との〕 『緊張関係』 など生じようがなかった」 とする。
とは言え、 愛媛玉串料訴訟で違憲判断(最高裁大法廷平成 9 (1997) 年 4 月 2 日判決・ 民
集51巻 4 号1673頁) が下された今となっては、 目的効果基準は以前ほど 「緩やか」 とは言え
なく なっている。 空知太神社判決(最高裁大法廷平成22 (2010) 年 1 月20日・ 民集64巻 1 号
1 頁) に至っては、 同基準さえ用いていない。 他方、 アメ リカでは1990年代以降の諸判決に
よって、 レモン基準がどの程度規範性を残しているのか疑わしく なり、 政教分離については
日米両国の違いが縮小している。
233 棟居快行 「信教の自由と政教分離の 『対抗関係』」 芦部信喜先生古稀祝賀 『現代立憲主義の
展開 上』548-49頁 (有斐閣・1993年)。 野坂・ 前掲注24、23-24頁も、 障害者と 「エホバの証
人」 の信者の立場が類似していることを指摘する。
234 阿部照哉 『基本的人権の法理』130頁 (有斐閣・1976年) は、 良心的兵役拒否を念頭に置き
つつ、 「国内の平穏、 国家の存立と対外的安全、 個人の生命と自由の確保、 無条件に保護され
ねばならない個人の諸権利」 といった限界内では 「自己の良心の命ずるところに反するよう
な挙動 (作為または不作為) をなすよう公権力によって強要されることがない」 ことを良心
の自由の内容に含めている。 
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「第3 次宗教ブーム」 と呼ばれる新興宗教の隆盛があり、 「非合理の復権」 とも
言われた235。 しかし憲法は、 思想 ・ 良心の自由と信教の自由をと もに明文で保





力的な解決策である236。 しかし、 法規制をあく までも一律に適用すれば良いと
いう行き方は、 結局、 規制する側の便宜を優先して、 個人の内心における葛藤
を無視することになる。
画一規制の問題は、 剣道受講拒否事件に典型的に現れている。 法規制と衝突
するような 「厄介な」 信仰を持たない者は 「ささいなことにこだわらずに、 剣
道をすれば良いではないか」 と考えるかも知れない。 けれども、 剣道を必修に
する措置も同様に 「ささいなこと」 なのである237。 剣道などの格技 (当時の用








235 大村 ・ 西山編・ 前掲注23、 特に第1 、 5 章を参照。 しかし1995年には、 いわゆるオウム真
理教事件が起き、 宗教に対する不信ないし警戒感がかなり強まったように見える。
236 安念・ 前掲注229、51-52頁は 「平等取扱説と義務免除説」 と して問題を整理する。
237 朝日新聞1993年 2 月24 日付社説は、 剣道受講拒否事件の地裁判決に関連して 「疑問に思う
のは、 なぜ学校が彼らに苦渋を強いてまでも剣道に固執しなければならないのか、 というこ
とだ」 と述べる。
238 2008年に改訂された学習指導要領は、 中学校での体育( 1 , 2年) について 「武道(剣道、
柔道、 相撲から選択) 」 を必修と している(文部科学省のホームページhttp://www.mext.go.jp/ 
a_menu/shotou/new-cs/youryou/chu/hotai.htm) (2014年 8 月21 日閲覧)。 剣道受講拒否事件判決を
どの程度考慮した判断なのであろうか。 
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第 2 章 立法と判例の応答 : スミス判決以降
第 1 節 宗教の自由回復法の成立
1990年代のアメ リカ合衆国(連邦) 最高裁は、 合衆国憲法修正1 条が定める
宗教活動の自由について1960年代以降用いてきた厳格な審査 (strict scrutiny) 
を、 重要な部分で放棄する姿勢を明確にした。 第2 章では、 最高裁の判決と連
邦議会による立法との相互作用から、 宗教活動の自由条項をめぐる近年の動向
について検討する。
第 1 章で見たように、 最高裁は1963年のシヤーバー ト判決以降、 厳格な審査
の手法を用いてきた。 すなわち、 規制が宗教活動の自由に負担を課すものと し




除することによって、 信者の葛藤 (信仰を守って不利益を被るか、 信仰を破っ












ねたはずの 「政治過程」 は、 この判決を正面から否定する方向に動いた。 
*初出 (第 1 ~ 3 節) : 「90年代アメ リカにおける宗教活動の自由一宗教の自由回復法 (RFRA)の,顛末一」 神戸外大論叢50巻 1 号87-114頁 (1999年)。
1 判決を批判する論評を列挙したもの: James E. Ryan, Note, Smith and the Religzous Freedom
Restoration Act・ An Iconoclastic Assessment, 78 VA. L. REv. 1407, 1409 n.15 (1992) ; Marci A. 
Hamilton, m oymenf 1vlsion v. Smif af f e S preme Co rt.・ e J sfzces, f e zfzga fs, and 
the Doctr inal Discourse, 32 CARDoz0 L. REv. 1671, 1671 n 2 (2011) . 
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1. 連邦議会 : スミス判決の否定
スミス判決を覆す立法を目指す動きは判決の年から既に現れていた。 その背
景には、 「最近の政治史の中ではもっとも広範な連合による支持」 があった。 
宗教系団体による支持はキリスト教各派、 ユダヤ、 イスラム、 シーク教、 アメ
リカ先住民教会、 新宗教や人道主義団体にまで及び、 アメ リカ自由人権協会
(ACLU) を始めとする人権団体も同調した。 上院での法案提出者代表は民主
党リベラル派のケネデイ (Edward Kennedy) 、 共和党保守派のハッチ(Orrin 
Hatch) 両議員であり、左右両派からの政治的支持を示していた2。
カトリ ックや妊娠中絶反対派(pro-li fe) からは、 女性が中絶規制を免れる手
段として用いる可能性に対する懸念もあったが、1993年11 月に連邦議会は圧倒
的多数 (上院では97対 3 、 上院による法案修正後の下院では全会一致) で
「1993年宗教の自由回復法 (Religious Freedom Restoration Act of 1993= RFRA)」
を可決し、 大統領の署名を得て同法は発効した3。
法律の主な内容は以下の通りである4。
(1 ) 立法目的 : 連邦議会は、 従来の判例が設けた極めて重要な利益の基準が、
宗教の自由と、 競合する政府の利益とを適切に比較衡量するために運用可能な
基準であると認識する。 法の日的は同基準の復活にある ( 2 条)。
(2) 審査基準 : 連邦及び州政府は、 人 (person) の宗教活動に実質的な負担
(substantial burden) を課してはならない。 例外と して、 極めて重要な利益を
増進し、 そのためにもっとも制限の少ない方法である場合にのみ、 負担を課す
ことを認める( 3 条)。
(3)適用範囲 : 本法は、 制定の前後を問わず、 連邦及び州の法や、 その実施
に適用される ( 6 条)。
(4) 国教禁止条項との関係 : 本法を、 憲法修正1 条の国教禁止条項に影響を




再び押しつける第1 の試みは、 短期間で挫折することになった。 
2 Douglas Laycock & Oliver S. Thomas, Interpreting the Religious Freedom Restoration Act, 73
TEx. L. REV 209, 210-11 (1994) . また ld. at 210 n 9は、 法案を支持した65団体を列挙して
いる。
3 立法の経緯は Robert F. Drinan & Jennifer 1. Huffman, The Religious Freedom Restoration
Act・ A Legislative History, 10 J.L. & RELIGION 531 (1994) を参照。
4 42 U.S.C. §§2000bb to 2000bb-4. 
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2. 最高裁 : スミス判決の維持
最高裁は、 宗教の自由回復法の審議を横目に、Church of the Lukumi Babalu 
Aye, Inc. v. City of Hialeahでスミス判決を確認した。 ただし、 本案について
は厳格な審査による違憲判決である。
サンテリア (Santeria) 教会は、 動物の生費を宗教儀式に用いており、 教会









禁じられる生費の定義は、 ユダヤ教の戒律に従った屠殺 (kosher) を対象外










「条例は、 市が主張した目的に対して過小包摂 (underinclusive) である。 公
衆衛生の保全や、 動物虐待を防ぐという利益について、 サンテリアの生費と同
様またはそれ以上に危うくする非宗教行為 〔釣り、 ネズミ駆除、 遺棄動物の安
楽死など〕 を、 条例は禁じていない」。 従って、 「条例は、 宗教信念を動機とす
る行為のみについて、 市の公的利益を追求するものである」7。 
5 508 U.S. 520, 538-39 (1993) .
6 Id at 542. ケネデイ判事は、 条例の立法過程からも中立性を認められないと論じているが、
この部分に同調したのはステイー ヴンス判事のみで、 法廷意見にはなっていない (.ld at 540-
42)。
7 Id at 543-45. 
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こ う して条例の中立性、 一般性を否定し、 「条例の目的は、 サンテリアの礼
拝儀式の核心にある要素を抑圧すること」 にあり、 「条例は、 この 〔厳格な〕
審査と両立できない」 と したのである8。
b) スータ一判事の一部同意・ 結論同意意見は、 宗教活動の自由は、 宗教信
念または慣行を抑圧する政府の行為を禁じていると述べる法廷意見に同意しな
がらも、 法廷意見が前提と しているスミス判決について、 「従うに値するもの
か疑問を持つ」 と述べ、 詳細な批判を展開している。
①宗教的中立性は、 宗教を差別する法を禁じる 「形式的中立性」 にとどまら
ず、 形式では中立な法の適用を免除することによって宗教の相違に配慮する
(accommodate) 「実質的中立性 (substantive neutrality) 」 をも含んでいる9。
②従来の判例には、 宗教の白由が問題であることを明言して、 中立で一般に
適用可能な法を対象に厳格な審査を行なったものも多く 見られる。 スミス判決
は、 従来の判例との両立を図るために、 さまざまな判例を区別しているが、 説
得力がない。 「 〔同判決が厳格な審査の対象になると した〕 複合請求が、 単に






たのは、 先例拘束性の原理 (stare decisis) に照らしても問題である' '。
かく してスーター判事は、 中立で一般に適用可能な法規制が問題となる事件
が現れたときに、 スミス判決を再検討すへきであると している。
c) ブラ ックマン判事の結論同意意見(オコーナー判事が同調) は、 スミス
判決での反対意見と同様に、 厳格な審査の復活を主張している'2。 
8 Id at 534, 546. スカリア判事の一部同意・ 結論同意意見 ( レー ンクイスト長官が同調) は、
①法の中立性と適用の一般性を分けて検討する必要はない。 ②修正1 条の領域では、 規制法
の立法者意思を検討する必要はなく、 法の効果を検討すれば足りる、 とする ( d at 557-58)。 
9 Id at 561-62. 「実質的中立性」 は、Douglas Laycock, Formal, Substantive, and Disaggregated
Neutral ity To、,vard Re11gzon, 39 DEPAuL L. REV 993 (1990) が唱えた概念である。 国教禁止
及び宗教活動の自由条項は、 宗教信念 (または無信仰) 、 宗教慣行 (または不作為) 、 宗教信
奉 (または不信奉) に対する促進または妨害を最小限にとどめること を求めていると解する
(j[d at 999)。 Laycock, Substantzve Neutra1lty Revisited, 110 W. VA. L. REV 51, 53 (2007)
は、 自説に対する反響を回顧しながら、 スータ一判事による引用を 「自分の目的に合うとき
に用いただけ」 と述べる。
10 Lukum1 Babalu, at 566-67, 570-71.
11 ld at 571-72.
12 ld at 577-80. 
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判決は、 規制について免除が認められる非宗教行為が存在する場合、 宗教行
為にも免除を認めなければ 「中立でない規制」 になり得ると述べ、 スミス判決
の下でも、 厳格な審査の余地が意外に残されていることを示した。
この事件に関して興味深い挿話がある。 宗教の白由回復法の主唱者であった
ソラーズ (Stephen Solarz) 下院議員は、 連邦議会からも教会側に立つ意見書
(amicus brief) を出そうと したが、 議員は誰一人、 意見書に署名しなかったと
いう'3。 宗教の自由回復法が広範な一般法の形をとったのも、 このように 「不
人気な宗教」 が不利な立場に置かれることを避けようと したためであった。 




ルプ (1. C. Lupu) の研究は、 次の数宇を示している'4。
1) 判決数 : 168件 (連邦裁判所で144件、州裁判所で24件)。
2) 事件の領域 : 刑務所関係 (囚人による訴え) が約 6 割 (連邦94件、州5 件)。 
3) 勝訴判決数 : 25件 (勝訴率は約15%)。







かった (第 1 章29~ 32頁を参照)。 これにはさまざまな背景があったが、 特に
2 つの点を挙げることができる。 ①前述のように、 刑務所については当局者の
判断を尊重していた。 また、 ②厳格な審査のためには、 規制が宗教活動に実質
的な負担を課していることが必要だが、 その 「実質的な負担」 を狭く解して、
13 Douglas Laycock, Conceptual Gulfs In CI of Boerne v. Flores, 39 WM. & M ARY L. REV.
743, 776 (1998) .
14 Ira C. Lupu, The Fla11ure of RFRA, 20 U. ARK. LITTLE ROCK L. J 575, 590-91 (1998) . 判
決一覧は Id at 603-17を参照。 下級審判決の傾向については、 花見常幸 「信教の自由回復法
と合衆国最高裁の判断」 宗教法17号195頁以下、202-213頁 (1998年) も参照。
15 0 'Lone v. Estate of Shabazz, 482 U.S. 342 (1987) . イスラム教徒が刑務所内での金曜礼拝
に参加するために施設外作業の免除を求めたが退けられた (第 1 章26~ 27頁参照)。 








ならない限り、 実質的な負担とは言えないと して、 実体判断= 厳格な審査を避
けるのである。




Cheffer v. Reno事件では、 妊娠中絶に反対する活動家が反対運動に対する
規制を争った。 クリニック受診自由法(Freedom of Access to Clinic Entrance 
Act) '8 が定める中絶反対派の実力行使による診療妨害の規制は、 中絶反対派の
宗教活動の自由を侵害し、 宗教の自由回復法に反すると主張したのである。
しかし判決は、 ①中絶反対派は、 中絶は殺人であるとの真摯な信念を持って





めたBryant v. Gomez判決である。 囚人が主張する礼拝方法を信仰が命じてお
り、 それによらなければ宗教の命ずるところを実現できないことを証明してい
ないと して訴えを退けた。 その際に、 宗教活動に対する負担は、 「実質的で、
かつ宗教教義の核心となる信条または信念に対する干渉」 でなければならない
と述べている2°。 
16 Lyng v. Northwest Indian Cemetery Protective Association, 485 U.S. 439 (1988) がその典型
で、 アメ リカ先住民が宗教目的で使用していた地域を通る道路建設の計画は、 宗教活動に対
する強制には当たらないと して、 厳格な審査を加えなかった (第 1 章25頁を参照)。
17 60 F 3d 168, 172-73 (4th Cir. 1995) , cert denied 516 U.S. 1046 (1996) .
18 18 U.S.C. §248.
19 55 F 3d 1517, 1522 (11th Cir. 1995) .
20 46 F 3d 948, 949 (9th Cir. 1995) . 
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Mack v. 0 'Leary 事件では、 イスラム教徒の囚人が、 祭日の儀式を十分に行
なえるように求めた。 判決は、 控訴裁の判断が巡回区によって分かれている状
況を整理し、 実質的な負担の内容と して、 「宗教信念の核心となる信条を表わ
す行為や表現の禁止または抑制、 または信念に反する行為や表現の強制」 と並
んで、 「宗教上の動機による行為を控えるように強いる」 こと を挙げている。




宗教と、 そうでない宗教があること、 を挙げている22。 ただし、 この判断は、
必ずしも刑務所関係事件に対する救済を広げるものではない。 判決は、 連邦議
会の立法記録が刑務所当局者の判断を尊重すへきことを指示しており、 「囚人
訴訟の氾濫」 にはつながらない、 とも述べているのである23。 
2) 少数派教義の軽視
また、 裁判所はしばしば、 宗派間の相違を軽視する態度を示した。 特に問題
となったのは刑務所関係事件であり、 礼拝のための時間や場所などについての
便宜を当局が提供する場合、 一般に主流派・ 多数派の宗教を念頭に置く ことが
避け難い。 裁判所は、 当局者の判断に対する敬譲を背景に、 「大は小を兼ねる」
的な立場によって少数派宗教の信者の訴えを退けたのである。
Johnson v. Baker判決は、 黒人のイスラム系新宗教Nation of Islam に属する
囚人が通常のイスラム教の儀式に参加せざるを得ないのは、 実質的な負担に当
たらないと した。 教義の違いは、 再生(reincarnation) に関する信念と、 礼拝
21 Daniel J. So1ove, Note, f azf Profaned・ e e zgzo s f reedom estoration ot an e zgzon 
in the Prisons, 106 YALE L. J 459, 477 (1996) .
22 80 F 3d 1175, 1179 (7th Cir. 1996) .
23 ld at 1180. しかしこの判決は、後述するフロー レス判決が下されたために、 最高裁で破棄・
差し戻された。 0 'Leary v. Mack, 522 U.S. 801 (1997) . 
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時の身体の位置の 2 点にとどまると している24。 
3) 規制が宗教に及ぼす影響
政府の行為が宗教にもたらす影響の性質によって、 厳格な審査の適用を限定
する手法もある。 「禁止」 が決定的な影響をもたらすのに対して、 「抑制」 の場
合は、 宗教活動に必要な費用は増すものの、 活動自体を禁じるわけではない。 
土地利用に対する規制がその代表例である。 そこで、 宗教を動機と した行為を
抑制する規制の場合は、 宗教の自由回復法の適用対象を、 その宗教にとって核
心となる慣行が関わっているときに限るというわけである25。






また、Daytona Rescue M ission Inc. v. Daytona Beach事件では、 非営利宗教
法人が、 教会付属施設と してホームレスに食料・ 宿泊提供施設を建設するため
の許可を求めたが、 地域地区条例が定める 「礼拝目的に通常関連する活動」 に
当たらないと して拒否された。 判決は、 条例は市の全域で建設を禁じているわ
けではなく 、 不許可処分は実質的な負担に当たらないと している27。 
2. 「厳格な審査」 の実際
「実質的な負担」 が認められ、 「厳格な審査」 を適用する実体審理に至った
事件はあまり多く ない28。
a) 刑務所関係
裁判所は、 行刑上の利益を評価するに当たり、 「事実と資料を質し、 刑務所
当局に十分な証拠を求める」 よりも、 「〔行刑〕 方針がいかに推論に基づく もの
であっても、 ほぼ刑務所当局の主張を尊重する、 鵜呑み (nonskeptica1) の手
法」 によることが多かったとされる29。 それでも厳格な審査によって訴えを認
24 67 F 3d 299 (6th Cir. 1995) ; see So1ove, supra note 21, at 478.
25 Lupu, supra note 14, at 595.
26 955 F. Supp 878, 880 (N. D m. 1996) .
27 885 F. Supp. 1554, 1560 (M. D. Fla t995) .
28 敗訴143件のう ち101件が、 入口審査 (実質的な負担) で退けられたという。 Lupu, supra 
note 14, at 594 n 86.




Luckette v. Lewis判決は、 ①ユダヤ教の戒律に従って調理された食事(ko- 
sher) を摂ること、 ②あごひげを1/4イ ンチ ( 6 mm) に保つこと、 ③かぶりもの










Sasnett v. Sullivan判決は十宇架付きネックレスの着用を認めた。 十字架が








に収容されていないのに、 本件では3 年以上収容が続いていることから、 独房
収容には極めて重要な利益がない。 ②制限の少ない方法と して、 胸部x 線検
査による検診がある、 と指摘する33。
(4) 宗教儀式
しかし、 宗教活動そのものについて訴えを認めた事件はなかった。 前述(1) 
のシュリロ事件では、 インディアン教会の儀式の一つであるスウェ ット ・ ロッ
ジ (sweat lodge: ドーム状の小屋。 光を遮断した内部で、 焼いた石に水を掛け
30 883 F. Supp 471, 480-82 (D. Ariz. 1995) .
31 74 F 3d 1545, 1551 (8th Cir. 1996) . 後述(4)も参照。
32 91 F 3d 1018, 1022-23 (7th Cir. 1996) , vacated and remanded 521 U.S. 1114 (1997) (フ
ロー レス判決に伴なう破棄・ 差し戻し) .
33 76 F 3d 468, 477-79 (2nd Cir. 1996) . 




























In re Young判決は、 破産者からの教会に対する寄付を、 破産法による財産
回収の対象外と した。 破産法は、破産者が破産手続の開始から1 年前までに行
なった合理的対価を伴なわない財産移転を回収できると定めている37。 教会へ
34 Schriro, 74 F 3d at 1555-56 (8th Cir. 1996) , rob 'g on banc denied, 74 F 3d 1545 (8th Cir
1996) , cert domed, 519 U.S. 874 (1996) .
35 862 F. Supp 538, 544-46 (D.D.C. 1994) .
36 544 N.W 2d 698, 703-05 (Mich. App. 1996) . 
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M ockaitis v. Harcleroad事件では、 殺人容疑で収監された者が司祭に対して
行なった告白を検察官が録音していたことが問題となった。
判決は、 ①録音は、 被収監者の告白に介入し、 告白者の安心感を脅かすこと
で、 その宗教活動の自由を妨げ、 司祭が告白者の望む秘跡を執り行なうことを
不可能にすると述べ、 ②通常の捜査活動によって検察官は望む証拠を入手でき
るから、 録音はもっとも制限の少ない方法ではないと した。 しかし、 ③テープ
の保管と公表 (裁判での利用) については、 司祭は不快感を覚えるかも知れな











United States v. Gonzales事件では、 イ ンディ アン教会の宗教儀式に使うハ
ク トウワシを無許可で殺した者が起訴された。 地裁判決は、 絶減危惧種法
37 11 U.S.C. §548(a) (2) (A) .
38 82 F 3d 1407, 1418-20 (8th Cir. 1996) , vacated and remanded sub nom. Christians Trustee v.
Crystal Evangelical Free Church, 521 U.S. 1114 (1997) (フローレス判決による破棄・ 差戻し) .
1998年の宗教の自由と慈善寄付保護法 (Religious Liberty and Charitable Donation Protection
Act)は、 教会への寄付を破産財産の範囲外とした(11 U.S.C. §§ 544, 546, 548, 707, 1325)。
39 104 F 3d 1522, 1530-31 (9th Cir. 1997) .
40 67 F 3d 883, 885-86 (9th Cir. 1995) . 
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しかし判例は分かれており、United States v. Hugs判決は、 同じ許可制につ
いて、 ワジの死骸が宗教目的に使われることを保証する 「必要最小限の」 情報
であると して、 被告人の主張を認めていない42。
(6)養育費支払いの強制








親の扶養義務は、 子供の生活に安定をもたらし、 必要な公的支出を減らし、 親
の子に対する責任を増進するから極めて重要な公の利益に当たり、 他に実際的
な方法のない状況にあっては、 裁判所による支払命令はもっとも制限の少ない










41 957 F. Supp. 1225, 1228-29 (D.N.M. 1997) .
42 109 F 3d 1375, 1378-79 (9th Cir. 1997) .
43 648 A 2d 843, 851-54 (Vt. 1994) .
44 47 F 3d 642, 656 (4th Cir. 1995) , cert denied, 516 U.S. 809 (1995) 
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3. 不振の事情
判決の多く が宗教の自由回復法による訴えを認めなかった背景と して、 ルプ
は裁判官一般に見られる傾向を指摘している。
第 1 に、 裁判官は、 およそ一般法の適用免除を求める訴えを快く思っていな
い。 いったん訴えを認めると、 認めるものと認めないものとの区別がつかなく
なり、 「なし崩し (slippery slope) 」 につながること を恐れている。












負担」、 「極めて重要な公の利益」、 「もっとも制限の少ない方法」 といった、 従
来の判例が用いてきたものではあるが、 それ自体は抽象的な言葉を用いたため





訴えが認められた事件には、 宗教活動の 「好ましい」 側面に関わるものもあ
れば、 「武器を持つ生徒、 ワジ殺し、 強情な養育費負担者」 のように、 少数派
宗教の、 一般人には受け入れ難い慣行を認めるものもあった。 このために、
「法の支持派も反対派も、 宗教の自由回復法の記録に完全には満足できず、 そ
れを無視する傾向がある」 と評された47。 法の日的は権利の保護であって、 社
会の評判ではない。 ただ、 成立を推進した側にとって、 その効用を喧伝できる
45 Lupu, supra note 14, at 593.
46 Id at 597.
47 Lupu, y f e Co gross was rong and f e Court was zg f- ecfzons on Cz of oerne 
v. Flores, 39 WM. & MARY L. REV 798, 804 n57 (1998) . 




かも知れない。 しかし最高裁は、 そのような時間を与えはしなかった。 
第 3 節 宗教の自由回復法の一部違意判決
1 . フロ一 レス判決
最高裁が宗教の自由回復法を初めて正面から取り扱ったのは、1997年のCity 
of Boeme v. Flores事件であった。 教会が、 信徒が増えて手狭になった礼拝堂
を拡張しようとしたところ、 市当局は、歴史景観保存条例を理由に工事の許可
を拒否した。 そこで教会側は、 宗教の自由回復法に基づいて拒否処分の取消を
求める訴えを起こ し、 市当局は法の違意性を主張した。 地裁は違意、 控訴裁は
合憲と分かれたが、 最高裁は6 対 3 で宗教の自由回復法を憲法修正14条 5 節に
反すると判断し、 控訴裁判決を破棄した48。
a) ケネデイ判事の法廷意見は、 修正14条 5 節の解釈について詳論した。 
1940年以来49、 連邦憲法が保障する宗教活動の自由は、 修正14条 1 節に言う
「自由」 に含まれ、 州においても保障されるとする判例が確立しているために、
この条項が問題となったのである5°。
「連邦議会は、 憲法修正14条が定める実施権限 (enforcement power) に基づ
いて、 極めて広範な射程と実体を持つ宗教の自由回復法一 を定め、 州に対する
要求を課している。 修正14条は、 『第1 節 一州は、 合衆国市民の特権または
免除を縮減する法律を制定または実施してはならない。 州は、 何人の生命、 自
由または財産も、 法の適正な手続によらずに奪ってはならない。 州は、 その管
轄下において、 何人にも法の平等な保護を否定してはならない。 一第5 節 連
邦議会は、 適切な立法によって、 本条の規定を実施する権限を有する。』 と定
める。 両当事者は、 宗教の白由回復法は、 連邦議会が、 5 節の定める 『適切な
立法』 によって、 〔第1 節が定める〕 憲法上の保障を 『実施する』 権限を正当
に行使したものであるか否か、 意見が一致していない」5'。
それでは、 連邦議会の行動が 「正当な」 権限行使とされるのは、 いかなる場
合なのか。 
48 小林祐紀 「信教の自由と司法の優越」 大沢秀介・ 大林啓吾(編) 『アメ リカ憲法判例の物語』
597頁以下 (成文堂・2014年) は、 フロー レス判決とその背景の紹介である。
49 Cantwe11 v. Connecticut, 310 U.S. 296 (1940) .
50 修正14条における連邦議会の立法権限については、 拙稿 「権利の 『救済』 と 『実体』」 神戸
市外国語大学 外国学研究48号39頁以下 (2001年) で検討している。




なり得よう。 一連邦議会の権限は、 修正14条の規定を 『実施する』 ことにのみ




たのは、 『実施する』 権限であって、 何が憲法違反になるのかを決める権限で
はない」52。
(2) 「救済」 と 「実体」 の区別= 損害と救済手段との関連
「損害を救済するために採られる手段は、 予防または救済すべき損害に適合
(congruence) していなければならず、 また、 救済の手段は損害と均衡(propor- 




分立を維持することでもある」 として、 権利章典(修正 1 ~ 8 条) と同様、 修
正14条についても、 第一次解釈権は司法府にあると述べている。 つまり連邦議
会は、 権利の侵害に対処することはできるが、 権利の内容を決めることはでき
ない、 決めるのは裁判所だ、 と言うのである54。 その理由は、 「連邦議会が、
修正14条の意味を変えることで自らの権限を定義できるならば、 もはや憲法は










52 Flores, 521 U.S. at 518-19 
53 Id at 520.
54 ld at 523-24.
55 ld at 529. 
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(Voting Rights Act) との比較から、 宗教の自由回復法の違意性を論じる。
① 「立法記録には、 一般に適用できる法律が、 宗教的偏見のために成立した
とする現代の例が欠けている。 公聴会で詳述された、 我が国における迫害の歴
史は、 過去40年間に起きた事件には触れていない」56。
② 「宗教活動の自由回復法は、 一 目的との均衡をあまりに欠いており、 違憲
の行動についての対応または予防を企図するものとは理解できない」。 投票権
法の場合、 対象とする地域 (人種差別が激しかった地域) 、 法律 (州の投票権
法) 、 禁止される資格要件 (読み書き検査など) を限定していたが、 宗教の自
由回復法の適用には限定がなく、 すべての段階の政府、 法律及び行為を対象と
している57。
③法が採用した基準も、 日的と適合せず、 均衡を欠いている。 「州に対して、
極めて重要な利益があることを示し、 その利益を達成するもっとも制限の少な
い方法をとったこ との証明を求めるのは、 憲法上、 もっ と も要求の厳しい
(demanding) 基準である。 ースミス判決の下で有効な法が、 宗教の自由回復法
の下では一 目的にかかわらず、 違憲となるであろう。 - これは、 州の特権と、
市民の健康及び福祉のための一 般的規制権限に対する連邦議会の重大な介入で




こ う して法廷意見は、 「修正14条の実施権限に関する連邦議会の権限は広範
だが、 宗教の白由回復法は、 権力の分立と連邦の均衡を維持するために必要不
可欠な原則と矛盾している」 と論決するのである6°。
b) ステイー ヴンス判事の同意意見は、 宗教の自由回復法は国教禁止条項に
違反すると主張した。 同法の結果、 教会は中立的法律の適用免除を認められる
が、 無神論者や懐疑論者には認められない。 これは政府による、 非宗教に対す
る宗教の優遇になるとの理由からである6'。
c) オコーナ一判事の反対意見は、 修正14条の解釈については、 法廷意見の
論理に賛成している。 「連邦議会は、 憲法上の権利の範囲を、 独自に法律によっ



















ld. at 536-37 
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るスミス判決については、 判例及び歴史上の根拠を欠いているので、 「再検討
すべきであり、 まさに本件でそうすべきであると信じる」 と して、 厳格な審査
の復活を主張する63。
反対意見の大部分は建国期の歴史を検討するもので、 結論と して 「我が国の
建国者たちは、 自主的な宗教的表現を受け入れる共和国を構想したのであり、
一般に適用できる法と衝突しない限りでのみ宗教表現を認める世俗社会を構想













定であるために、 同条5 節に反するとの判決の結論は、 宗教の自由回復法を州
や地方自治体に適用することを退けたにとどまり、 連邦政府についての適用ま
で否定してはいないと解する余地も残されていた。 この問題は、 後に最高裁の
判断を受けることになる (後述104~ 106頁)。 
2. 学界の反応
宗教の白由回復法の制定を推進し、 フローレス事件では教会側の代理人と し
62 Id at 545.
63 Id at 548.




(fd' at 537-38, 542-43)。 ただ、 スミス判決と同様、 免除の可否を決めるのは裁判所ではなく
「人民」 であると述べている ( jd at 544) が、 宗教の自由回復法が、 人民の代表者である連
邦議会の立法であること をどのように説明するのであろうか。
65 ld at 565-66.
66 ld at 566. 
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(Civil Rights Act) 第 7 編 (少数派人種や女性に対する不当な雇用差別を禁じ
た。 宗教差別については第3 章で詳述する) のように、 広範な権利を保障する
法律を支持している。 最高裁が実施権限の逸脱と判断したOregon v. M itchell 
判決67 は、 不安定な多数派によるものであった68。




③従来の判例は、 裁判所が州の裁量を制限し、 人民の自由について 「床(下
限)」 を設定するものであった。 これに対してスミ ス、 フローレス判決は、 州
の裁量を拡大し、 連邦は州権の拡大によって拘束されると しており、 連邦によ
る、州における自由の保障に 「床と天井」 という上下の限界を設けてしまった。 
これは修正14条の制定者意思に反する。 南北戦争直後の連邦議会は、 当時の保
守的な最高裁には期待せず、 連邦議会の 「適切な立法」 による実施権限を盛り
込んだのである7°。
④法廷意見は、 連邦議会に許される 「救済」 と 「実体」 を区別する基準と し






67 400 U.S. 112 (1970) . 全国的に選挙権年齢を18歳に引き下げる連邦法を、 州や地方自治体
については違憲と した。 しかし票決では、 連邦および州に対する適用のいずれも合憲とする
判事が 4 人、 いずれも違意とする判事も4 人となり、 残るブラ ック判事の意見が、 同調する
判事がいないにもかかわらず判決の結論となったのである。 結局、 翌年の憲法修正26条によ
り選挙権年齢の引き下げを実現した。
68 Laycock, supra note 13, at 748-57.
69 Id at 759, 762.
70 ld at 764-66.
71 ld at 770-71. 
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よる審査過程における判断について立証するこ とは難しい。 少数派宗教に対す




り、 議会の多数派を立法に向かわせるには、 宗教の自由という 「最高次の原則」
を掲げ、 近年の抑圧に言及しない必要があった72。
⑥土地利用規制は宗教に関して中立に見える法規制だが、 新宗教に対する敵
意を背景にした差別の余地 (教会新設時など) が大きい。 本件で問題となった
歴史景観保存も、 教会が対象になる可能性が強く、 指定を受けると、 教会を拡
張して信者の要望に応えたり、 処分して移転することも難しく なり、 宗教には
不利な規制である。 判決はこの点を軽視している73。
これに対して、 違憲論を唱えてきたアイスクルーバーとセイ ジヤー (C.L. 
Eisgruber & L.G. Sager) は、 スミス判決を基本的に正しいと認めてフローレ
ス判決を評価した。
①修正14条 5 節の実施権限の解釈については、 立法に当たる連邦議会の判断
を尊重しながら、 立法が憲法上の日的に適応し、 憲法の文言及び精神と調和す
ることを求めている点では以前の判例とさ したる違いはない。 判決は、 実施権
限の解釈よりもむしろ、 宗教の自由回復法が求めた厳格な審査を 「意法上の変
則」 (スミス判決) と して退けた実際上の効果の点で重要である74。
②スミス判決以前の基準とされてきた厳格な審査は、 実際には適用されない
こと も多く 、 ガンサ (ーG. Gunther) が表現の自由に関連して評したよ うに
「理論上は厳格、 実際には致命的な」75 ものではなく 、 宗教活動の自由におい





72 ld at 772-75, 777.
73 Id at 780, 789-91.
74 Christopher L. Eisgruber & Lawrence G. Sager, Congressional Power and Religious Liberty 
after CI of Boerne v Flores, 1997 SUp. CT. REV 79, 96-98.
75 Gerald Gunther, The Supreme Court, 1971 Term Foreword・ In Search of Evolvzng Doctr ine on 
a Changing Court・ A Model for a Newer Equal Protection, 86 HARv. L. REv. 1, 8 (1972)で
の有名な評言。
76 Eisgruber & Sager, supra note 74, at 99-101, 103-04. 




「連邦議会は、 司法府に対して、 司法府が不可能と宣告した一 ことをせよと述
べただけである。 それは連邦議会による通常の立法方法ではなく、 そうするこ
とには何の正統性もない」78。








③免除は信者の 「神と国家に対する忠誠の衝突」 を取り除く とする議論は、
過大かつ過小包摂である。 神の命に従わない者が死後に罰されることを否定す
る信者は多い (過大包摂)。 他方、 非宗教的信条を持つ者が、 精神的苦痛に苦
しむことがある (過小包摂)。 個人の自律を志向する自由主義は、 選択の対象
(宗教か非宗教か) ではなく、 選択の自由に価値を認めている8'。
④宗教を特別に保護することで、 暴力や社会秩序の破壊を避けられるとする




















































































































1 ) 最高裁 (1990年代) の意見分布
1990年代の 3 つの判決を通じて、 最高裁は厳格な審査を大部分の領域で放棄
する態度を堅持した。 スミス判決の票決は5 対 4 であったが、 フローレス判決




a) 行政判断を尊重・ 厳格な審査の放棄( 5 人 : レーンクイスト長官、 スカリ
ア、 ケネデイ、 トーマス、 ギンズバーグ)。
b) 国教禁止条項 (宗教優遇禁止) を強調・ 厳格な審査に反対(ステイーヴンス)。 
c) 宗教活動の自由を強調・ 厳格な審査の復活( 2 人 : オコーナー、 ブライアー)。 
d) 厳格な審査に好意的と思われるが、 結論を留保 (スータ )ー。
アイスクルーバーとセイ ジヤーは、 最高裁は、 平等を重視する立場から、 宗
教条項の 2 つの要素を収斂する方向に移っていると見る。 国教禁止条項では、
宗派学校の生徒に対する財政援助を緩やかに認めるようになっており、 宗教活
動の自由条項では、 前述の立場が固まっている。 そこで、 「最高裁は、 世俗か









ら、 「宗教の自由は近い将来に、 より適切な保障を受けることになろう」 と述
へる。
①アメ リカの法文化は、 政府による宗教迫害からの自由という思想に共感を
示しており、 法制度も、 明白で意図的な弾圧には敏感になっている (ルクミ ・ 
ババル判決)。
②スミス判決には最高裁判事にも反対論があり、 今なお続いている。 最高裁
84 Eisgruber & Sager, supra note 74, af t23 
85 ld at 135. 




請求、 非中立規制の場合には厳格な審査の余地がある) を見出していく であろ
う 860
「複合」 請求の例に、 宗教学校における宗教教員の雇用関係の問題がある。




EEOC v. Catholic University of America判決も、 カトリ ック大学が尼僧に長
期在職権 (tenure) を拒否したことについて、 宗教関係の雇用は人権保護法第




Racier v. Johnson判決は、 新入学生に入寮を義務づける州立大学規則は、 宗
教活動の自由を侵害すると した。 原告は宗教の自由回復法の適用も求めたが、
地裁は、 規制が宗教に中立でないときには、 そもそも 「実質的な負担」 の存在
を立証する必要がないとの理由で、 専ら憲法解釈を論じた。 さまざまな理由か
ら入寮規則の例外が学生の3 分の 1 近く に認められており、 宗教を理由による
例外を認めないのは中立な規制に当たらないと して厳格な審査を行ない、 入寮
の強制には極めて重要と言える利益がないと述べている89。




由に、 申請の個別審査を認める規制と して厳格に審査した結果、 条例に極めて
重要な利益を認めず、 宗教活動の自由を侵害し、 州憲法にも反すると述べた。 
また、 解体を拒否して保存を命じるのは、 連邦憲法修正5 条が禁じる 「補償の
ない財産収用」 に当たるともいう9°。 
86 Lupu, supra note 14, at 598-99. ②の観測は、 現在に至るまで実現していないが。 
87 859 F. Supp. 1343 (D. Co1o. 1994) .
88 83 F 3d 455 (D.C. Cir. 1996) . 後述第 4 章162頁も参照。
89 924 F. Supp. 1540 (D. Neb. 1996) . 
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が、 「 『真に共感を示す』 事件で宗教に有利な判決を下すことも、『真に冷淡な』
事件で解釈によって宗教の自由回復法を弱めることも、 同様に起こり得る」。 
そして、 「宗教による免除がもっとも うまく いく のは、 免除を支配する法が、
コモン ・ ローの方法に深く根ざし、 事実に限定され、 すへてを包括する規範と
は弱い結びつきにと どまる場合ではないか」9' - 「事件ごとの利益衡量 (ad 
hoc balancing) 」 の推奨である。
これは、 やや楽観的に過ぎる見方ではなかろうか。 判例が示すのは、 宗教の
自由回復法を適用したにせよ、 中立で一般に適用される規制でないと判断した
にせよ、 規制の免除を認める上で厳格な審査が果たした役割は大きいというこ
とである。 他方、 この分野で見られたのは、 厳格な審査がかえって重荷となり、
十分に機能しなかったという事実である。
もし 「実質的な負担」 といった入口要件を外して直ちに厳格な審査を求める
法を制定したとすれば、 今度は、 「厳格な」 審査そのものの操作や緩和が起こっ
たのではなかろうか。 厳格な審査を一般的な審査基準と して予め設定すること
は必ずしも望ましい結果を生まない、 という意味ではルプの主張は正しく 、 そ
のように考えると、 厳格な審査の適用を限定したスミス判決の方向は、 一概に
否定すべきではないのかも知れない92。 
第 4 節 宗教に関する土地利用及び施設収容者法の登場
1 . 宗教の自由保護法案の挫折
スミス判決と同様に、 フローレス判決も政治家、 宗教団体、 意法学者から厳
しく批判された。 判決の直後に開かれた連邦議会の公聴会では、 レイ コックを
含む証人が判決を批判し、 意法修正や新規立法を唱える世論もあった93。 その
中から現れたのが、 宗教の自由回復法の復活を図る 「宗教の自由保護法案
90 940 F. Supp 879 (D. Md. 1996) .
91 Lupu, supra note 14, at 600-01.
92 Gedicks, supra note 79, at 572-73は、 スミス判決の結果、 宗教行為に対する付随的規制に
は合理性の基準が適用されてしまうが、 表現の自由と同様の基準を検討すべきである、 と中
間的解決を説く。 その際にUnited States v. 0 'Brien, 391 U.S. 367 (1968) (徴兵登録証明書を
焼き捨てた行為の処罰について、 規制が重要な利益の促進に必要で、 自由の制約が利益の達
成に必要な限度を越えていないことなどを求めた) を参照例に挙げている。
93 See Linda Greenhouse, Law Are Urged to Protect Religton, N. Y. TIMES, July 15, 1997, at A l5
(公聴会の報道) ; Lupu, supra note 47, at 798 n 4. 
信仰と法規制一 アメ リカ法の議論から一 87 





第 1 の根拠は、 国際連合が1966年に採択した市民的及び政治的権利に関する
国際規約 (the International Covenant on Civil and Political Rights) である。




3 項 宗教又は信念を表明する自由については、 法律で定める制限であって
公共の安全、 公の秩序、公衆の健康若しくは道徳又は他の者の基本的な権利及
び自由を保護するために必要なもののみを課することができる。」




用いれば、 フロー レス判決、 つまり修正14条 5 節の問題も素通りできることに
なる。 しかし、保守派には条約や国際法を用いることに対する強い反感もあり、
政治家はこの点に配慮して、 条約を実施するための法律を見送った96。
第 2 の根拠は、 意法が連邦議会の権限と している州際通商規制である。
「1 条 8 節 3 項 外国との通商並びに各州間及びインディアン部族との通商
を規制すること。」97
1964年人権保護法 (Civil Rights Act of 1964) の第 2編は、 宿泊施設や食堂
での人種差別を全国的に規制したものだが、 州際通商に及ぼす悪影響を立法の
根拠と しており98、 最高裁も合憲と判断していた99。 
94 JEROLD L . W ALTMAN, RELIGIOUS FREE EXERCISE AND CONTEMPORARY AMERICAN POLITICS
(2011) は、2000年の新法制定に至るまでの過程を中心に扱っている。
95 Missouri v. Holland, 252 U.S. 416 (1920) .
96 WALTMAN, supra note 94, at 52-53 (2011) .
97 U.S. CONST art. I, §8, cl 3.
98 人種差別を禁じるために定められた修正14条を連邦議会が (少なく とも形式上は) 用いな





るようになっていた。1995年の United States v. Lopez判決は、 学校周辺での
銃所持を規制する法律 (Gun Free School Zone Act of 1990) を、 州際通商条
項が認めた連邦議会の権限を逸脱すると判断した。 教育が州際通商に与える影
響は、 銃規制の根拠と しては薄弱だというのである'°。 後には2000年の United 
States v. Morrison判決も、 女性に対する暴力の規制を強化する法律 (Violence 




第 3 の根拠は、 憲法1 条 8 節 1 項の歳出条項である。




た。 この慣行を利用すれば、 連邦の資金提供を受ける施策については、 宗教活
動に負担を課す場合には厳格な審査に服させることも可能になるというわけで
ある。 実際に、1964年人権保護法第 6編'°3 や、 学校施設平等利用法 (Equal 





結局、 修正14条 5 節が再び持ち出された。 レイコックを始めとする新法推進
派は、 フローレス判決は、 宗教の自由回復法を支える立法事実が乏しいと判断
したもので、 同種の立法そのものを排除したわけではないと解したのである'°5。 
99 Heart of Atlanta Hotel, 379 U.S. 241; Katzenbach v. McClung, 379 U.S. 294 (1964) . 州際
通商条項については、 木南敦 『通商条項と合衆国憲法』(東京大学出版会・1995年)、 辻雄一
郎 「連邦主義と州際通商条項 少数者という視点から」 関西大学法學論集59巻 3 ・ 4 号105頁
以下 (2009年) を参照。
100 514 U.S. 549, 558-59 (1995) (レーンクイスト長官の法廷意見) .
101 529 U.S. 598 (2000) (同上) .
102 U.S. CONST art. I, §8, c1.1.
103 42 U.S.C. §§2000d to 2000d-7. 連邦の資金援助を受ける施策における差別を禁じた。
104 20 U.S.C. §§4071 to 4074. 連邦の補助を受ける学校が、 生徒の課外活動について教室の使
用を認める場合には、 集会における言論の内容 (宗教、 政治、 哲学など) を理由にした差別
を禁じた。 国教禁止条項を理由に、 州立大学が学生の宗教活動に施設の利用を認めなかった
措置が問題になったWidmar v. Vincent, 454 U.S. 263 (1981) 判決が制定の契機である。 
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第 1 は、 新法が日常業務に支障をきたすことを恐れた刑務所などの刑事施設
管理者や地方自治体関係者であったが、 その動きは散発的で広がりを見せなかっ
た 1060
第 2 は、 法律によって厳格な審査を復活させることを疑問とする法学者であ
る。 フローレス事件の最高裁口頭弁論で、 行政側の代理人と して宗教の自由回
復法の違意論を展開したハミルト ン(M.A. Hamilton) や、 アイスクルーバー








される子供、 ②男性に支配される女性、 ③医療を受けられない子供、 ④差別禁






べぶり'°9 である。 おそらく 、 聖職者や宗教学校教員といった宗教関係者によ
る子供の虐待に対する憤りが主張の背後にあったものと思われる' '°。 このうち、
宗教活動の自由に名を借りた差別や虐待によって弱者や少数派の権利が蔑ろに
105 WALTMAN, supra note 94, at 58, 60-61.
106 ld at 85-88.
107 ハミルト ンの論稿は長文が多いが、 簡明なものと してMarci A. Hamilton, The Religious
Freedom Restoration Act Is Unconstitutional, Period, 1 U. PA. J. CONST. L. 1 (1998) がある。 
108 下院司法委員会憲法小委員会公聴会記録 (1998年 6 月16 日) の43頁 (http://www justice.
gov/Jmd/1s/legislative_histories/pi le6-274/hear-134-1998.pdf) (2014年 8 月28 日閲覧) を参照。 
90 山ロ 智
されるとの主張は、 結果と して法案に致命傷を与えることになった。
ここで宗教の自由回復法の制定時とは異なり、 第3 の反対勢力と して人権団
体が現われる。 ハミルトンが危惧した 「新法の被害者」 のうち同性愛者の団体
が、 法案が州や地方自治体の人権保護法制に及ぼす影響に不安を抱き始めた。 
雇用や住居に関する差別禁止によって得られたばかりの利益が、 使用者や家主
が宗教の自由を持ち出すことによって再び奪われることを警戒したのである' ' '。 
例えば、 同性愛者や未婚の2 人による借家契約に対する人権保護法制の適用が、
「極めて重要な公の利益」 を実現する 「最小限の手段」 と して認められるのか、
当時は曖昧な状況であった' '2。
1999年 5 月初めにアメリカ自由人権協会(ACLU) は、 宗教の自由保護法案
への支持を撤回した。 宗教の自由回復法を制定する際には、ACLU を含む多く
の団体から政治上の立場の相違を越える支持があった。 ところが新法案につい






せざるを得なく なった。 そこで推進派は方針を転換して、 一般法ではなく 、 具
体的な分野に絞った法の制定を目指した。 
反対論 を詳細に展開 したのがM ARc I A . H AMILTON, GOD vs. THE GAVEL: RELIGION AND THE 
RULE OF LAW (2005) であり、 宗教活動の自由を一般法によって強力に保障することを批判
する。 しかしDouglas Laycock, A Syllabus of Errors, 107 MICH. L. REv. 1169 (2007) (book re- 
view) は、 「支離減裂で矛盾し、 誤りに満ちた長広舌」 であると して題名通りに間違いを列挙
し、 「学者の最低限の義務である一事実の正確さと知的誠実さ」 を備えていない(Id at 1187)
と酷評した。 弁護士・ 運動家と して振る舞う書物に見えたのであろう。
109 第 1 章58頁注220を参照。
110 HAMILTON, supra note 108, at 12-49は具体的問題の筆頭と して詳論する。 またId at 300-01
は、 宗教を理由にした医療ネグレク トの免責規定が、 ある事件を契機に世論の非難を受けた
にもかかわらず存続した顛末を、 宗教勢力の策動による不適切な免除の例と して指摘する。
111 WALTMAN, supra note 94, at 99-100.
112 Bowers v. Hardwick, 478 U.S. 186 (1986) は、 同性間の性行為は憲法修正14条で保護され
る 「自由」 に含まれず、 これを処罰しても憲法に違反しないと判断した。 同判決が覆された
のは2003年 (Lawrence v. Texas, 539 U.S. 558) である。 また、 「結婚」 を異性間に限ると し
た1996年の連邦法 (Defense of Marriage Act) に対する違憲判決は2013年 (United States v.
Windsor, 133 S.Ct 2675) であった。
113 WALTMAN, supra note 94, at 101, 108. 








多い。 その結果、 主観的な行政裁量により、 新宗教や少数派宗教に不利な傾向
が見られた。 信者数が合計で人口の9 % にとどまる少数派教団による訴訟が、






利用、 または葬儀場、 劇場やスケートリンクなどの転用は、 世俗目的では許可
しても教会には認めない、 などである' '6。
刑事施設では職員が無用に宗教の自由を規制し、 恣意的な規則を課す例が示
された。 ユダヤ教徒に過ぎ越 しの祭り (Passover) でイ ース ト な しのパン
(matzo) を認めない、 安全上の問題がないのに十宇架など小さな宗教装飾を認
めない、 聖公会 (Episcopal) 信者に礼拝出席を認めても聖餐は認めない、 カト
リ ック囚人の司祭に対する告解を録音する、 などである' '7。
このような分野では、 同性愛者などの権利と衝突するおそれも少ない。 先の




及び施設収容者法 (Religious Land Use and Institutionalized Persons Act of 
2000= RLUIPA)」 を制定した 〔以下、 本節及び次節では 「法」 と呼ぶ〕。 宗教
114 H.R. Rep. No. 106-219, 106th Cong., 1st Sess., at 20 (1999) (宗教の自由保護法案に関す
る報告書) .
115 Id at 24.
116 146 Cong. Rec. S7775-76 (July 27, 2000) (宗教に関する土地利用及び施設収容者法案の共
同提出者であるハッチ及びケネデイ両上院議員による共同声明) .







政府''9 は、 極めて重要な政府の利益を、 もっとも制限の少ない手段によっ
て増進するためであることを証明しない限り、人 (宗教集団または団体を含む) 
の宗教活動'2°に実質的な負担を課すような方法で土地利用規制'2' を課し、 ま
たは実施してはならない ( 2 条 (a) (1) )。
規定は次の場合に適用される。 ①実質的な負担 (一般に適用される準則によ
るものを含む) が、 連邦の財政支援を受ける施策や活動によって課されるとき。 
②実質的な負担が、 外国、 州際またはイ ンディアン部族との通商に影響を及ぼ
すとき。 ③申請された土地利用について、 政府による個別の審査を認める規制
において実質的な負担が課されるとき ( 2 条 (a) (2) )。
政府は、 宗教集団または団体に関する土地利用規制に際して、 次のことをし
てはならない。 ①非宗教集団または団体より劣る条件で扱うこと。 ②宗教を理





を課してはならない ( 3 条 (a) )。
規定は次の場合に適用される。 ①実質的な負担が、 連邦の財政支援を受ける
施策や活動によって課されるとき。 ②実質的な負担が、 外国、 州際またはイ ン
ディアン部族との通商に影響を及ぼすとき ( 3 条 (b) )。
(3)勝訴した当事者については、 裁判所の裁量により、 合理的な範囲の弁護
士費用が敗訴者の負担する訴訟費用に含まれる ( 4 条 (d) )。
(4) 同法は国教禁止条項に影響しない ( 6 条)。 また、 宗教の自由回復法を改
118 42 U.S.C. §§2000cc to 2000cc-5.
119 州、 郡、 地方自治体、 それらの関連機関など( 8条 (4) )。
120 「宗教活動」 の語は、 宗教信念の体系が命じる、 またはその核心となるか否かに関わらず、
あらゆる宗教の活動を含む ( 8 条 (7) (A) )。 宗教活動を目的とする不動産の利用、 建設または
改装も、 宗教活動とされる( 8 条 (7) (B) )。
121 地域地区規制 (zoning) または歴史的建造物保護に関する法やその適用で、 権利主張者によ
る土地の利用または開発を制限するもの ( 8 条 (5) )。
122 施設収容者人権保護法 (Civil Rights of Institutionalized Persons Act) が適用される、 州や
地方自治体が運営する刑事施設、 障害者・ 老人・ 児童養護施設など(42 U.S.C. §1997)。 
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正して、 州や地方自治体を正式に適用対象から除いた ( 7 条)。 
3. 土地利用規制
法が制定されてから14年が過ぎようと している。 連邦、 州、 地方自治体のい




を建物の建設、 拡張や財産の利用を通じて行なう際に、 宗教の自由を守り、 宗
教による差別を防ぐ上で劇的な効果があった」 と している'23。
司法省も法を実施するため積極的に活動している。 ①問題が生じた際に調査
を始め、 その際に地方当局に対して情報提供などを行なう (2010年までに51 
件) '24。 ②司法省が白ら訴えを起こす ( 7 件)。 ③裁判で法解釈について意見書
を提出する (10件)。 ④裁判で法の合意性を主張する(30件)。
報告書は裁判で訴えが認められたものと して、 礼拝の場所'25、 宗教学校'26、
教会によるホームレス宿泊所'27、 グループホーム'28、 薬物・ アルコール中毒治
療施設'29、 貧困者無料食堂'3°、 民間の建物での宗教集会'3' を挙げている。 とは
123 U .S. D EP'T OF JUSTICE, REPORT ON THE TENTH A NNIVERSARY OF THE RELIGIOUS L AND U SE
AND INSTITUTIONALIZED PERSONS ACT 5 (http://www justice.gov/crt/rluipa_report_092210.pdf) 
(2014年 9 月13 日閲覧) .
124 内訳は少数派人種系キリスト教15、 白人系キリスト教14、 イスラム教7 、 ユダヤ教6 、 仏
教 3 など (Id at 6 )。
125 Guru Nanak Sikh Society v. County of Suffer, 456 F 3d 978 (9th Cir 2006) (農地にシー
ク教の寺院を建設する条件付き許可) ; Saints Constantine and Helen Greek Orthodox Church v.
City of New Berlin, 396 F 3d 895 (7th Cir 2005) (教会建設のための土地利用目的変更許可) . 
126 Westchester Day School v. Village of Mamaroneck, 504 F 3d 338 (2nd Cir 2007) (後述96
頁) .
127 City of Woodinvi1le v. Northshore United Church of Christ, 211 P 3d 406 (Wash 2009) (市
有地をテント村と して利用する協定の締結後に、 市が士地利用に一律6 カ月の期限付き許可
を求める条例を制定したことは市と教会との協定違反と判断した) .
128 World Outreach Conference Center v. City of Chicago, 591 F 3d 531 (7th Cir 2009) (貧困
者向け住居と して利用する特別許可) .
129 Open Homes Fellowship v. 0range County, 325 F. Supp 2d 1349 (M.D. Fl 2004) (教会施
設での薬物 ・ アルコール中毒治療に特別許可を求めた措置は憲法の平等条項に違反する) .
130 Lighthouse Inst for Evangelism v. City of Long Branch, No. 00-3366, 2010 W i t491079 (D.
N.J. Apr. 13, 2010) (無料食堂、 職業訓練、 聖書教室などを目的とする建物使用を不許可とし
たことに損害賠償を命じた) .
131 Konikov v. 0range County, 410 F 3d 1317 (11th Cir 2005) (ユダヤ教聖職者の自宅での集
会) ; DiLaura v. Township of Ann Arbor, 471 F 3d 666 (6th Cir 2006) (住宅を祈りや瞑想に






1 ) 行政の措置は 「土地利用規制」 に当たるか
法の 8 条 (5) は土地利用規制を地域地区規制や歴史的建造物保護法制に限定
しているため、 これに当たらないとされた措置には法は適用されない。
Prater v. City of Burnside判決は、 教会が所有する2 区画の土地の間に市が
道路を建設することは、 教会が土地を入手するはるか以前からの計画であり、
2 条 (a) (1) に言う土地利用規制に当たらないとした'32。
Second Baptist Church of Leechburg v. Gilpin Township判決も、 町の条例が
下水道本管から150フイート以内の建物に下水道接続義務を定め、 条例を教会
にも適用することは土地利用規制に当たらないと した'33。 
2 ) 原告の主張は 「宗教活動」 に当たるか
法の 8 条 (7) (A) は、 「宗教活動」 について、 宗教信念の体系が命じているか
どうか、 宗教の核心にあるかどうかを問わない'34。 これは、 スミ ス判決などが、
問題となる行為が宗教の 「核心」 に当たるか否かを裁判官が審査する危険性を
指摘したことを踏まえている。 しかし、 そもそも 「宗教」 に当たるか否かが問
題になる場合もある。




Beechy v. Central M ichigan District Health Department 事件では、 アマン派
信者 (Amish) が公衆衛生条例の定める汚水処理槽の設置を拒否したことが問




132 289 F 3d 417, 434 (6th Cir ) , cert domed, 537 US 1018 (2002) 
133 118 F.App'x 615, 617 (3d Cir 2004) .
134 42 U.S.C. §2000cc-5(7) (A) .
135 451 F 3d 643, 663-64 (10th Cir 2006) .
136 475 F. Supp 2d 671, 684 (E.D. Mich 2007) . 
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堂、 映画館、 スポーツ施設、 地域センターを経営することは珍しく ない。 病院、






そのため、 法の対象を 「純粋な」 宗教活動に限るべきとの批判もある'38。 
3 ) 土地利用規制によって 「実質的な負担」 が生じるか
法の 2 条 (a) や 3 条は宗教の白由回復法と同様に、 宗教活動に 「実質的な負
担」 を課しているときには 「極めて重要な政府の利益」 を実現する 「最小限の
規制」 であるか否かを判断する厳格な審査を定めている。 しかし、 その意味に
ついても宗教の自由回復法と同様、 特に定義せず裁判所の解釈に委ねているた
め、 裁判所による運用が問題となる。
Civil Liberties for Urban Believers v. City of Chicago事件では、 教会の団体
が、 市の地域地区規制では、 教会の建設に多くの地区で公聴会と委員会による
審査が必要になる特別許可が必要になることを争った。
控訴裁は 「実質的な負担」 について、 法の8 条 (7)が、 宗教活動の定義と し
て土地利用を含む広義の内容を定めているために、 あらゆる宗教活動を抑制ま
たは制限する規制が厳格な審査の対象になると、 「実質的な」 負担の語が無意
味になると して、 「宗教活動を事実上実行不可能にすることについて、 必然的
に直接の、 主要で、 基本的な原因となる負担」 と解した。 そして、 条例により
①都市中心部で利用できる土地が少なく なることや、 ②特別な手続に費用を要
することは、 市内で教会建設ができなく なる原因とはならないから、 実質的な
負担は生じないと判断したのである'39。
この第7 巡回区控訴裁が示した 「宗教活動を事実上不可能にする負担」 はか
なり厳しい要求のように思えるが、 第3 巡回区や、 次に示す第9 巡回区控訴裁
の判決でも用いられ、 他の控訴裁が負担の存否を判断する基準を検討する際に
も影響を及ぼした'4°。 
137 Patricia E. Salkin & Amy Lavine, The Genesis of RLUIPA and Fledera11sm・ Evaluating the
Creation of a Federal Statutory Right and Its Impact on Local Government, 40 URB. LAw. 195,
223-24 (2008) .
138 Sara C. Galvan, Beyond W,orshlp・ The Re11gious Land Use and Institutionalized Persons Act of
2000 and Religious Institutions' Auxinary Uses, 24 YALE L. & PoL'Y REV 207 (2006) .
139 342 F 3d 752, 761-62 (7th Cir 2003) . 
96 山ロ 智
San Jose Christian College v. City of Morgan Hill 事件では、 地域地区計画
で病院用地とされていた区画について、 大学による校舎新設のための利用目的
変更申請を退けたことが争われた。




ただし、 「実質的な負担」 の存否についての判断は、 抽象的な定義で結論が
決まるものではなく 、 裁判所は事実を詳細に検討している。
Westchester Day School v. Village of M amaroneck 事件では、 ユダヤ教の昼
間学校が申請した増改築について、 村の地域地区委員会が当初は許可したにも
かかわらず、 住民の抗議を受けて撤回したことが問題となった。












ない (サン・ ホセ ・ キリスト教大学判決など)。
(2) 特定の不動産を入手できなく ても、 代替地などを合理的に確保できると
きは、 実質的負担は生じない (都市信者の自由連合判決など)。
(3) 規制による費用や不便だけでは実質的な負担にならない ( 同)。
(4) 差別扱いの証拠があれば、 実質的負担が認められる可能性が高く なる
( ウエストチェスター昼間学校判決など)。 
140 Salkin & Lavine, supra note 137, at 259-67は、 各控訴裁や州の裁判所による実質的な負担
の定義を一 覧表にしている。
141 360 F 3d 1024, 1035-36 (9th Cir 2004) .
142 504 F 3d 338, 348-49 (2nd Cir 2007) .
143 ld at 350-352.
144 州の判例を含めた分析はSalkin & Lavine, supra note 137, at 228-34を参照。 






出ており、 例えば人種差別の分野に比べると運用は緩やかであった (第 1 章21 
~ 22頁を参照)。 それでも最高裁は結局、 スミス判決で厳格な審査を放棄した








必要という一般利益を極めて重要と した判決は一部'48 で、 否定したもの ( ウ








得ている。 控訴裁は、 法の2 条 (a) (1) が定めた極めて重要な利益の審査につい
て、 同じ文言でシヤーバート判決が示した憲法原則よりもはるかに厳格に解釈
してきている」 とする好意的な評価もある'5°。 
145 WALTMAN, supra note 94, af t32.
146 Petra Presbyterian Church v. Village of Northbrook, 489 F 3d 846, 851 (7th Cir 2007) (ポ
ズナ一判事の法廷意見) .
147 Salkin & Lavine, supra note 137, at 234-38.
148 州の判決だがGreater Bible Way Temple v. City of Jackson, 733 N.W 2d 734, 751 (Mich.
2007) は、 地域地区規制による 「健康、 倫理、 安全及び福祉の増進」 を強調している。
149 Elsinore Christian Center v. City of Lake Elsinore, 270 F. Supp 2d 1163, 1173 (C.D. Cal.
2003) . 高齢者や障害者の信者のために教会の近く に駐車場を確保する日的での教会移転につ





訴に終わっていた (第 2 節を参照)。
そもそも囚人が権利を主張するには不利な事情が多い'5'。 ①犯罪者は社会の
共感を得にくい。 ②刑務所の運用は困難な業務である。 ③裁判所自体が刑事司
法制度の一部である。 ④訴えの多く が、 主流から大きく離れた宗教の、 普通と
は異なる慣行に関わっている'52。
しかし土地利用規制について述へたように、 法の8 条 (7) (A) は宗教の自由
回復法よりも 「宗教活動」 の範囲を広げたために、 「実質的な負担」 が認めら
れやすく なったのである。 第2 節で見たルプの研究では、 宗教の自由回復法に
よる囚人訴訟の75 % 以上は実質的な負担が生じていないとの理由で敗訴してい
た。 これに対して法の3 条による訴訟では46件のうち7 件に過ぎない (2004年
当時) '53。 この意味で、 刑事施設収容者が宗教活動の自由を主張する際に有利
な状況が生まれている。
ゴーバツツ (D. L. Gaubatz) は、 囚人が訴える刑務所の措置を、 ①食事に
関する要求の拒否、 ②頭髪や服装の規則、 ③礼拝慣行の制限、 ③宗教文書や信




分かれている'55。 教義の中心となる行為を妨げまたは制限する (第 8 巡回
区) '56、 宗教活動を事実上不可能にする (第 7 ) '57、 あらゆる宗教活動に対する
150 Note, Re11g1ous Land Use in the Federa1 Courts under RLUIPA, 120 HARv. L. REV. 2178,
2188 (2007) .
151 WALTMAN, supra note 94, af t28.
152 Jennifer D. Larson, Comment, RLUIPA, Distress, and Damages, 74 U. CHI. L. REv. 1143, 1473
n.179 (2007) によると、原告の宗教はイスラム、 ユダヤ、 ローマ ・ カ トリ ックからヒンドウー、
仏教、 北欧起源のオーデイン神信仰 (0dinism) 、 魔術崇拝 (Wicca) 、 無神論にまで及んでお
り、 プロテスタントによる請求は1 件にとどまるという。
153 Derek L. Gaubatz, RLUIPA at Four・ Evaluating the Success and Constitut1onali of RLUIPA's
Prisoner Provisions, 28 HARv. J. L. & PUB. PoL'Y 501, 569 (2004) .
154 ld at 557. さまざまな要求の一覧と してHAMILTON, supra note 108, af t57-61がある。
155 Scott Budzenski, Tug of War・ The Supreme Court, Congress, and the Circuits・ The Fifth
Czrc zf 's fn uf on f e St ggfe fo no a Przsoner 's zg f fo e zgzo s f reedom zn d zns v.
Kaspar, 80 St. John's L. Rev. 1335 (2006) .
156 Murphy v. Missouri Department of Corrections, 372 F 3d 979, 988 (8th Cir 2004) . 
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重大な制限または重荷 (第 9 ) '58、 宗教教義を捨てるよう強制する傾向をもつ
圧力または宗教行為を命じる圧力 (第11) '59、 ①信者に宗教信念を破るよう影
響を及ぼす、 または②一般に得られる些細でない利益の享受と、 宗教信念の遵
守との選択を強いる(第 5 ) '6°というように。
ただし裁判所は、 土地利用規制の場合と同様に事実関係を重視して判断して
いる。 ゴーバツツの4 分類に即して見ると、 以下のようになる。
(1) 宗教教義に従った食事の提供を拒むことが実質的な負担になることには
ほとんど異論がない'6'。
(2) イスラム教、 ユダヤ教、 ラスタフアリ信仰(Rastafarianism) '62、 アメ リ カ
先住民教会などのさまざまな信仰を理由とするひげ、 ある程度以上の長髪やか
ぶりものの規制は、 教義が命じているかに関わらず実質的な負担になる'63。
(3) 集団礼拝や儀式への出席や参加の禁止'64 や、 共有していない教派の選択
肢のみを示すこと'65 は、 単なる不便を超えた実質的な負担になる。
(4) 宗教文書や用具の所持禁止は、 実質的な負担と して認められやすい'66。 
ただし銘柄などの要求の拒否は、 単なる不便と される'67。 
157 Civil Liberties for Urban Believers, 342 F 3d at 761 (ただし、 土地利用関係判例) .
158 San Jose Christian College, 360 F 3d af to34-35 (同上) .
159 Midrash Sephardi, Inc. v. Town of Surfside, 366 F 3d 1214, 1227 (11th Cir 2004) , cert de-
nied, 543 U.S. 1146 (2005) (同上) .
160 Adkins v. Kaspar, 393 F 3d 559, 570 (5th Cir 2004) , cert domed, 545 U.S. 1104 (2005) . 
161 Gordon v. Pepe, Civ. Act. No. 00-10453-RWZ, 2004 W i t895134, at *4 (D. Mass. Aug 24,
2004) (ラスタフアリ信仰の食事) ; Agrawa1 v. Briley, No. 02 C 6807, 2003 W i t977581, at *1 
(N.D. 111. Aug 25, 2004) (ヒンドウ一教徒の菜食) .
162 1930年代のジャマイカで黒人のアフリカ帰還運動と して始まった。 名称は 「ラス ・ タフア
リ (創造主たる王) 」 を名乗ったエチオピア皇帝ハイレ・ セラシエ1 世 (1974年の革命により
廃位) を救世主と して信仰することに由来する。 クリストフアー ・ パー トリ ッジ編(井上順孝
監訳) 『現代世界宗教辞典』79-82頁(悠書館・2009年) を参照。
163 Hoevenaar v. Lazaroff, 276 F. Supp 2d 811, 818 (S.D. 0hio 2003) (アメ リカ先住民の背中
まで及ぶ長髪) ; Mayweathers v. Terhune, 328 F. Supp 2d 1086, 1091 (E.D. Cal 2004) (イス
ラム教徒の1/2イ ンチ程度のひげ) ; Collins-Bey v. Thomas, Case No. 03 C 2779, 2004 WL
2381874, at *2 (N.D. 111. c ot 25, 2004) (イスラム教徒を強制散髪) ; Boles v. Neet, 486 F 3d
1177, 1182 (10th Cir 2007) (病院に輸送中のユダヤ教徒のヤムルカ着用) .
164 May、,lレ,ealhers, 328 F. Supp 2d af to90 (イ スラム教徒の金曜礼拝参加) ; Limbaugh v.
Thompson, 2006 WL 2642388, at *4 (M.D. Ala. Sep. 14, 2006) (アメリカ先住民教会のスウェッ
ト ・ ロッジ儀式。 裁判中に刑務所が全面禁止の方針を変更して和解) ; Coronet v. Paul, 316 F. 
Supp 2d 868, 882 (D. Ariz 2004) (多神教儀式の出席) .
165 Murphy v. Missouri Dept. of Corrections, 372 F 3d 979, 988 (8th Cir 2004) (白人至上主
義教会の信者にとってプロテスタント教会の信仰は大きく異なる) .
166 Charles v. Verhagen, 220 F. Supp 2d 937, 948 (W.D. Wis 2002) , qff 'd, 348 F 3d 601 (7th
Cir 2003) (イスラム教の礼拝に際して身体を清める油) ; Linde11 v. McCallum, 352 F 3d 1107,




を尊重する傾向にある。 それでもシヤバズ判決(第 1 章26~ 27頁) のように合
理性の基準によって判断していた時期に比べると、 原告は勝訴や有利な和解を
得られる場合が増えているとされる。
(1 ) 刑務所は、 宗教教義に従った食事の提供を拒む理由と して、 ①食物や調
理の費用が増す。 ②他の囚人から優遇と見られるおそれがある。 ③他の宗教信
者による要求が激増するおそれがある、 と主張するが、 裁判所は極めて重要と
は言えないと判断している'68。 そのため勝訴判決が多く 、 運用を改める州もあ
る 1690






ない : これは厳格審査に耐えられない可能性がある。 いったん特定の儀式を認
めると、 安全の確保を理由にはできなく なる。 また、 作業の日程や割り当ての
都合は、 規制利益の重要性または最小限の規制手段のいずれかを満たさない可
能性が大きいからである'72。
②特定の儀式を全面禁止する : 全面禁止の可否は、 宗教儀式の性質や、 制限
の少ない規制が可能か否かによる。 他の宗教には類似の儀式を認めている場合
は、厳格な審査によって刑務所の方針が退けられる可能性が大きい'73。 しかし、
167 Dunlap v. Losey, 40 Fed. App'x 41, 43 (6th Cir. 2002) (ハードカバー版聖書を一時没収し
ても、 ソフ トカバー版は入手できる) .
168 Madison v. Riter, 240 F. Supp 2d 566, 569 n 2 (W.D. Va 2003) (ユダヤ教の食事 (kosher)
を提供しないことに極めて重要な利益を立証していない) ; Gordon v. Pepe, 2004 W i t895134,
at *4 ( ラスタフアリ信仰に基づく菜食を提供しないのは違憲) .
169 Gaubatz, supra note 153, at 558-59.
170 May、,lレ,ealhers, 328 F. Supp 2d af to95 (逃亡のおそれは誇張されている。 短いひげで外見
が変わると も考えられないから、 極めて重要な公の利益は認められない) ; Collins-Bey, 2004
WL 2381874, at *4 (原告の長髪に安全上の問題があるとの証拠を一切示していない) .
171 Hoevenaar, 276 F. Supp 2d at 822-23 (規則自体が刑務所長の権限による髪型の例外を認
めている。 女性の長髪による問題も生じておらず、 一律の規則は最小限の規制ではない) .
172 Gaubatz, supra note 153, at 564.
173 Murphy, 372 F 3d at 989 (原告が人種差別主義者で、 その宗教の信者がアングロサクソン
のみであるからと言って、 集会の禁止が人種による暴力の危険を防ぐ必要最小限の方法とは
直ちに判断できない) . 
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他の宗教と は大き く 違う儀式の場合、 全面禁止でも極めて重大な利益を認める
余地がある。 例えばメ ソデイストは刑務所の部屋で集会ができるが、 アメ リカ
先住民教会のスウェ ツト ・ ロッジ(72~ 73頁を参照) は特別な建物と監視が必
要になり、 安全上の問題が生じる'74。 ただしスウェ ッ ト ・ ロッジについては、
裁判所も全面禁止ではなく、 規制の少ない方法を模索することがある'75。
(4) 宗教文書や用具の所持については、 禁止に至らない制限は支持する傾向
にある。 刑務所は、 所持が安全を害し、 賭けや暴力などの違法行為につながる
と主張する'76 が、 裁判所は一般論によって所持自体を禁じるのではなく 、 最











条文で 「宗教活動」 の範囲を広げたために厳格な審査を行ないやすく なったこ
とは重要であり、 その他にもいく つかの要因がある。
現実問題と して、 ①司法省が調査や訴訟参加の形で積極的に法の実施に関わっ
174 Gaubatz, supra note 153, at 564-66.
175 Farrow v. Stanley, No. Civ.02-567-PB, 2005 WL 2671541, *8-9 (D. N.H. 0ct 20, 2005) は、
30の刑務所にスウェ ッ ト ・ ロ ッジがあり、 使用前後の検査などにより安全が確保されている
ことを認め、 全面禁止を違法と した。
176 Charles, 220 F. Supp 2d at 948-49 (清め用の油の所持は、 具体的な安全の問題とは関係が
ない) ; Leishman v. Holland, No 2: 01-CV-926 TC (D. Utah May 28, 2004) (北欧起源の自
然崇拝アサトル (Asatru : 神々への忠誠の意) の信者が求めたルー ン文宇(瞑想や魔術のため
の象徴と して用いられる) を刻んだ24枚の木片が賭けに使われる可能性は少ない) .
177 Charles v. Frank, 101 Fed. App 634 (7th Cir ) , cert denied, 543 U.S. 980 (2004) では、
イ スラム教徒が祈りに使う ビーズのネ ックレスはギャングの象徴と も見られるため、 他人に
見えないようにシャツの下にすること を求めた刑務所の措置を最小限の規制と して支持した。 
178 ただしBorzych v. Frank, 439 F 3d 388, 390-91 (7th Cir 2006) は、 書籍が白人至上主義を
主張しており暴力を招く との理由で所持を許可しなかった刑務所の主張を支持した。
179 U.S. DEP'T OF JUSTICE, supra note 123, at 11-12. 
102 山ロ 智
ている。 ②訴訟費用と して弁護士費用も認められたため、 地方自治体が訴訟遂
行に消極的になった。 ③ 「宗教の自由のためのべケッ ト基金(Becket Fund for 
Religious Liberty)」 の積極的な支援活動、 がある'8°。
憲法論に関しては、 最高裁による宗教条項の解釈が変わってきたことを無視
できないのではないか。 スミス判決を覆す、 あるいは影響を弱めるために、 連
邦議会や多く の州は宗教に中立な法規制についても厳格な審査を求める法律を
制定して、 宗教活動の自由をより保障する方向に動いた。 他方で最高裁はレー
ンクイスト長官在任期(1986~ 2005年) 以降、 国教禁止条項の解釈を緩やかに
した結果、 両宗教条項の間で宗教に対する配慮が許される余地が大きく なった
のである'8'。 次節で説明する2 つの最高裁判決も、 その方向を示唆している。
訴訟では宗教の自由回復法と同様に違憲性が争われ続けたが、 2 度にわたっ
て連邦法が制定されたためか、 合意判断が多かった'82。 そして最高裁も、 法の
一部について合憲とする判決を下すに至ったのである。 
第 5 節 最高裁による一 部合意判決
1 . 宗教に関する土地利用及び施設収容者法は一 部合意
最高裁は2005年のCutter v. Wilkinson判決で、 宗教に関する土地利用及び施
設収容者法 (のうち刑事施設の部分) は国教禁止条項に反しないと判断した。
原告・ 上告人のカッターらはオハイオ州の受刑者で、 「非主流」 宗教'83 の信
者であると主張している。 刑務所での処遇について、 ①信仰に対する差別、 ②
宗教文書の閲読拒否、 ③主流宗教の信者には認めている集団礼拝の機会を与え
ない、 ④宗教が命じる衣装や身なりの禁止、 ⑤宗教用具の没収、 ⑤聖職者を派
遣しないといった点で宗教活動に配慮しておらず、 違法であると主張して訴え
180 WALTMAN, supra note 94, af t34. ウェブサイ ト(http:f/www.becketfund.org/) には、 裁判例
や文献を含む多く の情報がある。 先に触れたゴーバツツは基金の訴訟担当者であった。
181 Note, supra note 150, at 2194-95は、 留保付きながらこの可能性を示唆する。 なお神尾将紀
「レーンキスト ・ コートの宗教判例と保守主義」 宮川成雄(編) 『アメ リカ最高裁とレーンキス
ト ・ コート』199頁以下 (成文堂・2009年) も参照。
182 合憲判断: Guru Nanak Sikh Socie10, (supra note 125) , 456 F 3d at 992-95 (9th Cir 2006) ;
Midrash Sephardi, Inc. (supra note 159) , 366 F 3d at 1235-43 (11th Cir 2004) ; Saints 
Constantine and Helen Greek Orthodo:x; Church (supra note 125) , 396 F 3d at 897-98 (7th Cir.
2005) など。 違意判断: Elsinore Christian Center (supra note 149) , 270 F. Supp 2d 1180-82 
(C.D. Cal 2003) など。
183 それぞれSatanist (悪魔崇拝) 、Wicca (魔術崇拝) 、Asatru (北欧起源の自然崇拝) 、 the
Church of Jesus Christ Christians (クー ・ クラ ックス ・ クランの活動家が創始した白人至上主
義の宗教団体) に属していた (544 U.S. 709, 712 (2006) ) . なお、 判決の紹介と して高畑英
一郎 「立法による許容的宗教配慮」 憲法訴訟研究会・ 戸松秀典(編) 『続・ アメ リカ憲法判例』
134頁以下 (有斐閣・2014年) がある。 
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法 3 条の施設収容者に関する規定は、 私的な宗教活動に対して政府が設けた




当法廷は、 法を、 宗教に従うことに対する配慮を、 施設が秩序と安全を維持
する必要に優先させるものとは解さない。 判例は、 宗教に対する配慮が、 他の
重要な利益を上回らないよう判断しなければならないことを示している。 法が
極めて重要な政府の利益という基準を用いていることから、 裁判所は法の基準





んで不利益に扱うものでもない。 判例'88 は、 宗教に対する配慮を、 世俗の活
動に対する便益と抱き合わせにする必要はないと判断している'89。 
184 349 F 3d 257, 264 (6th Cir 2003) .
185 Cutter, 544 U.S. at 713. 州の奨学金が神学の学習者を適用対象から除いていたことが争わ
れた Locke v. Davey, 540 U.S. 712, 718 (2004) を引用している。
186 Cutter, 544 U.S. at 720-21.
187 ld at 722-23.
188 Corporation of the Presiding Bishop of the Church of Jesus Christ of Latter Day Saints v.
Amos, 483 U.S. 327 (1987) . 宗教団体やその関連組織が使用者である場合、宗教を理由とし
た雇用について人権保護法第7 編を適用しないとする規定は国教禁止条項に反しないと判断
した。 後述第4 章147頁を参照。 
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国教禁止条項の問題に限定した判決である。 そのため、 土地利用規制に関す
る法2 条の有効性'9°、 法が連邦議会の権限を逸脱するか否か'9' といった重要
な問題については、 脚注で問題を指摘するにとどめて判断を先送り した。 
2. 宗教の自由回復法を連邦機関に適用
1 ) オ ・ セ トロ判決
最高裁は2006年の Gonzales v. 0 Centre Espirita Beneficente Uniao do Vegetal 
判決で、 宗教の自由回復法を連邦機関に適用することを認めた。
原告・ 被上告人はブラジル発祥でキリスト教と南米土着の信仰に起源をもつ
心霊主義団体であり、 アメ リカ支部には約130人の信者がいた。 教義の中心は、
儀式でワスカ (hoasca) という茶を用いて霊的交感を得ることであり、 茶の原
料となるアマゾン産の植物2 種はそれぞれ、 幻覚成分のジメチルトリプタミ ン
と、 その作用を増進するアルカロイ ドを含んでいた。 薬物規制法 (Controlled 










側と団体側の立証は 「均衡している (in equipoise) 」。 ワスカ茶が宗教日的以
外に流用される点についても、 両者の立証はほぼ均衡している。
③従って政府は、 ワスカ茶の使用を禁じることによって生じる、 団体の真摯
189 Cutter, 544 U.S. at 724.
190 「本件では問題となっていない。 従って一見解を表明しない」 ( ld. at 715 n 3)。
191 控訴裁が触れなかったことを理由に、 検討していない(Id at 718 n 7)。 トーマス判事の同
意意見は、 国教禁止条項は連邦政府が州の公認教会 (19世紀初頭まで存在した) に干渉でき
ないこと を定めたとする持論を展開するものだが、 法が歳出条項または州際通商条項に基づ
く連邦議会の権限を逸脱する可能性を指摘している (Id at 726 n 2)。
192 21 U.S.C. §812(c) , Schedule I, at (c) (6) . 別表第 1 に列挙する薬物については、 厳格な規
制を受けた研究目的以外での輸入や使用を禁止している (21 U.S.C. §§823, 960(a) (1) )。
193 事実関係は 0 Centre, 546 U.S. 418, 425-26 (2006) による。
194 0 Centre Espirita Beneficente Uniao do Vegetal v. Ashcroft, 282 F. Supp 2d 1236 (D.N.M.
2002) . 




ロバー ツ長官の法廷意見は8 人の全員一致'95 で、 仮差止めを認めた下級裁
判所に裁量の濫用はないと して控訴裁の判断を支持した。
宗教の自由回復法については、 最高裁がフローレス判決で 「州に対して適用
することは、 修正14条 5 節が定める連邦議会の立法権限を逸脱すると判断し




政府は、 薬物規制法がジメチルトリプタミ ンなどを 「濫用の危険性が高い」
「現在のところ、 医療日的での使用が認められていない」 「医師の指示の下でも
安全性を確保できない」 薬物と して位置づけている'97 こと を理由に、 宗教上
の例外を認めると、 社会がその薬物に問題がないと誤解しかねないと主張し




同法は司法長官に、 「公衆の健康及び安全に反しないと認める場合には、 一 
定の製造、 頒布または調合に関する登録を求めない」 権限を認めている2°。 こ
れに基づいて、 過去35年にわたり先住民教会によるぺヨーテの使用が認められ、





必要性を主張する。 しかし、 いずれの判決も、 画一性という一般利益が宗教活
195 アリー ト判事は関与していない。
196 0 Centre, 546 U.S. at 424 n.1.
197 21 U.S.C. §812(b) (1) .
198 0 Centre, 546 U.S. at 430.
199 Id at 432.
200 21 U.S.C. §822(d) .
201 0 Centre, 546 U.S. at 432-33.
202 リー (第 1 章21頁を参照)、 ブラウンフェルト(16-17頁)、エルナンデス判決(27頁)。 
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動に対する実質的な負担を正当化したわけではない。 シヤーバート判決も、 一 
度免除を認めると宗教目的を装った詐欺請求が増えるといった 「なし崩し








法廷意見はシヤーバート、 ヨーダー判決に言及し、 「当法廷は、 一般に適用
できる政府の命令を正当化するために、 広く定式化された利益以上のものを求
め、 宗教を主張する個別の請求者に対して具体的な免除を認める際に生じると
主張された害悪を審査した」 ものと捉えた2°5。 また、 最高裁は宗教活動の自由
以外の分野でも、 極めて重要な利益による審査の場合には 「背景にある状況
(context matters) 」 に注意してきたこと、 厳格な審査は、 まさに 「関連する相













203 Id at 435-36.
204 ld at 437-38.
205 Id at 431.
206 Id at 431-32. 積極的差別是正措置に厳格な審査を適用したGruffer v. Bollinger, 539 U.S
306 (2003) 及び Adarand Constructors, Inc. v. Pena, 515 U.S. 200 (1995) 判決を引用。
207 0 Centre, 546 U.S. at 439. 
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a) スカリア判事はスミス判決で、 厳格な審査を適用して宗教活動に対する
規制を免除することを厳しく批判した。
b) ケネデイ判事はフローレス判決で、 権力分立の観点から、 司法が放棄し
た厳格な審査を立法によって復活することを退けた。




にもかかわらず、 この4 人はいずれも意見を示すことなく、 持論に矛盾する
とも思える法廷意見に加わったのである。
このような 「静けさ」 は、 いかなる理由によるものであろうか。 最高裁の構
成の変化 (スミス、 フローレスの両判決で厳格な審査を主張したオコーナー判
事の引退と、 両判決に関与していないロバーツ長官の登場) や、 宗教の自由回
復法が訴訟の動向にさ したる影響を及ぼさなかったこと を挙げる向きもある2°8 
が、 いずれも推測の域を出ない。 
第 6 節 権利の保障: 一般法、 個別法、 そして裁判
1. 州法の動向
スミス判決以後、 裁判による宗教活動の自由の保障が難しく なったと思われ
たために、 宗教の自由回復法 (RFRA) や宗教に関する土地利用及び施設収容




208 The Supreme Court, 2005 Term-Leading Cases, 120 HARv. L. REV. 125, 351 (2006) .
209 ウェブサイ ト(http://rfraperils.com/states/) (2014年 8 月29 日閲覧) による。 内訳は次の通り
(制定順)。 コネテイカツト (1993年 : CONN. GEN. STAT. ANN. §52-571b)、 ロー ド ・ アイラン
ド (1998年 : R.I. GEN. LAWS§§42-80.1-1 to-4)、 イ リノイ (1998年 : ILL. COMP. STAT. ANN. 
35/1-99) 、 フロリ ダ (1998年 : FLA. STAT. ANN. §§761.01-.05) 、 アラバマ (1999年 : ALA.
CONST art I, §3.01)、 アリゾナ(1999年 : ARIZ. REV. STAT. ANN. §§41-1493 to t493.02)、 サ
ウス・ カロライナ(1999年 : S.C. CODE ANN. §§1-32-10 to-60)、 テキサス(1999年 : TEx. CIv.
PRAC. & REM. CODE ANN. §§111.001-012)、アイダホ(2000年 : IDAHO CODE ANN. §§73-401 t0-
404)、ニュー・ メキシコ(2000年 : N.M. STAT. §§28-22-1 to 28-22-5)、 オクラホマ(2000年 :
OKLA. STAT. ANN. TIT 51, §§251-258)、 ペンシルウアニア (2002年 : PA. CONS. STAT. ANN.
§§2401-2407)、 ミズー リ (2003年 : MO. ANN. STAT. §§1.302-.307)、 ヴアージニア (2007年 :
VA. CODE ANN. §§57-1 t0-2.02)、 ユダ(2008年 : UTAH CODE ANN. §§63L-5-101 t0-403)、 テネ
シー (2009年 : TENN. CODE ANN. §4-1-407)、ルイジアナ(2010年 : LA. REV. STAT. §§13:5231-
5242) 、 ケンタツキー (2013年) 、 カンザス (2013年)。 このうちアラバマ州は州憲法の修正に
よる 
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しかしラン ド(C.C. Lund) は、 「多く の州では、 州のRFRA はほぼ法令集
に載っているだけのようだ」 と述べる。 法律を制定した州でも裁判はわずかで、
2010年の時点で、16州のうち10州では判決が2 件以下 ( 4 州では皆無) 、 制定
から10年以上の 5 州でも合計11件にとどまるためである2'°。
ラン ドはその原因を、 ①弁護士が専門家でなく、 宗教の自由を強力に保障す
る州法の存在を知らないために敗訴すること2'' や、 ②州の裁判官も州法に対
する理解がなく、 連邦最高裁判例以下の保護しか認めない、 あるいはスミス判
決と同一視する判決さえ下していること2'2 に求めている。 もっと も、 問題が
指摘され始めたからには、 状況が変化する可能性はある。 
2. 一般法批判
RLUIPA に反対したアイスクルーバーとセイ ジヤーは、 同法が囚人の宗教の
自由を保障したこ とについては説得力を認めている。 「平等な自由 (Equal 












がらも、 厳格な審査が有力宗教の優位を助長するのは 「平等な白由」 に反する
210 Christopher C. Lund, Religious Liberty after Gonzales・ A Look at StateRFRAs, 55 S.D. L.REv.
466, 467, 479-80 (2010) .
211 Id at 480-81.
212 Id at 485-87.
213 CHRISTOPHER L . E ISGRUBER & L AWRENCE G. SAGER, RELIGIOUS FREEDOM AND THE
CONSTITUTION, 269-270 (2007) .
214 Id at 270.
215 ld at 270-72. HAMILTON, supra note 108, at 78-110も具体例を挙げて詳細な批判を加え、
「RLUIPA の主たる問題は、 同じ地域区画における近隣財産の間での均衡を変えたことである」。
「住宅所有者にできないことを宗教関係者がしようとすることにより、RLUIPAや州の RFRA
の下では2 つの市民階級が生じる。 『宗教』 に分類される1 級市民と、 その他すべての2 級市
民である」 と論難する (ld. af to6-07)。 
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と懸念するようである。 前述のように (94~ 95頁) 、 法が宗教団体の関連事業
のために用いられ、 非宗教企業との公平を欠く事態が生じるおそれもある。 し




アイスクルーバーとセイ ジヤーは、 州議会が十分に証拠を集めもせずRFRA 
の引き写しのような州法を制定することも、 問題に対する適切な対応ではない











共善を考慮して定めること。 やみく もな免除(blind exemption) ではなく、 公
共の利益を考慮したものであること。 〔水面下での宗教団体と政治家との接触
による〕 静かな免除ではなく、 公の場での議論という試練を経たものであるこ
と」 の3 点を挙げる2'8。 「やみく もな免除」 の具体例は、 宗教の自由回復法で
あり、 宗教に関する土地利用及び施設収容者法である。
ハミルトンは政治の現実を無視しているわけではない。 「あまりにしばしば、
決定は議事堂の裏口でなされる」2'9。 議員たちは 「憲法をよく知らず」、 しばし
ば 「宗教については頭が混乱し (muddle-headed) 」、 「特殊利益に囚われて公共
の利益のために行動できない」22°。 ある意味痛快だが、 これでは 「あるべき論」
も台無しである。 結局、 個別の立法による対応を推奨しながら、 本人さえもそ
216 EIsGRUBER & SAGER, supra note 213, at 274-75.
217 HAMILTON, supra note 108, at 287-88.
218 ld at 302.
219 ld at 300.
220 レイ コックがハミルトンの著書から集めた記述である (それぞれ Id at 301, 165, 298)。
See Douglas Laycock, The Religious E)cempt1on Debate, 11 RUTGERS J.L. & RELIGION 139, 160
(2009) . 
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の効用を信じていないよ う に見える。 
3. 個別法による対応は有効か




会の調査力に対する 「ロマンテイツクな信仰」 にあるものの、 「議員はかなり
の調査ができるが、 めったにしない」。 公聴会の証人に対して問題を精査する
質疑ができる者はほとんどいない。 そして議員は自らの判断を、 公聴会での議
論よりも 「同僚、 ロビイスト、 献金者や支持者との記録に残らない議論」 や、
イデオロギーに基づいて行なうのである222。
現実政治の問題を痛感しながら、 それでも一般法の制定に尽力したのはなぜ








するには全く ふさわしく ない」223。 個別法による公共善の実現など、 期待でき
ないというわけである。
少数派宗教はもっとも保護を必要とするはずだが、 議員たちにはその用意も





派 (社会保険料)、 ユダヤ教 (ヤムルカ着用)、 アメ リカ先住民教会(ぺヨーテ
221 ld at 158.
222 Id at 160-61.
223 Id af t62-63.
224 ld at 163.
225 第 1 章21頁注70、22頁注74、26頁注96、58頁注221、本章74頁注38を参照c 
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使用) と、 ある程度社会で地歩を得ているか、 同情や敬意を呼ぶ存在であった








この現状は、 皮肉にもスミス判決の成果とさえ言えるかも知れない。 第1 章
で見たように、1980年代の最高裁は厳格な審査を看板倒れにしてきた。 同判決
に対する激烈な批判が連邦議会を動かし、 結局は最高裁を 「根負け」 させたよ
うにも見える。 下級裁判所の裁判官も、 そのような世論の影響を受けなかった





重点が個人から宗教団体の利益に移り行く感もあり ( この点は第4 章にも関わ
る) 、 やがて企業間競争における宗教と非宗教の対等性が大きな問題になるか
も知れない。
法規制の免除はあく までも例外と して認められ、 例外であるからこそ認めに
くいという、 判断の難しい問題である。 そのような局面に厳格な審査を用いる
ことが適切なのか、 なお疑問は残るのだが227。 
226 David B. Frohnmayer, m oymenf zvzszon v. Smzf .・ “e S af zdn 'f f a 「, 32
CARDoz0 L. REv. 1655 (2011) .
227 Eugene Vo1okh, A Common-Law Model for Re11gzous Exemptions, 46 UCLA L. REv. 1465
(1999) は、 スミス判決以前の厳格な審査が機能不全に陥ったこと を踏まえ、 法規制の免除に
ついては裁判官が個別の事件で他者への害悪の有無などを検討した上で判断し、 問題があれ
ば立法で是正するという、 いわば 「第3 の道」 を説く。 
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第 3 章 雇用における宗教問題
第 1 節 人権保護法第7 編




制定された人権保護法' の第 7 編 (Title VII of the Civil Rights Act of 1964) 
は、 雇用において人種を始めと したさまざまな理由による差別を禁じた。 これ
は民間企業などの使用者 (私人) にも平等保護の規律を及ぼすものだが、 差別
禁止事由の 1 つと して 「宗教」 を定めた結果、 私人間(ここでは雇用環境) に
おいて宗教活動の自由を保障する2 性格をも帯びている。
第 3 章では、 雇用関係における宗教問題を扱った概説書3 を参考に、 人権保
護法第 7 編が企業に加えている規制の概要を、 宗教と関わる部分について紹介





a) 1964年人権保護法第 7編 〔以下、 「第7編」と略称する〕 の703条 (a) は、
*初出 : 神戸市外国語大学 外国学研究54号33-53頁 (2003年)。1 “Civil Rights Act” については 「公民権法」 がほぼ定訳だが、 日本で 「公民権」 と言えば選
挙権や被選挙権を意味することが多く 、 広く 「人権」 を指すことは稀である。1964年法が、
交通機関、 宿泊・ 娯楽施設の利用や、 雇用などの分野について平等を実現しようと したもの
であることを考えると、 誤解を招きかねない。 日本で 「人権」 という場合、 しばしば差別を
始めと した私人間の問題について用いられることからも、 本書ではこの訳語を用いる。 田中
英夫 『英米法のことば』36-43頁 (有斐閣・1986年) を参照,
2 渡辺康行 「私人間における信教の自由一もう一つの 『イスラームのスカーフ』 事件が問い
かけるもの 」 『意法論集 樋口陽一先生古稀記念』117頁以下 (創文社・2004年) は、 イス
ラム教徒の女性がスカーフを理由にデパート を解雇された ドイ ツの事件から、 日本の問題に
も論及している。
3 宗教差別の問題 に絞っ た もの。 M ICHAEL W OLF ET AL., RELIGION IN THE W ORK:PLACE (1998) ;
R AYMOND F. GREGORY, ENCOUNTERING RELIGION IN THE W ORKPLACE (2011) .
雇用差別全般 を扱っ た概説書。2 CHARLES A. SULLIVAN & L AUREN M . W ALTER, EMPLOYMENT 
DISCRIMINATION: L AW AND PRACTICE § 8 (4th ed 2009) .
雇用機会均等委員会 (EEOC) が2008年に改訂した、 宗教差別事案を担当する職員の執務提
要 (Compliance Manual on “Religious Discrimination”) (http://www.eeoc.gov/policy/docs/ 
religion.html) (2014年 8 月31 日閲覧)。 
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使用者による、 採用から解雇に至るまでについての差別行為を禁じている。
「使用者による次の行為は違法な雇用慣行とする。
(1)人種、 性別、 皮膚の色、 宗教、 性別、 出身国を理由と して、 個人を雇用
せず、 雇用を拒み、 もしくは解雇すること、 または雇用の報酬、 期間、 条件、
利益 (privileges) に関して個人を差別すること。
(2)人種、 性別、 皮膚の色、 宗教、 性別、 出身国を理由と して、 個人の就労
機会を奪い、 もしく は奪いかねず、 または労働者(employee) と しての地位に
不利な影響を及ぼすような方法で、 労働者や求職者を制限、 隔離または分類す
ること。」4
b) 1972年の法改正は、 使用者が、 労働者の宗教信念や慣行に対して 「合理
的な配慮 (reasonable accommodation) 」 をすへきこと を定めている。 労働者の
請求に正当な理由があり、 使用者に 「不当な困難」 が生じないにもかかわらず
配慮をしない場合には、 それも差別となる。
c) 最近では、 宗教による嫌がらせ(religious harassment) も宗教差別と して
扱われるようになっている。 第7 編は明定していないが、 性による嫌がらせ




第 7 編の適用を受ける 「使用者」 は、州際通商に影響を及ぼす産業に従事し、
15人以上の労働者を有する者とされている7。 ただし 「州際通商への影響」 は
広く解されているため、 実際に意味を持つのは労働者数である。
「使用者」 の規定は、 連邦政府、 イ ンディアン部族、 純粋な私的会員制クラ
ブを除いているが、 連邦政府の職員については1972年の改正で、 別に差別禁止
規定が設けられた8。 州や白治体は法律制定時から 「使用者」 に含まれ、 これ
らの機関の職員も法の適用を受けるが、 公選や政治任用による職にある者は
「労働者」 から除かれている9。
また、 労働組合や職業紹介組織による差別も禁じている'°。 こ う して結局、
4 42 U.S.C. §2000e-2 (a) .
5 Meritor Savings Bank v. Vinson, 477 U.S. 57, 66 (1986) .
6 ただし本章では、 いくつかの判例に関連する範囲で断片的に触れるにとどめる。 
7 42 U.S.C. §2000e (b) .
8 42 U.S.C. §2000e-16.
9 42 U.S.C. §2000e (f) .
10 42 U.S.C. §2000e-2 (b) and (c) . 
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(Equal Employment Opportunity Commission= EEOC) に申し立てを行なう''。 













した場合、 協議が不調に終わったにもかかわらずEEOC が訴えを起こ さない
場合などには、 労働者はEEOCから提訴権の通知 (notice of right to sue) を
得て、 通知から90日以内に自分で訴えることができる。 
EEOCの統計によると、2013年度の事案処理は以下の通りである'6。 
a) 申し立ての新受件数は3721件 (20年前の1993年度は1449件)。 
11 申し立ては、差別行為から原則として180日以内にしなければならない (42 U.S.C. §2000e-
5 (e) (1) )。 ただし、 州や地方自治体の差別禁止法制による救済制度がある場合には、 その手
続が優先される。 現在では多く の州が個別に救済機関を設置しているという。
12 手続や救済内容については、 中窪裕也 『アメ リカ労働法(第 2 版)』232-241頁 (弘文堂・
2010年) 、 藤本茂 『米国雇用平等法の理念と法理』112-118頁 (かもがわ出版・2007年) を参
日召
13 EEOC ホームページによると、 調査には平均で6 か月近く を要すると している (2004年当
時) (http://www.eeoc.gov/emp1oyees/process.cfm) (2014年 8 月31 日閲覧)。
14 第三者を調停員と して調停(arbitration) に入る場合もある。
15 42 U.S.C. §2000e-5(f) (1) . この場合、 労働者は訴訟参加ができる。
16 EEOC ホームページの “Religion-Based Charges: 1997-2013” による (http://www.eeoc.gov/ 
eeoc/statistics/enforcement/religion.cfm) (2014年 8 月31 日閲覧)。 
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f) 申し立てに理由があるとされたのは168件 (4.3%) ( うち協議成立は49件)。
EEOCによる協議に至る場合( f) は少ないことがわかる。 ただし、EEOCの
調査中に一応の解決を見る (d, e) ことも多い。 申し立てに理由がないと判断
されても、 労働者は訴えを起こすことができる (⑤) が、EEOCが主張に合理
性を認めなかったことは、 裁判で不利に働く可能性がある'7。 
2) 救済の内容
裁判所が命じることのできる救済方法と して、 ①差別行為の差止め、 ②遡及
賃金 (back pay) 付きの復職や採用を始めとする積極的是正措置、 ③裁判所が




原告 (労働者) が勝訴した場合は、 原則として弁護士費用の支払いを被告(使
用者など) に命じなければならない2' が、 被告が勝訴した場合、 基本的には
原告に支払いを命じることはできない22 と している。 労働者が裁判を争いや
すくする扱いである。 
第 2 節 「宗教」 とは
1. 宗教の定義
第 1 章で宗教活動の自由条項について見たように、 第7 編の適用についても、
法の保護を受ける 「宗教」 の範囲が問題になる場合がある。
第 7 編の701条 (j) は、 「宗教」 の語は 「宗教儀式、 慣行及び教義のすべての
側面を含む」 と定めた23 が、 宗教とは何かを明らかにしていない。
雇用機会均等委員会の指針は、 宗教活動の定義について 「有神論または伝統
17 GREGORY, supra note 3, at 43.
18 42 U.S.C. §2000e-5(g) .
19 42 U.S.C. §1981a(a) .
20 42 U.S.C. §2000e(k) .
21 Newman v. Piggie Park Enterprises, Inc., 390 U.S. 400 (1968) 
22 Christiansburg Garment Co. v. EEOC, 434 U.S. 412 (1978) .
23 42 U.S.C. §2000e(j) . 
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宗教の概念に限られず」、 個人が 「伝統的な見解と同様の強さをもって」 抱い
ている 「善悪に関する道徳または倫理上の信念」 を含む、 と している24。
この指針は、 兵役免除における 「宗教」 の意味を緩やかに解した最高裁判例
(第 1 章32~ 33頁を参照) の影響によるものである。 簡単に繰り返すと、1965 
年の United States v. Seeger判決は、 宗教に基づく信念とは、 「信念を持つ者
の生活において、 伝統的な神に対するものと同様の位置を占めている、 真摯か








しかし、 新宗教や伝統的な発想から外れた 「教義」 が関わる事件では請求の
宗教性が争われ、 裁判所も検討せざるを得なく なる。
Peterson v. Wilmur Communications, Inc.事件では、 世界創造者教会 (World 
Church of the Creator) と称する白人至上主義、 黒人のアフリカ送還、 ユダヤ
陰謀論などを教義とする団体の宗教性が争われた。 会社の談話室を担当する管




団体の 「教義」 がクー ・ クラ ツクス ・ クラン(Ku Klux Klan) の主張と似て




24 EEOC Guidelines: 45 Fed. Reg. 72,611 and 72,610.
25 380 U.S. 163, 176 (1965) .
26 398 U.S. 333, 340 (1970) .
27 Bellamy v. Mason's Stores, Inc., 368 F. Supp le25, 1026 (E.D. Va. 1973) , af「d 508 F 2d
504 (4th Cir. 1974) は、KKK の団員であることを理由にした解雇に関して、 団体が唱える人
種差別、 反ユダヤ主義イデオロギーの 「限定された、 現世の、 政治的性質」 は 「宗教の意味
とは相容れない」 と述べた。 後のSlater v. King Soopers, Inc., 809 F. Supp 809, 810 (D. Co.
1992) も、 この判断に従っている。 
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州の雇用差別禁止規制に関するFriedman v. Southern Cali fornia Permanente 
Medical Group事件では、 絶対菜食主義 (vegan) の宗教性が問題になった。 医
療関係企業のコンピューター業務を期間限定で請け負っていた原告に正社員採




人の哲学」 にとどまり、 宗教ではないと判断した。 その根拠と して、 ①人間存
在の意味、 人生の目的、 人類の性質に関する理論、 生と死の問題のような 「基
本的または究極の問題」 に関わっていない。 ②人が依拠する力、 存在または信
仰に由来するものではない。 ③ (決定的な要素ではないものの) 宗教の形式ま
たは外面上の特徴を備えていない、 といった点を挙げている29。
判例は、 無神論も宗教に準じて扱っている。 Young v. Southwestern Savings 




銀行を去り、 宗教を理由と した解雇と して訴えたのである。
宗教差別を認めた控訴裁判決は、 原告が無神論者である事実を記した上で





(第 1 章20~ 21、34頁の失業補償関係判決を参照)。
なお、以下で扱う諸判例からも明らかなように、 裁判で争われるのは非主流、
少数派の宗教、 教派であることが多い。 概説書は、 宗教差別が問題になる信者
28 205 F. Supp. 2d 1014, 1022-23 (E.D. Wis. 2002) . 口頭弁論抜きの略式判決を求めた会社側
の主張を退け、 本件は宗教差別に当たると した。 しかし、 仮に降格を取り消したと しても、
職場の混乱や黒人従業員による雇用差別訴訟を招きかねず、 判決は不当な結果をもたらすだ
けに終わるとの批判がある (GREGORY, supra note 3, af t8-19)。
29 125 Cal. Rptr 2d 663, 685-86 (Cal. Ct. App 2002) , cert denied, 538 U.S. 1033 (2003) .
また、Brown v. Pena, 441 F. Supp. 1382, 1385 (S.D. Fla t977) , aft 'd 589 F 2d 1113 (5th Cir.
1979) は、 キヤツトフー ドを食べることが健康に寄与するとの 「教義」 は 「単なる個人の嗜
好」 に過ぎないと している。
30 509 F 2d 140, 142 n3 (5th Cir. 1975) . Reed v. Great Lakes Companies, Inc., 330 F 3d 931,
933 (7th Cir 2003) も、 「宗教」 の語は、宗教に対する反感を含むとしている。 
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が属する宗教、 教派の例と して、 無神論、 カ ト リ ック、 キリスト教原理主義、
エホヴアの証人、 安息日再臨派、 ユダヤ教、 モルモン教、 イスラム教、 アメ リ
カ先住民 (イ ンディアン) 教会を挙げている3'。 
2. 信仰の真撃さ
先の 2 件では、原告が真摯に信仰を抱いていることを被告(使用者側) も争
わなかった。 前述の通り判断の難しい問題であり、 真摯さについて裁判で争わ








EEOC v. Ilona of Hungary, Inc. 事件では、 美容院に勤めるユダヤ人女性が、
贖罪の日 (Yom Kippur) の休暇を申し出たが認められず、 当日に欠勤したた
めに解雇された。 裁判で会社側は、 これまで8 年間に宗教を理由に休暇を申し
出たことはなかったと主張した。




これに対してTiano v. Dillard Department Stores, Inc. 判決は、 主張の宗教
性を認めなかった。 デパートに勤める敬虔なカ トリ ック教徒の女性が、 ユーゴ
スラウ、ィア (1988年当時) への聖地巡礼のために無給の休暇を求めたが、 記念
セールの時期に当たることなどを理由に拒否され、 宗教差別だと抗議した。 そ
して、 欠勤して旅行した後に辞職を求められたのである。
控訴裁は、 特定の時期に特定の聖地巡礼旅行をする理由が、 女性の 「心の奥
深く から呼ばれていると感じた。 一行かなければならない」 との証言だけであ
ることを疑問と した。 そして、 ①原告が宗教差別を主張し始めた時期は、 航空
券が払い戻せないことを知つた後だった。 ②同行した友人は、旅について原告
と 「面白い冒険になる」 などと話していた。 また、 「旅行のはっきり した理由
31 GREGORY, supra note 3, at lee-114. 
32 108 F 3d 1569, 1575 (7th Cir. 1997) (en banc) 
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は思い出せない。 ただ、 行きたいと強く思ったのだ」 と証言した、 などの理由
から、 旅行の時期は原告個人の好みによるもので、 宗教信念とは言えないと し
て訴えを退けている33。 
第 3 節 「意図的な差別」 の立証
使用者が、 意図して宗教による差別をした場合には、 被害者、 すなわち職を
得られなかった求職者、 解雇された労働者、 昇進またはその他の利益を得られ
なかった労働者から、 「差別的取り扱い (disparate treatment) 」 と して第7 編違
反の責任を問われる可能性がある。
しかし原告は、 訴えを起こ しても、 後述する 「配慮」 の問題が関わっていな
ければ不利になる傾向があると言われる。 その主な原因は、 原告に課される立
証責任が重いことにある。 判例は、 立証の方法と して、 使用者による差別の意
図に関する直接の証拠を示す方法の他に、 間接または状況証拠によって、 原告




直接証拠になるものと して、 例えば特定宗教の信者を除外する募集34 のよ
うに、 それ自体が差別となる雇用方針の公表がある。 また、 特定の行為が差別
意思の証拠となる場合もある。
直接証拠と して争われるものの多くは、 上司などによる侮期 発言である。 
とは言え、 たまたまかけられた言葉がどのようなものであれば、 労働者に 「敵
対的」 と言えるのかを判断することは難しい。 継続して、 あるいは少なく とも
繰り返された言葉は、 宗教に対する敵意を示す証拠と して受け入れやすいが、
1 度だけであれば、 証拠と して不十分と判断される可能性がある。 ただし、 1 




拠による立証をしている。 判例は、 最高裁が人種差別についてMcDonne11 
33 139 F 3d 679, 682-83 (9th Cir. 1998) .
34 Abrams v. Baylor College of Medicine, 805 F 2d 528 (5th Cir.1986) . サウジアラビアで医
療活動を行なう医科大学が、 活動要員からユダヤ系の医師を外した。 
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Douglas Corporation v. Green判決で示した立証責任を転換する枠組み35 を、
宗教差別の事件に応用している。
原告に 「一応有利な事件」 であると証明するための要素は5 つある。
第 1 に、 原告が差別から保護される集団(protected class) に属しているこ
と。 宗教差別の場合は、原告は何らかの教義体系を信奉するか、 宗教慣行に関
わっていなければならない。
第 2 に、 原告が係争対象の職務に適性があること。 求職の場合には、 最低限
の資格要件を満たしていること、 解雇または懲戒の場合には、 労働者が職務を
十分に果たしていることを意味する。
第 3 に、 原告が不利な扱いを受けたこと。 求職者が必要な資格要件を満たし
ていながら採用を拒まれたり、 労働者が職務を十分に果たしていたにもかかわ
らず、 解雇または降格され、 あるいは昇進を拒まれるなどである。




このような4 つの要素に加えて、 宗教差別の事件では、 使用者が原告の宗教
儀式または慣行を知つていたことを証明しなければならない36。 使用者にとっ
て、 宗教は性別や人種ほどには明らかではないからである。
このように、 一応有利な事件、 つまり原告に職務の適性がありながら、 宗教
を理由に差別を受けたことが疑われる状況であったこと を立証すれば、 被告
(使用者) は、 白らの行為が差別ではなく、 正当な理由によることを立証しな
ければならない。 原告が敗訴するのは、 通常、 使用者が資格要件や勤務評価に
基づいて原告を扱ったとする証拠が認められた場合である。
使用者がこのような証拠を示すと、 立証責任は原告に戻り、 使用者の示した
理由が 「差別の口実」 であること を証明しなければならない。













411 U.S. 792, 802-03 (1973) .
Rosen v. Thornburgh, 928 F 2d 528, 532-34 (2d Cir. 1991) 
509 U.S. 502, 515 (1993) . 
を最終的に立証するのは容易ではない。 
信仰と法規制一 アメ リカ法の議論から一 121 
3) 動機の競合




最高裁は、 性差別が問題となったPrice Waterhouse v. Hopkins判決で、 裁判
所が動機の競合を認めたときは、 使用者は、 差別の動機がなく ても原告の扱い





昇進、 遡及賃金の支払いを命じることはできない。 原告に認められるのは、 差
止命令による救済、 使用者による行為の違法確認や、 弁護士費用の被告による
負担のみである4°。 




EEOC v. WilTel, Inc.事件は、 福音派キリスト教徒で南部バプテイスト教会
員の女性が、 不採用の後にたまたま友人を通じて面接担当者の発言を知つたこ
とが訴えの契機となった。 女性は面接の質問に対して、 人生の目的の1 つに
「神の意に叶うこと」 を挙げ、 失敗に対応する方法と して 「神に祈り、 失敗の
原因に処していく導きと知恵と強さを願う」 などと答えていた。 担当者の1 人
が 「彼女はイエスのく そつたれ(shit) に夢中で、 合わないから好き じやない」
と言ったことを友人から聞き、 宗教差別と して訴えたのである。
地裁は面接担当者の発言を差別の直接証拠と したが、 控訴裁は次の理由で認









490 U.S. 228, 244-45 (1989) . 
42 U.S.C. §2000e-2(m) .








見が明らかになることも少ない。 Weiss v. Parker Hanni fan Corp. 事件は、 そ
の珍しい例である。 倉庫に長く 勤めて新採用者の指導も担当していたユダヤ人
従業員 (職場では 1 人のみ) が主任に応募したところ、 他の者が選ばれた。 腹
を立てた同僚が選考を担当した配送センターの監督者に請問したところ、 「私
が監督者でいる限り、 ユダヤ(Jew) に倉庫管理などさせない」 との答えが返っ
てきたのである。













Citron v. Jackson State University 事件では、 ルーマニア出身のユダヤ人大学
教員が、 長期在職権 (tenure) が認められないまま任期の更新を拒まれたこと
を契機に大学を訴えた。 勤務割り当てについては、 ①大学院担当がないことや、
41 81 F 3d 1508, 1513, 1515-16 (10th Cir. 1996) .
42 747 F. Supp. 1118, 1122, 1127-28 (D. N.J. 1990) .
43 「びん (左右側頭の毛髪) を切ってはならない。 ひげの両端を損なってはならない」。 
44 849 F. Supp 673, 675-76 (E.D. Ark. 1993) . 
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②新入生向け科日の担当が他の教員に比へて多過ぎる点を、 人種、 宗教、 出身
国による差別と主張した。
しかし地裁は、 大学側の反論を認めて訴えを退けた。 ①原告は、 大学院の既














に担当の部署が入力ミスを起こ し、 修復のため相当な費用を要した。 結局解雇
され、 宗教信念による差別を訴えたのである。
女性は裁判で、仕事を最優先にすへきという保険組合の要求と宗教信念が衝
突し、 勤務態度や実績の質に影響したと主張したが、 「衝突」 に関する証拠を
示さず、 「影響」 の具体的な内容について説明しなかった。 他方で女性が多く
の問題を起こ したことは明らかだったので、 控訴裁は、 解雇の理由は勤務実績
の低さにあると判断している46。
これに対してVenters v. City of Delphi 事件では、 警察署の緊急無線通信を
担当する女性が新任の署長と対立した。 署長は 「生まれ変わり(born again) 」
のキリスト教義を振りかざし、 警察署を 「神の家」 と呼び、 女性との会話、 宗
教書、 テープなどによって信仰を説き、 教会通いを勧めて女性の 「魂を救おう」
と し続けたが、 女性は従わなかった。 署長は 「悪魔の道より神の道を選ばなけ
れば、 共に働く ことはできない」 とまで 「警告」 し、 結局女性は、 職務能力を
理由に解雇された。 
45 Citron v. Jackson State University, 456 F. Supp. 3, 11-12 (S.D. M iss. 1977) . この他に給与、
長期在職権の拒否、 報復による任期更新の拒否などを主張したが、 いずれも退けている。




けた点で環境型、 いずれの 「嫌がらせ」 も生じたと認めている48。
EEOC v. University of Chicago Hospitals事件では、 大学病院で新規採用を
担当する福音派バプテイストの女性が、 新しく人事部長となったカ トリ ックの
女性から、 机にあった宗教の標語を記したカレンダーや時計を 「宗教的過ぎる」
と して取り除く よう指示されたり、 教会からの採用をやめるように命じられた。 
部長は部下の管理職に対して、 女性は 「宗教を職場に持ち込み過ぎる」 「宗教




況だったと した上で、 部長の発言を重視して、 宗教を差別する敵意を動機とす
る解雇だと判断した49。
この他に賃金、 配置転換、 一時解雇(layoff) での宗教差別が主張された事
件もあるが、 原告が差別の証拠を示していないなどの理由で簡単に退けられる
傾向にある5°。 
第 5 節 宗教に対する配慮
1972年に 「宗教」 の定義規定である701条 (j) が改正され、 宗教差別の範囲が
拡大した。 EEOCの 「宗教差別に関する指針」(1967年) 5' を取り込んで、 労働
者の宗教儀式や慣行に対する使用者の配慮義務を定めたのである。
「〔本法に言う〕 『宗教』 の語は、 使用者が、 その事業遂行に不当な困難
(undue hardship) なく して労働者またはその予定者の宗教儀式または慣行に対
して合理的な配慮ができないと証明しない限り、 宗教儀式、 慣行及び教義のす
べての側面を含むものとする。」52
この定義規定と703条 (a) の差別禁止規定 (113頁) を読み合わせると、 事業
に不当な困難が生じない限り、 労働者の宗教に対して合理的に配慮しなければ、
それも宗教差別になるわけである。 
47 123 F 3d 956, 974 (7th Cir. 1997) .
48 Id at 975-77. 差し戻し審の途中で12万5千ドルの損害賠償を内容とする和解が成立した
(GREGORY, supra note 3, at 63)。
49 276 F 3d 326, 332-33 (7th Cir 2002) .
50 GREGORY, supra note 3, at 54-58.
51 . . 0.C ide加os on zscrzmznafzon eca se ezgzon, 29 C.F.R. §1605.2.
52 42 U.S.C. §2000e(j) . 
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使用者の配慮義務を定める法改正に際しては、 安息日を厳守する者
(Sabbatarian) の保護が主な目的とされた53。 実際の訴訟も、 多く が安息日や宗
教行事を理由と した勤務日程の調整をめぐるものである。 しかし、 その他にも




手順、2) 受けられない場合 (「不当な困難」 の問題)、3) 具体的な配慮の内容
の順に説明する。 
1. 配慮の必要性に関する立証






3 点について証拠を示すと、 労働者に 「一応有利な事件」 の立証となり、 立
証責任は使用者に移る。 使用者が責任を免れるためには、 次の2 点のいずれか
を立証しなければならない。
第 1 に、 使用者は合理的な配慮を提案したが、 労働者が受け入れを拒んだこ
とである。 使用者は、 労働者による提案や最善の方法を選ぶ必要はなく、 労働
者の宗教慣行と業務上の要求との対立を解決する何らかの合理的な配慮を示せ
ば良い。
第 2 に、 何らかの配慮によって 「不当な困難」 が生じることである。 最高裁
は、 不当な困難とは無視できない程度の負担であると している (後述 3 )。 
2. 配慮を求めることができる場合




53 SULLIvAN & WALTER, supra note 3, at 504 
54 WOLF ET AL., supra note 3, at 68. 
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ら問題が生じる可能性を継続して調へる こ と も非現実的だからである。 裁判所
















棄だと主張することがあるが、 裁判所は一般にこの主張を退けている。 EEOC 
v. Townley Engineering & Manufacturing Co. 事件では、 採用の条件と して毎
週、 特定の教派によらない礼拝に参加することを求められた労働者が、 数か月
後に出席を拒み、 やがて辞職した。 使用者は、 原告が採用時に異議を述へず、
相当期間出席していたことで権利を放棄したのだと主張したが、 控訴裁は、 一 
時的に会社の方針に従ったからと言って、 差別がなく なったわけではないと述
べ た 590 
3) 労働者の不利益
労働者に不利益が生じたことは、 裁判上さしたる問題とはならない。 裁判は
多く の場合、 職務規則に従わないことを理由に解雇され、 または懲戒処分を受
けた後に起こされるからである。 また、 信仰を守るために辞めたときは訴権の
放棄とはならず、 解雇とみなして訴えを起こすこともできる6°。 宗教を理由に
55 Id at 70.
56 Chalmers v. Tu1on Co. of Richmond, 101 F 3d 1012, 1020 (4th Cir. 1996) . 
57 WOLF ET AL., supra note 3, at 71.
58 829 F. Supp 853 (S.D. Miss. 1992) .
59 859 F 2d 610, 614 n5 (9th Cir. 1988) , cert denied, 489 U.S. 1077 (1989) 
60 Young, 509 F 2d af t44 (5th Cir. 1975) (前述117頁を参照) . 













めなければならない。 多く の裁判所は、 協議がなければ、 配慮による不当な困
難の抗弁が主張されても推測に過ぎないと して退け、 第7 編違反と判断してい
る 62。 - 般に週末勤務や残業の場合は、 使用者も労働者の家族や予定について
考慮することが多いが、 宗教を理由とした申し出については、 柔軟な一般的方
針があれば十分というわけでなく (結果と して、 配慮が認められない可能性が
あるため) 、 別途解決に努める必要があると している63。
宗教上の必要に合理的に配慮する方法を示した使用者は、 労働者が提案した
別の方法を受け入れる必要はない。 Ansonia Board of Education v. Philbrook 
事件では、 高校教員の信仰が、 祭日(学期間中の 6 日間を含む) の労働を禁じ
ていたが、 教育委員会が結んだ労働協約によると、 宗教を理由とした有給休暇
は3 日間だけで、別に認められる私用休暇を宗教目的で用いることはできなかっ
た。 教員は、 代理教員の給与(欠勤で失なう給与より安い額) を負担すること
を条件に、 有給休暇の取得を認めるように求めたが、 教育委員会は認めず、 3 
日間を超える欠勤を無給扱いと した。 最高裁判決は、 使用者は何らかの配慮を
示せば法律上の義務を果たしたものと している64。
Wright v. Runyon事件では、 土曜日を安息日とする郵便局員の配置転換が必
要になった。 安息日の勤務を必要と しない仕事を含めていくつかの地位が提示
されたが、 いずれも局員の希望を満たすものでなく 、 結局、 安息日の勤務を必
61 Ansonia Board of Education v. Philbrook, 479 U.S. 60, 69 (1986) .
62 EEOC v. Hacienda Hotel, 881 F 2d 1504 (9th Cir. 1989) (後述131頁も参照) .
63 EEOC v. Ithaca Ind., 849 F 2d 116, 119 (4th Cir ) , cert denied, 488 U.S. 924 (1988) 
64 Philbrook, 479 U.S. at 68-69 (後述132頁も参照) . 
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「不当な困難」 があれば、 労働者の宗教に対して 「合理的に」 配慮する必要
はない (あるいは、 配慮できない)。 この意味で、 不当な困難の有無は、 配慮
の合理性と裏表の関係にあると言えよう。 だが、 第7 編自体には定義がなく、
立法史も参考にならない。 この言葉の意味について最高裁が判断したのが




の世界規模教会 (Worldwide Church of God) に入り、 勤務日程変更による配
慮を受けていたが、 配置転換後の新たな地位では、 日程変更を認められるほど
十分な年功 (seniority) を持つていなかった。 休暇を取った同僚の代わりに土
曜勤務を求められた原告は異議を唱え、 会社は勤務割り 当ての変更を労働組合
に求めたが、 年功不足を理由に拒まれた。 職務の変更もうまく行かず、 結局原
告は土曜勤務を拒んで解雇され、 会社と組合を訴えたのである。
会社は、 ①原告の職務である供給部門は会社の運営にとって極めて重要であ
り、 土曜欠勤を認められない。 ②他の部門の者に交代させるのは、 他の部門の









2 F.3d 214, 217 (7th Cir. 1993) , cert domed, 510 U.S. 1121 (1994) .
Townley Engineering, 859 F 2d at 615.
Smith v. Pyre Mining Co., 827 F 2d 1081 (6th Cir. 1987) , cert denied 485 U.S. 989 (1988) 
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最高裁はこれを破棄した。
ホワイ ト判事の法廷意見は、 「不当な困難」 を 「無視できる程度を超える負
担 (more than a de minimis cost)」 であると解し68、 本件原告に対する配慮は
それに当たると判断したのである。 年功制に意義を認め、 「労働者が休みたい
日に働かねばならない場合を最小限にする中立的な方法を示している」 と述へ
た上で、 使用者は、 宗教上の理由に配慮するために、 有効な労働協約の年功制
規定を破ってはならないと した69。 この結論を支えるのは、 他の労働者の契約
上の権利を保障する必要と、 第7 編703条 (h) の文言である。
「使用者が、 真正の年功または成績制に従って、 労働者に異なる賃金の基準、









このように判決は、 「無視できない負担」 を判断するために、 さまざまな要
素を示している。 すなわち、 計量できる金銭負担、 計量し難い事業遂行の能率
低下、 他の労働者への不利な影響、 労働協約違反である。 非金銭的負担の判断
はしばしば主観的であり、 ハーデイソン事件での金銭負担も、 航空会社の規模
を考えればわずかなものである72。
法文が 「不当な(undue)」 困難と しているのは、 単に困難があるというだけ
でなく 、 それが 「相当の (substantial) 」 程度であることを求めているのであろ
う。 しかし判決は 「ささい(do minimis) でない」 程度と解して、 配慮が認め
られる範囲を狭めてしまった。 その背景と して、 当時の最高裁が国教禁止条項
に違反する可能性を懸念していたと捉える向きもある73。
判決は、 使用者には、 労働者の宗教慣行に配慮するために労働組合と交渉す
68 432 U.S. 63, 84 (1977) .
69 Id at 78, 80-81.
70 42 U.S.C. §2000e-2(h) .
71 Hardlson, 432 U.S. at 84-85, 81. 割増賃金の額を指摘したのは、 配慮を認めても不当な困
難は生じないと主張したマー シヤル判事の反対意見である (ld. at 92 n 6)。
72 WOLF ET AL., supra note 3, af to7.
73 SULLIvAN & WALTER, supra note 3, at 508, 511. 
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る義務はないと したが、 その大きな理由と して、 交渉の結果 「ハーデイソンや
彼のように宗教を厳格に信奉する者には休日を認めることになる一 しかしそれ
は、 週末には働かないことについて、 強いけれども宗教以外の理由を持つ者を
犠牲にすることで得られるのだ」 と述べている74。 これは、 配慮を求める労働
者を他の労働者より優遇することが不当な困難になるとの趣旨であり、 実は組
合や労働協約の存否とは関係がない。
そして判決の8 年後に、 最高裁はEstate of Thomton v. Calder Inc.判決 (第
1 章46頁を参照) で、 安息日について絶対的な配慮を定めた州法を違憲として
いる。 さらにその翌年のフイルブルツク判決 (前述127頁) は、 祭日に休むた
めに当日分の給料を諦める結果になっても 「合理的な」 配慮であると判断した
のである。 こ う して見ると、 合理的な配慮という制度自体の合憲性が最高裁で
争われたことはないが、 少なく とも当時は、 国教禁止条項との関係は無視でき
なかったのかも知れない。




まず、 困難の立証は推測によるのではなく、 具体的でなければならない。 使
用者が、 配慮の努力もせずに過大な困難を想定することに対して裁判所は懐疑
的である。 また、 一度配慮を認めると、 先例になって多く の者に広がるとの主
張についても、 推測に過ぎないと して退ける傾向にある。
さらに、 「不当な困難は、 同僚の不平以外にも証拠を必要とする一。 使用者








74 Hardison, 432 U.S. at 80-81.
75 Burns v. Southern Pacific Transp. Co., 589 F 2d 403, 407 (9th Cir. 1978) , cert domed, 439
U.S. 1072 (1979) . 







EEOC v. Hacienda Hotel判決は、 協約の年功制規定を理由に、 ホテルの2 
人のメイ ドが求めた安息日 (それぞれ土曜、 日曜) のための勤務日程変更を、
協議もせずに拒んだことを違法と した。 ①協約の文言は厳格でなく、 十分な年
功を持たない女性に宗教以外の事情による例外を認めた例もあり、 柔軟な運用






無視できない程度の同僚の負担と して、 ①勤務日程の交代を求める79、 ②年





金銭 (経済) 上の負担には、 生産性の低下、 交代要員の人件費などがある。 
これらについては、 以下の具体的な配慮の内容に関連させて説明する。 
76 Cook v. Chrysler Corporation, 779 F.Supp. 1016, 1023 (E.D. Mo. 1991) , aft 'd, 981 F 2d 336
(8th Cir. 1992) , cert domed, 508 U.S. 973 (1993) (後述134頁も参照) .
77 Lee v. ABF Freight System, Inc., 22 F 3d 1019, 1023 (10th Cir. 1994) (後述134頁も参照) . 
78 881 F 2d 1504, 1513 (9th Cir. 1989) .
79 Lee, 22 F 3d at 1023.
80 Cooper v. 0ak Rubber Company, 15 F 3d 1375, 1380 (6th Cir. 1994) (次頁も参照) .







たは交代する。 ②労働時間、 休憩、 休日について柔軟に日程を組む。 ③宗教上
の対立を抱えた労働者を、 異なる勤務割り当てや同格の地位に配置転換 (lat- 




最高裁はフイルブルツク判決 (前述127頁) で、 無給の休暇を与えることも、
「実際に働かなかった日の賃金を諦めることだけを求める」 合理的な配慮と し
ている83。 しかしこのことは、 使用者と労働者の不均衡につながっている。 最
高裁によると、 労働者に金銭上の損失があっても 「合理的な配慮」 になるが、
ハーデイソン判決で見たように、 使用者については、 無視できない程度の支出
が生じれば不当な負担、 つまり不合理となるのである。 EEOCの指針は、 複数
の方法があるときは、 使用者は労働者にもっとも不利にならない選択肢を示す
ように命じていた84 が、 フイルブルツク判決は、 「法の明白な意味に反する」
と して退けた85。






と述べたが、 結局訴えを退けている。 会社は、 操業には常に7 人の労働者が必




82 29 C.F.R. §1605.2(d) .
83 Philbrook, 479 U.S. at 70.
84 29 C.F.R. §1605.2(c) (2) .
85 Philbrook, 479 U.S. at 69 n 6.
86 15 F 3d 1375, 1379-80 (6th Cir. 1994) 
信仰と法規制一 アメ リカ法の議論から一 133 
産性の低下につながるとの主張に同情的である。
EEOC v. Caribe Hilton International 判決も、 3 人いるホテルのカジノ警備員




が及ぶときには、 「不当な困難」 の抗弁が認められる。 これに対して、 大企業
のさほど重要でない部門で、 特に交替者を通常用いているときは、 使用者の抗
弁は認められ難い88。
また、 事前の調整で生産性の低下を避けられるときも、 抗弁は退けられる。 





この事件では年に1 度の祭日であり、 問題は少ないとされたが、 特に小規模
な企業にとっては、 配慮のために定期的に欠勤を認めると、 欠員を常に補う必




なく 、 使用者も情報提供などで協力すへきとしている9°。 
a. 変更の方法
Opuku-Boateng v. State of Cali fornia事件では、 敬虔な安息日再臨派の信者




控訴裁は、 原告を一時雇用と して、 その間に別の部局に異動させる可能性を
87 597 F. Supp. 1007, 1011-12 (D.P.R. 1984) , qff d, 821 F 2d 74 (1st Cir. 1987) .
88 Protos v. Volkswagen of America, 797 F 2d 129 (3d Cir ) , cert domed, 479 U.S. 972 (1986) 
89 108 F 3d 1569, 1577 (7th Cir. 1997) .
90 29 C.F.R. §1605.2(d) (1) (ii) . 
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検討するように命じている9'。 また、 土曜勤務を外しても、 他の夜間や日曜勤
務を増やせば優遇にはならず、 州が勤務交替の仕組みを作ることも容易だとも
述べている92。 ただ、 使用者がどの程度、 日程の変更や勤務者の交替について
積極的役割を果たすべきなのか、 明らかではない。
Beadle v. Hi11sborough County Sheriff's Department判決は、 使用者が勤務当
番表を渡して、 毎日の点呼時や職場の掲示板によって交替者を募る機会を与え





しば使用者は、 賃金の問題以外に、 熟練が必要な地位での臨時雇いは、 能率、
生産の質量で劣り、 通常の労働者より高くつく と主張する。 裁判所もこのよう
な主張を認める傾向がある。
Cook v. Chrysler Corporation事件では、 自動車工場の組み立て作業員 (安息
日再臨派) が、 金曜日夜を含む勤務日程を、 安息日 (金曜日没から土曜日没ま
で) を理由に拒否して解雇された。 控訴裁は、 代わりに臨時雇いを用いると能
率が落ち、 不良製品を増やすと認めている94。 Lee v. ABF Freight System, Inc. 
判決も、 安息日再臨派の信者に配慮するために代わりのトラ ック運転手を他の
町から連れてく るのは、 無視できない負担と している95。
これに対して非熟練労働の場合、 不当な困難の立証は難しい。
Redmond v. GAF Corp.事件では、 エホウ、ァの証人の従業員が、 担当してい
た聖書研究会が土曜日になったために年に5 回程度の土曜残業を拒否して解雇
された。 控訴裁は、 ①助力を求められる者が多い。 ②土曜残業の必要は少ない。 
③誰でも十分にできる程度の仕事である、 との理由で不当な困難を認めなかっ
た 960 
91 95 F 3d 1461, 1474-75 (9th Cir. 1996) , cert denied 520 U.S. 1228 (1997) .
92 Id af t470-71.
93 29 F 3d 589, 593 (11th Cir. 1994) , cert domed, 514 U.S. 1128 (1995) .
94 981 F 2d 336, 339 (8th Cir. 1992) , cert denied 508 U.S. 973 (1993) (労働協約との関係
でも触れた) .
95 22 F 3d 1019, 1023-24 (10th Cir. 1994) (同上) .
96 574 F 2d 897, 903-04 (7th Cir. 1978) . 
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c. 安全への影響
配慮によって職場の安全が脅かされることは、 通常は無視できない負担にな
る。 ただ、 使用者が安全性の問題を主張したにもかかわらず、 勤務日程に配慮
すれば足りると した例もある。








め、 儀式参加から1 日間休ませれば、 事故の危険を除く ことができる98。 
3) 配置転換
勤務日程の変更などは一時的な解決に過ぎない。 恒久策と して、 同僚との職
務の交代や配置転換が考えられる。 この方法については、 賃金や責任の少ない
地位への配置転換を認める判決もある。






Haring v. Blumenthal 事件では、 内国歳入庁に勤めるカ トリ ック信者が非課
税団体申請を担当する審査官への昇進を求めたが、 妊娠中絶支持団体の審査を
拒んで昇進を拒否された。 地裁は、 関連の仕事量が2 %未満であり、 宗教上異
議のない他の審査官に仕事を振り替えることに問題はないと した'°。
Rodriguez v. City of Chicago事件では、 2 つの中絶診療所を含む地区を担
当していたカ トリ ックの警官が、 中絶反対デモに接するうちに診療所警備の職
97 幻覚成分を含むサボテンの葉。 第1 章56頁注212 を参照。
98 892 F 2d 1481, 1490-92 (10th Cir. 1989) , cert denied 495 U.S. 948 (1990) .
99 730 F 2d 1186 (8th Cir. 1984) .
100 471 F. Supp. 1172, 1180 (D.D.C. 1979) , cert domed, 452 U.S. 939, rob 'g domed, 453 U.S
927 (1981) . 
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これに対してRyan v. United States Department of Justice事件では、 連邦捜
査局 (FBI) で国内治安及びテロを担当するカ トリ ックの捜査官が、 宗教上の
理由から平和主義団体の調査を拒んで解雇された。
控訴裁は、 捜査官が公然と将来にわたって担当を拒んだことや、 連邦捜査局





慮は認められないが、 規則が統一性や 「職業人らしい」 外見の望ましさに基づ
く場合には例外を認めている。
EEOC v. Brink 's事件では、 ペンテコステ派の女性が配達員として採用され、
制服を着るよう求められた。 しかし宗教信念を理由にズボンを拒み、 制服と同
じ素材で作ったキュロッ トの着用許可を求めたが、 会社は拒否して解雇した。 
EEOCは会社を訴え、 会社は裁判中に女性を再雇用してキュロット着用を認め、
損害賠償を支払った'°3。
またEEOC v. American Airlines事件では、 イスラム教徒の女性が、 頭にか
ぶるスカーフ (hijab) を理由に航空券販売などの乗客サーウ、ィス担当職員に採
用されなかったことが争われた。 会社は女性に4 万 5 千ドルの損害賠償を支払
い、 服装規則を改めるなどの条件で和解した'°4。 
101 156 F 3d 771, 777-78 (7th Cir. 1998) . これに対してポズナ一判事は、警察、 消防、 軍隊と
いった公共の安全に関わる業務の中立性に対する社会の信頼を重視して、 職務の選択を認め
ることにより、 業務の有効性を害する点で不当な困難が生じると述べ、 次のライ アン判決も
引用して反対している ( a at 779-80)。
102 950 F 2d 458 (7th Cir.1991) , cert denied, 504 U.S. 958 (1992) .
103 “Brink's to Pay $30,000 to Peoria Area Woman for Failure to Accommodate Religious
Beliefs”, EEOC, news release, January 2, 2003 (http://www.eeoc.gov/eeoc/newsroom/release/ 1-2-
03b.cfm) (2014年 9 月 5 日閲覧) .
104 EEOCの2002年度訴訟報告書 (http://www.eeoc.gov/eeoc/1itigation/reports/02annrpt.html) (2014
年 9 月 7 日閲覧) による。 和解は同時多発テロ事件(2001年) 後の2002年 9 月に成立した。 










た。 地裁は、 ①レストランの印象を損ない、 経営を害する。 ②衛生に関する規
制違反のおそれがある。 ③例外を認めることで、 職場の規律や能率を害する、
という理由から、 原告への配慮は不当な困難を生じると している'°5。 しかし判
決は、 ①や③について証拠を示しておらず、 ②の規制は長すぎる髪やひげを対
象と したものである。
また、Kalsi v. New York City Transit Authority事件では、 地下鉄の車両検
査員となったシーク教徒のターバンが問題になった。 市交通局の規則は、 作業
での危険防止のため保護用ヘルメ ッ トの着用を定めていたが、 ターバンの上か




大きく なり、 しかも危険は本人だけでなく、 共に作業する同僚にも及びかねな
い点で、 不当な困難が生じると して訴えを退けた'°6。 
b. 同僚や顧客に対する影響
同僚や顧客に対する影響を理由に、 規則の例外を認めない場合もある。
Swartzentruber v. Gunite Corp. 事件では、 従業員の前腕の入れ墨がKKK 団
を象徴する図柄 (布を全身に覆った者が十字架を燃やす) であったため、 同僚
から不快や脅威を覚えるとの苦情があり、 会社は刺青に覆いをかけるよう命じ
た。 従業員は、 教会(Church of the American Knights of the Ku Klux Klan) 
の象徴だと主張したが、 地裁は、 配慮と して入れ墨を放置することは、 会社の
規則が禁じる人種による嫌がらせ(racial harassment) になり、 同僚を不快に
するため不当な困難になると した'°7。 
105 530 F. Supp. 86, 90 (N.D. Ga. 1981) .
106 62 F. Supp 2d 745, 760 (S.D. N.Y. 1998) 
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Cloutier v. Costco Wholesale Corp.事件では、身体改造教会 (Church of Body 
Modification) の教義に基づく と称して'°8 量販店レジ係の女性が顔にピアスを
つけていたために、 服装規則違反で解雇された。 女性は当初、 ピアスを絆創膏
などで隠す方法を提案していたが、 後に一切の妥協を拒み、 規則の例外を認め
るよう主張するに至った。




第 7 編は労働組合にも適用されるため、 組合も宗教に対する配慮を求められ
ることがある。 ただし前述のように、 使用者が労働者に対する配慮を検討する
際に、 組合は労働協約で獲得した権利を放棄する必要はない。 問題は、 労働者
が信仰を理由に組合費の支払いを拒否する''° 場合である。
全国労働関係法 (National Labor Relations Act) は、 労働協約に 「組合保障
条項 (union security clauses)」 を設けて、 雇用の条件と して労働組合加入や組
合費の支払いなどを義務づけることを認めている' ''。 しかし判例は、 組合保障
条項を理由に、 使用者または組合が 「労働者個人の宗教上の必要に対して合理
的に配慮するよう努める義務」 を免れることはできないと している' '2。
その結果、 使用者は、 宗教を理由に組合費を支払わない労働者を解雇した場
合には、 宗教差別と して訴えられる可能性がある。 第7 編の703条 (c) は、 組合
が解雇を求めた場合についても、 雇用差別になる旨を定めている。
「労働組合による次の行為は、 違法な雇用慣行とする。
(1)人種、 皮膚の色、 宗教、 性別、 出身国を理由にして、 個人を組合から排
除、 除名または差別すること一
(3)使用者に対し、 本条に反して個人を差別させ、 またはさせようとするこ
107 99 F. Supp. 2d 976, 979 (N.D. Ind. 2000) .




109 Id af t36-37.
110 Cooper v. General Dynamics, 533 F 2d 163 (5th Cir. 1976)では、 安息日再臨派の労働者が、
労働組合を支持することは 「汝の敵 〔この場合は使用者〕 を愛せよ」 の教えに反すると主張
した (Id af t66)。
111 29 U.S.C. §§158(a) (3) , 186(b) .
112 McDaniel v. Essex Intern., Inc., 571 F 2d 338, 343 (6th Cir. 1978) . 
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と 」113















控訴裁は、 組合の提案は、 中絶を支持する組織と関わりたく ないという助教











113 42 U.S.C. §2000e-2 (c) .
114 29 C.F.R. §1605.2(d) (2) .
115 Nottelson v. Smith Steel Workers D.A.L.U. 19806, 643 F 2d 445, 452 (7th Cir ) , cert domed
454 U.S. 1046 (1981) .
116 904 F 2d 331, 335 (6th Cir. 1990) . 類似の事件として、 妊娠中絶や死刑に関する組合の方
針に対する異議が問題となったEEOC v. American Federation of State, County and Municipal 
Employees, 937 F. Supp. 166 (N.D. N.Y. 1996) がある。
117 29 U.S.C. §169. 
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る。 しかし、 法の適用対象が 「真正の」 宗教で、 「伝統的で確立した」 信条ま
たは教義であることを要求するのは、 憲法修正1 条や第 7 編の判例が、 宗教の
意味内容を広く解してきた傾向 (115~ 117頁を参照) とは相容れない。
この点について、1990年のWilson v. National Labor Relations Board判決は、
原告の組合費支払いに対する異議は個人の信条によるもので、19条の要件を満
たさないと した全国労働委員会の判断を退けた。 そして、 ①同条は法の適用を
受ける宗教と受けない宗教を差別しており、 そのような差別には極めて重要な
利益を認められないから、 宗教活動の自由条項に違反する。 ②また、 一部の宗





第 6 節 職場での宗教表現
職場での宗教表現は、 宗教信念を理由とした主張による解雇、 職場での宗教
儀式や礼拝への参加、 労働者の宗教に基づく表現行為をどの程度認めるのか、





主な問題であった。 判例は、 参加しなかったことを理由と した解雇または辞職
を宗教差別と認めたり、宗教に対する配慮として参加義務の免除を求めていた。 




118 920 F 2d 1282, 1287-88 (6th Cir. 1990) , cert denied 505 U.S. 1218 (1992) .
119 WOLF ET AL., supra note 3, af t41. 同書は、 ウイルソン判決によって19条は効力を失った
と捉えている。
120 Townley Engmeering, 859 F 2d at 615-16. 
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2) 労働者による宗教表現
最近では、 労働者が信仰について職場で話し、 主張することが問題になる事
例が増えている。 裁判所は、 「不当な困難」 を主張するには具体的な立証が必




るか、 あるいは、 配慮をどの程度にとどめるか、 という問題が生じる。 部下や





第 1 に、 労働者が勤務時間中に宗教に関する話をしたり、 それによって同僚
が気を散らされたり して、 職場の生産性が落ちる場合がある。
Wilson v. U.S. West Communications事件では、 カ トリ ックの女性が、 胎児




を付ける。 ③写真のない、 標語のみのボタンに変える、 のいずれかを選ぶよう
提案した。 会議での同席を拒む同僚も現れたが、 女性は一切の妥協を拒んで解
雇された。 控訴裁は、 会社の提案を合理的な配慮と認め、 無制限にバッジ着用
を認めることは不当な困難になると した'22。
第 2 に、 言動を不快に感じた同僚からの苦情を使用者が受けた場合である。
Chalmers v. f uton Co. of Richmond事件では、 バプテイスト教会員で福音
主義の信仰を持つに至った女性が、 直属の上司には、 自分の信仰を共有しない
ことは罪であるとの手紙を、婚外子出産後に療養中の部下には、 私行を批判し、
「神のもとへ行き、 罪の許しを乞え」 と書いた手紙を送って激怒させ、 不当に
121 EEOCは1993年に、 性による嫌がらせに倣った、 宗教による嫌がらせについての指針を提
案した。 しかし宗教団体から反対があり、翌年に撤回されている(WOLF ET AL., supra note 3, 
at 53 n.1; GREGORY, supra note 3, at 237)。 指針を口実にして、 職場での宗教表現が抑圧さ
れかねないとの反対論だったようである。
122 58 F 3d 1337, 1341-42 (8th Cir. 1995) . 
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Bodett v. CoxCom Inc.事件では、 部下の同性愛に対する批判が問題になっ
た。 福音派キリスト教の女性管理職が、同性愛を公言していた部下の女性から、
交際相手と別れた後の家賃支払いについて相談を受け、 「神の意向は男女間の
関係である」 「同性愛は間違っており、 神は罪だと考えておられる」 などと語
り、 宗教系の女性集会の切符を渡して出席を勧めたり した。 勤務評価の際も、
「女性とデート していたらがっかりする」 と言った。 部下は転勤が決まった後
に上司に報告し、 内部調査の結果、 管理職は性的指向(sexual orientation) に
よる嫌がらせを禁じた規則の重大な違反を理由に解雇された。
元管理職は裁判で、 解雇は同性愛に反対する宗教信念を理由と した差別だと
主張した。 しかし控訴裁は、 原告が言動をおおむね認めている上に、 次の点を
立証していないと して訴えを退けた。 ①宗教信念以外の理由で同じ言動をした
場合には解雇されないこと (宗教を理由と した不利益があること)。 ②会社の
示した解雇理由が口実であること、 である'24。
宗教教義を理由に同性愛に反対する者は多いが、 これを職場に持ち込むのは
大きな紛争の原因になる。 同性愛は第7 編の適用対象ではないが、 性による嫌
がらせ防止規則で保護の対象とする企業は増えている。 宗教を理由にしても、
規則違反は、 ボデッ ト事件のように解雇にまで至るかはともかく、 懲戒処分を
受ける可能性がある。 州や地方自治体の法制度でも、 同性愛者に対する嫌がら






Anderson v. USF Logistics (IMC) , Inc. 事件では、 メ ソデイスト監督教会
(Methodist Episcopal Church) 信者の女性が、 会話や手紙を 「恩寵の日であり
123 101 F 3d 1012, 1021 (4th Cir.1996) , cert domed, 522 U.S. 83 (1997) 
124 366 F 3d 736, 744-46 (9th Cir 2004) .
125 GREGORY, supra note 3, at 235-36. 
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ますように (Have a Blessed Day) 」 で締め括る習慣があった。 昇進して顧客
や商品販売者との連絡を担当する地位に就いた後、 有力な取引先であるマイク
ロソフ ト社の従業員から2 度の苦情があり、 同社への電子メールでは止めるよ
うに上司が注意しても、 自分の宗教慣行の基本だと反論した。 会社は、 顧客や
同僚とのやり取りの結語で 「宗教、 個人、 政治に関する言明」 をしないよう求
める方針を示したが、 女性には同僚とのやり取りでは例外を認めた。 しかし女






おり、 状況はウイルソン事件 (141頁) によく似ていると述べている'26。 
2. 企業の方針に対する異議
最近では、 使用者が性的指向を含む 「多様性」 を促進する方針に対して、 労
働者が宗教を理由に疑問ないし異議を唱える事例が現われている。
Buonanno v. AT&T Broadband, LLC事件では、 会社が 「多様性の指針」 に
同意を求めたのに対して、 「我々皆の間にある違いを十分に認識し、 敬意を払









者択一 を迫っている。 対応した上司は従業員の意図を十分理解できず、 「哲学
論争だ」 と片付けてもおり'28、 異議を受けて疑心暗鬼に陥った可能性さえ感じ
させる事例である。
これに対してPeterson v. Hewlett-Packard Co. 事件では、 同性愛を聖書に反
126 274 F 3d 470, 476-77 (7th Cir 2001) .
127 313 F. Supp 2d 1069, 1082-83, 1086 (D. Colo 2004) 
128 ld at 1076. 
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けた。 上司らは、 ポスターは寛容を促すためのものと説明したが、 従業員は、










129 イザヤ書3 章9 節、 レビ記20章13節。 358 F 3d 599, 601-02 (9th Cir. 2004) 
130 1d. at 607. 
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第 4 章 宗教団体と雇用差別禁止法
第 3 章で述べたように、1964年に制定された人権保護法第7 編 〔以下、 「第
7 編」 と略称する〕 の703条 (a)は、 雇用関係行為について、 使用者が人種、 宗
教、 性別、 出身国を根拠に差別することを禁じた。
ところが宗教団体やその付属・ 系列組織は、 第7 編自体の例外規定やアメ リ
カ合衆国 (連邦) 憲法修正 1 条の宗教条項を根拠に、 第7 編の適用対象から除
かれることがある。
差別の根絶を国の重要な政策と しながら、 宗教関係の団体や組織を例外扱い
するわけである。 確かにこれも宗教に対する配慮の一環と言えようが、 第3 章
で見た 「合理的な配慮」 とは異なり、対象は個人(労働者) でなく団体(使用
者) である。 その結果、 宗教を理由に団体を保護することで、 個人を犠牲にす
る場合も生じる。 第4 章では、 この問題に関する制度や判例を概観し、 学説の
議論を検討する。 
第 1 節 人権保護法第7 編が定める適用除外
労働者が、 使用者である宗教団体に対して、 第7 編に基づく雇用差別の訴え
を起こ した場合、 被告の宗教団体が第7 編の適用を免れるための抗弁は2 つ考
えられる。 第1 に、 差別の根拠が宗教である場合、 宗教団体は第7 編が定める










外の範囲はかなり狭められた。 宗教団体は、 その 「宗教」 活動に関わる職務に
*初出 : 神戸市外国語大学 外国学研究80号37-56頁 (2011年) 、 神戸外大論叢63巻 1 号113-135頁(2013年)。
1 「本編を、 一宗教法人、 社団及び団体に適用してはならない」。 H.R 7152, H.R. Rep. No.




1972年の法改正では、 「宗教」 の限定が除かれ、 宗教団体は宗教・ 非宗教す





703条 (e) (2) は、 宗教団体が運営する学校についての適用除外を定める。
「特定宗教または特定宗教の法人、 社団もしくは団体が、 全部または一部を
所有、 支援、 監督もしくは経営しているとき、 あるいは、 その教育課程が特定
宗教の宣布を目的とするときには、 学校、 単科大学、 総合大学またはその他の
教育もしくは学習の施設が特定宗教の労働者を臨時及び正規に雇用することを、
違法な雇用慣行と してはならない」4。
これらの規定から、 すべての宗教団体や宗教系学校は、 採用や昇進など、 雇
用に関するさまざまな決定に際して宗教を考慮できる。 一般従業員を含むすべ
ての労働者を、 特定宗教の信者に限定することも可能である。 例えば宗教団体
は、 特定宗教(または教派) の信者だけを職員にすることができ、 宗教系学校は
特定宗教の信者であることを教職員の採用条件にできる。 他方、 宗教性を持た
ない団体や学校が同じことをすれば、 「違法な差別」 となる。 
2. 法規定の合意性
1972年の法改正は、 憲法修正1 条の国教禁止条項に違反する疑いがあった。 
宗教活動に関わらない雇用での宗教差別について、 使用者が宗教団体の場合に
は第 7 編の適用を免れるが、 非宗教団体の場合には責任を問われるのでは、 宗
教団体の優遇になるというのである。
King's Garden, Inc. v. FCC判決 (1974年) は、 違憲の疑いを指摘している。 
非営利宗教団体が免許を持つラジオ局が、 採用募集の際に応募者本人やその配
偶者がキリスト教徒であるかを問うことは宗教差別であると訴えられた。 連邦
通信委員会 (FCC) が差別を認め、 雇用方針や慣行について報告を命じたため、
2 1964年の時点では、 現行702条 (a) の 「その活動」 が 「その宗教活動」 になっていた。 Civil
Rights Act of 1964, Pub. L. No 88-352, §702, 78 Stat 241, 255.
3 42 U.S.C. §2000e-1 (a) .なお、 アメリカ障害者法(Americans with Disabilities Act) 103条(d)
にも同様の規定がある。 See 42 U.S.C. §12113(d) (1) .
4 42 U.S.C. §2000e-2(e) (2) . 





控訴裁は改正法の立法過程を検討し、 連邦議会の意図は、 広く非宗教活動一 
般についてではなく、 主に宗教系学校の教員を適用の対象外とするものと解し





後に最高裁が合意性を判断するこ とになった。 Corporation of the Presiding 




茶・ 酒・ たばこの禁制を遵守している場合に出される) を得られず解雇された











5 498 F 2d 51, 53-56 (D.C. Cir ) , cert domed, 419 U.S. 996 (1974) .
6 Lemon v. Kurtzman (1971) 判決が、 国教禁止条項をめぐる訴訟の判断基準と して示したも
の。 政府の行為が、 ①目的が世俗的である。 ②その主な効果が宗教を援助も抑圧も しない。 
③教会と国家との過度の関わり合いをもたらさない、 の3 点と も満たさなければ違憲となる
(403 U.S. 602, 612-13)。
7 483 U.S. 327, 335-39 (1987) . ホワイ ト判事による法廷意見。 
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3. 適用除外に関する判例
702条 (a) は合憲とされたが、 規定の適用をめぐり、 宗教団体に当たる使用者
の範囲や、 認められる 「差別」 などについての訴訟が続いた。 
a. 使用者は 「宗教団体」 に当たるか
1) 新聞 : Feldstein v. Christian Science Monitor (1983年)





は宗教に関する質問もあった(①教会の信者か。 ②酒、 たばこ、 麻薬、 薬物を
使っていないか。 ③説教の生徒か。 ④宗教所属の履歴)。 また、 応募者は信者
2 名による推薦書を提出する必要もあった。 原告は応募1 か月後に不採用とな















第 7 編違反の宗教差別で訴え、 大学は世俗組織であると主張したが、 地裁、 控
訴裁ともに訴えを退けた。
控訴裁は、 次の理由から大学が宗教教育施設であると認めた。 ①バプテイス
ト協議会から提供される資金が最大の財源 (予算の 7 %) である。 ②バプテイ
8 555 F. Supp. 974, 977-79 (D. Mass. 1983) 
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た校長と対立したためであり、 第7 編は、 宗教組織がその考えと一致する者だ
けを雇うこと を認めていると したのである9。
3) 児童保護施設 : Fike v. United Methodist Children's Home of VA. (1983年)
原告はメ ソデイストの平信徒で児童保護施設の事務長だったが、 施設は原告
を解任して聖職者に交代させたため、 施設を宗教差別で訴えた。




4) 鉱業設備製造会社 : EEOC v. Townley Engineering & M fg. Co. (1988年)
特定の教派によらない毎週の礼拝に出席を求める会社に雇われた原告は、 5 
年後に無神論者との理由で上司に出席の免除を求めたが拒まれたため、 雇用機
会均等委員会 (EEOC) に宗教差別を申し立て、 後に辞職した。 EEOCは会社
を訴えた。
控訴裁は、 会社は営利目的で鉱業設備を生産しており、 教会に属したり援助
を受けているわけではなく、 定款も宗教目的に言及していないから、 所有・ 経
営者が熱心な宗教信仰を持っていることや、 教会への寄付や毎週の礼拝がある
程度では宗教的とは言えず、 主として世俗の会社であるとした''。
5) 学校 : EEOC v. Kamehameha Schools (1993年)
ハワイ最大の地主だった女性の遺贈で1884年に創設された男子校と女子校で
は、 その遺志によって教員は 「永遠にプロテスタント信者でなければならない」





9 113 F 3d 196, 199-200 (11th Cir. 1997) .
10 547 F. Supp 286 (E.D. Va. 1982) , qff d, 709 F 2d 284, 290 (4th Cir. 1983) . ただし、 解
任の理由について宗教差別を証明できていないとしている ( a at 286, 290-91)。
11 859 F 2d 610, 619 (9th Cir. 1988) , cert denied, 489 U.S. 1077 (1989) . 
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生徒の倫理的判断能力を育成する こ と に変わってきている。 ③教員に対してプ
ロテスタント教会の積極的な信者であるように求めたことはない。 ④生徒の宗
教属性を問題にせず、 現在ではプロテスタントの生徒は3 分の 1 に満たない。 
⑤ある程度の宗教教育はなされているが、 特にプロテスタントの教義を伝えよ
うとするものではなく 、 生徒の改宗に努めてもいない。




702条 (a) により宗教系団体の使用者は、 労働者や求職者に使用者が属する宗
教の信者であることを求めることができる。 それに加えて、 労働者に対して宗
教慣行を遵守することまで要求できるのであろうか。 
1) 再婚 : Little v. Wuerl (1991年)
原告はプロテスタントだが、 カトリ ック小学校の女性教員( 1 年契約) だっ




た醜聞、 カトリ ック教会の公的教説、 教義、 法を公然と否定すること」 を挙げ、
教員便覧はその具体例で 「カ トリ ック教会が認めない婚姻をすること」 を示し
ていた。
原告は採用当初は結婚していたが後に離婚して、 カ トリ ック教会で洗礼を受
けたが今は信仰を持たない男性と再婚した。 カ トリ ックの教義では、 一度カ ト
リ ックの洗礼を受けた者(本件では再婚した夫) は終生信者であり、 離婚経験
者 (原告) との結婚は認められないから、原告は最初の結婚の無効手続を取る
べきであった。 学校は、 彼女が再婚した年度末に、 適切な教会法手続を取らな
かったことを理由に契約更新を拒否した。 そこで原告は学校を宗教差別で訴え




12 990 F 2d 458, 461-63 (9th Cir ) , cert denied 510 U.S. 963 (1993) 
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もしたと論じた。 そして、 宗教学校が、 公然と宗教上の原則に沿わない行動を
したカ トリ ック ・ 非カ トリ ックの教員を解雇することは、 第7 編が定める宗教
差別の禁止に違反せず、第7 編の適用除外は、再婚を理由に契約を更新しなかっ
た学校の決定にも適用されると判断した'3。
2) 婚外関係 : Boyd v. Harding Academy of Memphis, Inc. (1996年)
原告は独立のキリスト教会が設立した学園の女性幼稚園教員だった。 学園の
教員はキリスト教徒のみで、 新約聖書を宗教教育に用い、 教会の宗教原則の一 
つが婚外関係の禁止であった。 彼女は未婚で、 採用の翌年に妊娠して解雇され
た (園長は、 子の父親と結婚すれば再雇用すると告げた) ため、 妊娠を理由と
する解雇で性差別であると訴えた。





第 7 編が、宗教団体以外の使用者についても、宗教を理由とした雇用(差別) 
を認める場合がある。
703条 (e) (1) は、 「宗教、 性別または出身国が、 特定の業務または事業を通常
行なうために合理的に必要な、 真正な職業要件(bona fide occupational qualifi- 
cation) であるときは、 使用者が宗教、 性別または出身国を理由に労働者を短
期間または長期間雇うこと一 を違法な雇用慣行と してはならない」 と定める'5。
「真正な職業要件」 を理由にできるときは、 宗教団体に限らず、 どの使用者
にも、 宗教、 性別、 出身国による別扱いが認められるというのだが、 これは差
別禁止の抜け穴にもなりかねない。 そのため、 最高裁はこの例外を厳格に解し
ている。
女性差別に関するDothard v. Rawlinson判決 (1977年) では、 「真正な職業
要件」 は 「一般的な差別禁止に対する極めて狭い例外」 であると述べ'6、
International Union, UWA v. Johnson Controls判決 (1991年) でも、 「職務に関
連する技能」 に関わるもので、 使用者の 「本質または核心にある業務」 に関連
していなければならないとする'7。 
13 929 F 2d 944, 951 (3d Cir. 1991) .
14 887 F. Supp. 157, 159, 161-62 (W.D. Tenn. 1995) , af t 'd, 88 F 3d 410 (6th Cir. 1996) 
15 42 U.S.C. §2000e-2(e) (1) .
16 433 U.S. 321. 334 (1977) . 
152 山ロ 智
1) サウジアラビア勤務のヘリコプター操縦士: Kern v. Dynalectron Corp. 
(1983年)
原告はヘリ コプター操縦士で、 その会社はサウジアラ ビアで働く操縦士を提
供する契約を結んだ。 業務はイスラム教徒巡礼団のメ ッカ輸送を含んでいた。 
イスラム法はイスラム教徒でない者が聖地メ ッカに入ることを禁じており、 操






2) 宗教系大学の哲学部教授 : Pime v. Loyola University of Chicago (1986年)




当時、 同学部で長期在職権を持つ教員は31名で、 そのうち7 名がイエズス会




地裁 ・ 控訴裁も認めた。 学生たちがイエズス会士に必要な訓練を受けた教員と
接することができるのは有意義であり、 イエズス会士がいなければ、 ロ ヨラ大
学での教育経験が違ったものになるとの理由である'9。
3) キリスト教学校の司書: Vigars v. Valley Christian (1992年)
原告が学校司書と して勤めるキリスト教学校は、 教職員に 「ボーン・ アゲイ
ンの信者で、 一貫した実践的なキリスト教信者の生活を送る」 ように求めてい
た。 教職員は、 キリスト教原理主義の価値を教えこむ教会の使命に加わり、 キ
リストの生活に倣った原理主義の生活様式をおく ることを誓う声明に署名しな
ければならない。 
17 499 U.S. 187, 203 (1991) .
18 577 F. Supp. 1196, 1201 (N.D. Tex t983) , aj「d, 746 F 2d 810 (5th Cir. 1984) .
19 803 F 2d 351, 353-54 (7th Cir. 1986) . ただし5 年後の Johnson Controls判決が職業上の必
要を理由と した適用免除の範囲を狭めたため、 判例と しての有効性には現在では疑問がある。
2 CHARLES A . SULLIVAN & L AUREN M . W ALTER, EMPLOYMENT D ISCRIMINATION: L AW AND
PRACTICE §8.07, at 520 (4th ed 2009) . カメハメハ学校判決(149頁) も参照。 
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原告は最初の婚姻の無効手続中に、 再婚を考えていた相手との子を妊娠した




第 2 節 意法修正1 条と 「聖職者例外の法理」
第 7 編が宗教団体に認めている例外扱いは、 宗教に基づく雇用関係の判断を
許すものだが、 性別や人種などによる別扱いは認めていない。 しかし判例は、
聖職者や、 それと同視できる職務については、 意法修正1 条が定める宗教活動
の自由や国教禁止、 同条から導かれる宗教団体の白律権により、 宗教団体の決
定は第 7 編や年齢差別禁止法の適用を受けないと判断してきた。 「聖職者例外
の法理 (ministerial exception)」 と呼ばれる2'。
最高裁は第 7 編の制定以前から、 憲法解釈と して裁判所は教会の内部問題に
介入できないと判断してきた。 聖職者の選任は教会にとって極めて重要な内部
問題であるから、 修正1 条の宗教条項は裁判所に、 聖職者の選任については審
査しないように求めているとされ、 教会の内部規則や人権保護法規に反するこ
とを理由に争われる場合でも、 裁判所は教会の聖職者選任権を尊重すべきだと
いうのである。 こ う して、 政府が職場から差別を取り除く という最高度の日的
に仕える政策と、 教会が政府の干渉を受けずに内部問題を処理する権利とが対
立することになる。 
1. 第 5 巡回区控訴裁における初期の判例
1) 救世軍の聖職者 : Mcc lure v. The Salvation Army (1972年)
聖職者例外の法理を初めて正面から認めたと される判決である。
原告は救世軍の女性士官 (他教派の牧師に当たる) だったが、 同等の地位に
ある男性士官より給与が少ないことを上司やEEOCに申し立てたところ解任





20 805 F. Supp. 802, 808-09 (N.D. Cal. 1992) .
21 福嶋敏明 「雇用差別禁止法と宗教団体の自由」 神戸学院法学38巻 2 号49頁以下 (2008年)
は、 宗教条項判例、 特にスミス判決(第 1 章56~ 60頁) との関係に重点を置いた分析である。 
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のは最高裁判例によ り修正1 条違反である と論じる。
①国教禁止 : 最高裁は、 修正1 条が教会と国家の間に 「分離の壁」 を設けた
ことを何度も認めており、 その壁は 「高く揺るがぬものでなければならない」。
②宗教活動の自由 : 裁判所が、 自由な宗教活動に対して付随的にでも負担を
課す国の行為を認めることができるのは、 規制に際して極めて重要な国の利益
が証明される稀な場合だけである。
③教会の自律権 : 「教会組織と聖職者との関係は、 教会の血液 (li feblood) 
である」。 聖職者は、 教会が日的を実現するための主な手段である。 教会にとっ
て、 聖職者との関係に関わる問題は最重要の関心事である。 聖職者の選任や、
給与、 配置、 職務の決定も、 教会の運営や統治の問題である。
最高裁はWatson v. Jones判決 (1871年) で、 教会で最高の担当部局が、 規
律、 信仰、 教会の規則、 慣習または法の問題について決定した場合は、 常に裁
判所は教会の判断を最終のものと して受け入れ、 拘束されると した。 Gonzales 
v. Roman Catholic Archbishop判決 (1929年) も、 純粋な教会の問題に関する
適正な教会当局の決定は最終的なものと している。 Kedroff v. Saint Nicholas 
Cathedral 判決 (1952年) は、 教会の運営または聖職者の選任を規制する立法
は、 自由な宗教活動を禁じるものと判断した。 United States v. Mary Elizabeth 






教会 (救世軍) と聖職者 (原告) との雇用関係に第7編を適用するのは、 国
が教会の実体問題に介入することに加え、 聖職者の配置、 給与、 職務といった
教会の運営や統治の問題を調査、 審査することであり、 その強制的効果は、 修
正 1 条が定める教会と国家の分離に反する。 また、 宗教活動の自由条項が介入
を禁じている領域を侵す結果になる22。
こ う して、 第7 編が明確に認めていないにもかかわらず、 宗教団体は聖職者
の雇用については宗教以外の理由による差別も可能とする道が開かれた。 ②で
は当時の判例だった厳格な審査に触れるものの、 実際には用いず、 むしろ③で
修正 1 条から一般的に、 教会が国の干渉を受けずに内部問題を決定する権利を
導いて、 裁判所は聖職者の雇用関係に介入できないと論じている。 
22 460 F 2d 553, 558-60 (5th Cir ) , cert denied 409 U.S. 896 (1972) 
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聖職者の雇用関係に第7 編を適用しないのなら、 問題になる職務が 「聖職者」
に当たるか否かが、 訴訟の終了と続行を分ける重要な問題になる。 それ以後の
第 5 巡回区控訴裁は、 聖職者の範囲をマクルーア判決との比較で検討するよう
になった。





書提出命令を求めた。 地裁は、 宗教系大学の教員選考は教会運営に関わると し
て命令を認めなかったが、 控訴裁は破棄・ 差し戻した。
①教員の性質 : 大学はマクルーア判決によって、 宗教教育施設と教員の雇用
関係は第 7 編の適用を受けないと主張した。 しかし控訴裁は、 同判決は教会・ 
聖職者の雇用関係に限定されるもので、 大学は教会でなく 、 教員は聖職者では

















命としていた。 神学校の労働者は教員、 管理職員、 一般職員に分かれ、 このう
ち教員と管理職員は叙任された聖職者で、 宗教上の基準によって雇用、 配置、





労働者の職務内容、 雇用契約期間、 給与区分、 性別、 人種、 出身国に関する報
告書を求めた。 神学校は提出を拒否したため、 EEOCは裁判所に提出命令を求











けず、 修正1 条の問題は生じないと している24。
このように1980年代初頭の第 5 巡回区控訴裁は、 聖職者の範囲を広げること




第 1 に、 聖職者の任命については教会自身の判断を尊重しており、任命に関
して差別が主張されても、 裁判所は審査できない。
第 2 に、 教会の一般労働者については、 基本的には雇用差別を訴えることが




最高裁は National Labor Relations Board v. Catholic Bishop of Chicago事件で、
修正 1 条の国教禁止条項を理由に、 全国労働委員会はカトリ ック学校に対して
全国労働関係法を適用する権限を持たないと判決した26。 この判決の射程と
24 651 F 2d 277, 283-86 (5th Cir. 1981) , cert denied 456 U.S. 905 (1982) 
25 W OLF ET AL., RELIGION IN THE W ORKPLACE, 15-16 (1998) . 
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EEOC や第 7 編の問題について、 い く つかの控訴裁判所は雇用年齢差別禁止法
や同一 賃金法によ る訴訟 を認めてお り 、 最高裁 もOhio Civil Rights 













第 9 巡回区控訴裁は前述した第5 巡回区控訴裁の判例を検討して、 女性は聖
職者でも宗教文書の著者でもなく、 出版社は原告の職務が聖職者や神学校教員
のように教会機能の核心に当たることを証明していないと判断した29。
出版社は第 7 編の適用が修正 1 条違反になると主張したが、 控訴裁は認めな
かった。 ①教会は女性や少数派集団に対する差別を否定しており、 給与方針に





監視ではなく 、 国教禁止条項に反する過度の関わり合いにはならない3°。 
26 440 U.S. 490 (1979) (全国労働関係委員会が、 教会の宗教原理と労働者の利益の対立につ
いて判断することは、 宗教問題との 「過度の関わり合い」 をもたらすと した) .
27 477 U.S. 619 (1986) .
28 第 7 編704条 (a) は、 使用者が労働者について、 雇用差別に関する 「調査、 手続または審理
における告発、 証言、 支援または参加」 を理由に差別することを違法な雇用慣行と定めてい
る。42 U.S.C. §2000e-3(a) .
29 676 F 2d 1272, 1278 (9th Cir. 1982) .
30 Id af t279-82. 
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2) 宗教学校の教員 : EEOC v. Fremont Christian School (1986年)
ペンテコステ派のアツセンブリー・ オブ ・ ゴッ ド教会が所有する学校の教職
員は、 福音派教会の会員でなければならず、 ①聖書を文宇通りに受け取る。 ②
両性は神の前での尊厳において平等である。 ③婚姻では夫が家長である、 との
信仰を受け入れる必要があった。 学校は教職員に健康保険を提供していたが、









学校はさらに、 裁判所が第7 編による救済を命じると、 教会の問題に政府が
過度に関わることになると主張したため、 控訴裁は以下の3 点について検討し、
主にミ シシツピ大学判決(155頁) やパシフイツク ・ プレス判決(157頁) に依
拠して国教禁止条項違反を否定した。
①組織の性格と日的 : 学校は教会の宗教的使命と不可分に存在し、 教員は聖
職者と しての特別な役割があると主張するが、 教員が教会と信者を仲介する機
能を果たしているとは言えない。






3) 宗教系学校の教員 : DeMarco v. Holy Cross High School (1993年)
原告はカ トリ ック高校の数学教師で、 祈りやミサ参列の際には生徒を先導し




31 781 F 2d 1362, 1368 (9th Cir. 1986) 
32 ld at 1369-70. 
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は年齢ではなく 、 原告が授業の初めに祈り をせず、 ミサにも参加しなかったと
いう宗教上のものである。 ②宗教施設に年齢差別禁止法を適用するのは国教禁
止条項違反である、 と主張した。 地裁は②の主張を認めた。
第 2 巡回区控訴裁は地裁判決を破棄・ 差し戻した。 一般教員(lay teacher) 
に関する本件は、 カトリ ック教義の価値や真実性を問題とせず、 原告が宗教の
職務を果たしたか否かに絞って判断することは容易であるから、 裁判によって
過度の関わり合いに至る重大な危険は生じないと している33。
4) 礼拝堂の職員 : Weissman v. Congregation Shaare Emeth (1994年)
原告は改革派ユダヤ教ではアメ リカ最大の信者を有する礼拝堂の職員で、 事
務、 施設管理、警備担当者を監督し、 礼拝堂の財産、 施設や財務記録を管理し




原告は 4 年間務めたが、 警備員の監督が適切でないなど勤務内容に満足でき
ないとの理由で解雇された。 原告は当時63歳で後任は37歳だったため、 礼拝堂
を年齢差別で訴えた。 礼拝堂は、 雇用の決定に年齢差別禁止法を適用するのは






5) 修道院の料理人 : Stouch v. Brothers of the Order of Hermits of St. 
Augustine (1993 年)
カ トリ ック修道院を解雇された料理人が年齢差別を訴えたところ、 修道院は
年齢差別禁止法の適用は修正 1 条違反であると主張したが、 地裁は退けた。




反しない、 と している35。 
33 4 F 3d 166, 172 (2nd Cir. 1993) .
34 38 F 3d 1038, 1045 (8th Cir. 1994) 
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b. 「聖職者」 に当たる職務
1) 牧会活動の補助者 : Rayburn v. General Conf of Seventh-Day Adventists 
(1985年)
原告は安息日再臨派の白人女性信者で神学修士・ 心理学博士だった。 牧会活
動の研修と、 教派最大の教会での牧会活動補佐(associate in pastoral care) に
応募していずれも不採用となったため、 性別などによる差別をEEOC に申し









審査することはできない」36。 また、 聖職者の雇用関係に第7 編を適用するこ






し、 信者の集会で聖書の学習を指導するなど、 教会と信者を仲介し、 礼拝や儀
式にも列席する、 信者にとって 「価値ある精神的指導者」 であると捉えた。
判決は、 労働者の 「主な職務(primary duties) が信仰の教育や普及、 教会の
管理運営、 修道会の監督、 宗教儀式や礼拝の監督または参加」 である場合には
聖職者とみなすべきだと述べた38。 この基準は以後の諸判決で用いられる。
2) 宗教系大学の神学部教員 : Maguire v. Marquette University (1986年)
マーケッ ト大学はイエズス会の後援で創設され、 カ トリ ック信仰が高等教育
に有益であると示すことを基本日的にしている。 理事29人のうち8 人はイエス
35 836 F. Supp. 1134, 1144 (E.D. Pa. 1993) . ただし判決が主に論じたのは、 料理人が法の適
用を受ける 「労働者」 に当たるか否かであった ( a at 1138-42)。
36 772 F 2d 1164, 1167-69 (4th Cir. 1985) , cert denied 478 U.S. 1020 (1986) .
37 Id at 1170-71.
38 a at 1169 (Bruce Bagni, zscrzmz afion zn t o Mame of f e ord・ Crzfzca va uafion of
Discr imination by Religious Orgamzat1ons, 79 CoLUM. L. REv. 1514, 1545 (1979) を引用) . 
信仰と法規制一 アメ リカ法の議論から一 161 
ス会士とされ、 内規変更を拒否する (理事の 4 分の 1 を超える) には十分な数
であり、 地元イエズス会連合の寄付は大学の重要な財源だった。 理事会は、 イ
エズス会士の雇用を優先する権利を留保する案を承認していた。
原告は数年間に 6 度神学部の教員に応募したが採用されなかった。 神学部教
員の約半分はイエズス会士で、 女性の常勤教員は1 人だけだった。 そこで、 カ
トリ ックで能力もありながら採用されないのは、 女性であることや妊娠中絶に
関する見解が理由だと主張して大学を訴えた。 大学は、 不採用の理由は、 原告
がカ トリ ック教会の教えや、 大学の日的と使命に敵意を持っているためだと反
論した。
地裁は、 採用に関する決定を審査すれば、 原告がカ トリ ックの教義に従って
いるのか否かを判断する必要が生じるが、 修正1 条によれば、 判断をするのは
裁判官ではなく神学部や教会当局であると した。 原告の救済を認めるのは、 裁
判所のカ トリ ック解釈を大学に強いることになり、 哲学部の自由な宗教活動を
妨げるというのである。 神学の教員ほど大学の宗教的性格と密接に関連する教
職はなく、 本件はミシシツピ大学訴訟(155頁) ではなくマクルーア訴訟(153 
~ 154頁) に近いと している。 神学教員と聖職者の役割は異なるが、 神学の主
題は教会の教義や信仰と密接に関連しており、 宗教とは何かという核心に関わ
るという類似性があるとも述べる39。




及び女性差別を主張して病院を訴えた。 地裁と第8 巡回区控訴裁は、 病院の申
し立てを認めて裁判所の審査権を否定した。
控訴裁は、 病院と原告は宗教施設と聖職者の関係にあると判断した。 病院は
多く の世俗業務をしているが、 理事会は教会の代表とその指名者が構成し、 規
約の改正には教区の承認が必要であるなど、 かなり宗教的性格を持っている。 





けること を禁じているからである4°。 控訴裁はこのような観点から、 「厳格に
39 627 F. Supp. 1499, 1503-04, 1506 (E.D. Wis. 1986) , af t d on other grounds, 814 F 2d 1213
(7th Cir. 1987) . 
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本件の状況に限定して」 年齢差別禁止法の適用除外を認めた4'。
4) 宗教大学の教会法教授 : EEOC v. Catholic University of America (1996年)






控訴裁は、 教会法教授の地位は、 レイバーン判決(160頁) が示した聖職者
機能の基準に適合すると した。 学部の使命は 「聖なる教義と、 それに関する規
律を促進し、 教育すること」 であり、 教員には、 教会の秘跡に基づく生活を支
配する法を学生に教え、 信者の権利及び義務と、 司祭の責任を定義することが
託されている。 このような役割は、 カ トリ ック教会の精神的使命や聖職者の使
命に不可欠だというのである42。






ると、 後任の男性は能力が低いのに給与が高いと して、 女性及び出身国による








40 929 F 2d 360, 362-63 (8th Cir. 1991) .
41 ld at 361-62 n 2. 年齢差別禁止法による労働者の定義は第7 編とほぼ同じだが、 条文も立
法過程も、 連邦議会が同法を教会付属施設に適用する意図があったのか明らかにしておらず、
検討を他日に委ねると している。
42 83 F 3d 455, 463-64 (D.C. Cir. 1996) .
43 320 F 3d 698, 704 (7th Cir 2003) . 
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6) 大聖堂の音楽監督 : Tomic v. Catholic Diocese of Peoria (2006年)




第 7 巡回区控訴裁は、 教会が主張する解雇理由は、 特定の音楽がイースター
にふさわしいかという典礼に関わるものであると指摘した。 原告は、 教会の主
張は年齢差別を隠す口実に過ぎないと主張し、 それに教会が反論する、 といっ
た応酬が続く と予想され、 裁判所は宗教論争に深入りせざるを得なく なるため、
裁判では判断できないというのである。 デイマルコ判決 (158頁) は、 原告が
祈りやミサ出席をしたかという単純な事実をめぐるもので、 教会の教義には触
れずに判断できたと して本件とは区別している44。
7) 大学の宗教主任 : Petruska v. Gannon University (2006年)
原告はカ ト リ ック系大学の社会事業部長で、 女性で初めての宗教主任





地裁は管轄権がないと判断したが、 第3 巡回区控訴裁は、 一度は聖職者例外
の法理を適用しない判決を下した。 「裁判所は宗教活動の自由条項を、 宗教原
理と関係のない差別を自由に認める許可状にするつもりはない。 雇用に関わる








44 442 F 3d 1036, 1040-41 (7th Cir ) , cert denied, 549 U.S. 881 (2006) .
45 See RAYMOND F. GREGORY, ENCOUNTERING RELIGION IN THE W ORKPLACE 177 (2011) . 取 り
消された判決文は、http://www.ca3.uscourts.gov/opinarch/051222p.pdf を参照 (2014年 5 月12 日
閲覧)。
46 462 F 3d 294, 306 (3d Cir 2006) , cert denied, 550 U.S. 903 (2007) . 
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には、 カ トリ ック ・ アイデンテイテイ検討委員会の議長、 礼拝の計画や祈りな
ど聖職者の機能があり、 レイバーン判決の基準に適合する47。 
c. 初期修道者の扱い
1) 判例の傾向、 特にレイバーン判決(160頁) からすれば、 聖職者に叙任さ
れる前の段階である修道者は、 当然聖職者に含まれるように見える。 にもかか
わらず聖職者例外の法理を適用しなかったのが、Bollard v. Cali fornia Province 
of the Society of Jesus (1999年) である。
原告の男性は、 修練士と して司祭になるための修行中に、 イエズス会の2 つ
の学校で先輩から性的嫌がらせを受けた。 ポルノ を送りつけられ、 嫌がってい
るのに言い寄られ、 猥談をされたというのである。 学校に報告したが、 何も対
応は取られなかったため、 修道士になる前に修道院を去らざるを得なかったと
して損害賠償を求めた。 地裁は管轄権がないと判断したが、 第9 巡回区控訴裁
は破棄・ 差し戻した。
控訴裁は、 第7 編に規定がないにもかかわらず、 憲法に基づいて聖職者例外
の法理が認められてきたことから、 例外は修正1 条に従うために必要な範囲に













2) Rosati v. Toledo, Ohio Catholic Diocese (2002年)
原告の女性は中年になってからカ トリ ックの修道院に入った。 修道院ではい
47 Id at 307 n.10.
48 196 F 3d 940, 946-48 (9th Cir. 1999) , rob 'g domed, 211 F 3d 1331 (9th Cir 2000) .
49 ld at 949-50.
50 211 F 3d 1331 (9th Cir 2000) . 第 9 巡回区控訴裁判事の全員法廷 (on banc) による決定。 
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くつかの段階を経ることになっており、 ①6 ないし12か月かけて世俗の生活か
ら修道院生活に移行する期間、 ②修練女と して修道院の宗教生活に入る約2 年























修道院側は、 ボラー ドは教団を離れるように求められたわけではなく 、 その
訴訟で聖職者の選任は問題にならなかったが、 本件の原告は修道院に残ること
を認められなかったのであり、 審理を認めると裁判所は聖職者の選任過程に関
わる必要が生じると反論した。 地裁は修道院側の主張を認め、 第7 編と同様に、
アメ リカ障害者法や州法にも聖職者例外の法理を適用しなければ、 聖職者を選
ぶ教会の 「特権 (prerogative) 」 が侵されると述べて原告の訴えを退けた52。
この訴訟の顛末は、真の背景や動機が別にある場合でも、 宗教団体が問題を
聖職者の選任であると位置づけさえすれば、 差別を主張する訴訟を容易に遮断
51 事実関係や当事者の主張は233 F. Supp. 2d 917, 918-19 (N.D. Ohio 2002) ; Gregory, supra 
note 45, af t70-74による。
52 233 F. Supp 2d at 922. 
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できること を端的に示した。 
第 3 節 「聖職者例外の法理」 をめぐる議論
第 2 節で見たように、 聖職者例外の法理は、 憲法や法律が定めたものではな




聖職者例外の法理を初めて認めたとされるマクルーア判決 (153~ 154頁) が
援用したのは、 教会の内部紛争に関する判例であった。





重すべきであると した。 「権限を有する教会の最高機関が、 規律、 教義、 教会
規則、 慣行または法について判断したときには、 司法機関は常に、 その判断を
最終的で拘束力をもつものと して受け入れなければならない」53。
判決は、 根拠と して次の点を挙げている。 第1 に、 個人が自発的に教会に加
入して、 その組織体制を受け入れていること。 第2 に、国家と教会の役割分担。 
「政府の機構は、 市民の自由を保護するために、 世俗の組織を宗教による介入
から解放した。 他方で、 宗教の自由を、 世俗権力による侵害から守ってきた」。 
第 3 に、 裁判所は、 教会の複雑な教えについて判断する能力がないこと、 であ
る 540
プレイデイ(K. A. Brady) は、 ワト ソン判決から、 宗教団体に対する政府
の規制について3 つの立場を導く ことができると分析する55。




第 2 は、 宗教団体の権利を限定する立場。 ワトソン判決が教会の宗教判断を
53 80 U.S. 679, 727 (1872) .
54 ld at 729-732.
55 Kathleen A. Brady, ezgfo s Orgamzafzons and f ree xerase・ e S rpnsz g esson of Smff ,
2004 B.Y.U. L. REv. 1633, 1638-40. 
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尊重したこ と を重視して、 政府の規制が教会運営の世俗的側面のみを対象にし
ている場合には、 宗教の自由は問題にならないとする。
第 3 は、 ワトソン判決は教会財産をめぐる内部紛争に関わるものであり、 政
府の規制は全く別の問題であるとする立場。 中立な規制であれば、 宗教団体を
特に保護する必要はないとされる。
2) 大聖堂の管理権 : Kedroff v. Saint Nicholas Cathedral of Russian Orthodox 
Church in North America (1952年)
ワトソン判決を、 宗教団体に対して 「教会の運営や信条、 教義について国の
干渉を受けずに自ら決定する力」 を認めたものと捉え、 それは宗教活動の自由
と して憲法の保障を受けると した。 また、 「教会と国家の分離の準則」 から、
聖職者を選任する自由は政府の介入を受けないとも述べている56。
ただし、 同判決は特殊な背景から生じたものである。 問題になったのは、 ニュー
・ ヨークのロシア正教会大聖堂の管理権であった。 北米ロシア正教会は、 モス





反すると した57。 つまり、 教会運営に対する政府の意図的な介入を違憲と した
ものであり、 雇用差別禁止法制のような宗教に中立な規制に関する判断とは言
えない。
3) 聖職者の解任 : Serbian Eastern Orthodox Diocese for United States and 
Canada v. Milivojevich (1976年)
セルビア東方正教会から解任された主教が民事訴訟を起こ し、 イリノイ州最
高裁は解任手続が教会法に反することを理由に復職を命じたが、 連邦最高裁は
この判決を破棄した。 「修正1 条が、 もっぱら聖職者の最高機関に解決を委ね













344 U.S. 94, 116, 110 (1952) 
ld. at t ic, 119.




決 59 (第 1 章56~ 58頁) の扱いである。
第 1 章で見たように、 最高裁は1963年のシヤーバート判決6°(18~ 19頁) 以
降、 宗教活動の自由に実質的な負担となる規制については厳格に審査して、 極
めて重要な公の利益 (compelling state interest) を実現するための、 必要最小
限の規制であることを求めてきたが、 スミス判決はこの枠組みを事実上破棄し





は、 宗教活動の自由を理由と した別扱い、 つまり聖職者例外の法理を主張でき
ないことになるのであろうか。
結論から言えば、 下級裁判所はおおむね、 スミス判決を理由にして聖職者例
外の法理を否定することはなかった。 スミス判決は 「個人の」 宗教活動の自由
に関するものであるが、 聖職者例外の法理は 「宗教団体の」 宗教活動の自由に
関わっているなどと して判例の区別を図ったのである。
カトリ ック大学判決(1996年) (162頁) は、 「教会が政府の干渉を受けずに
聖職者を選任する権利を保障することは、 教会の信者が、 その信仰を自分に課
される法に優先させることによって、 信者に力を与えるものではない。 また、




「個別信者の信仰を法に優先させること」 や、 「裁判所が、 問題となっている信
仰の重要性を判断する必要」 は、 聖職者例外の法理には当てはまらないという




59 Employment Division, Department of Human Resources v. Smith, 494 U.S. 872 (1990) 
60 Sherbert v. Vemer, 374 U.S. 398 (1963) .
61 Church of the Lukumi Babalu Aye, Inc. v. City of Hialeah, 508 U.S. 520 (1992) .
62 Caf o zc mve sz , 83 F 3d at 462. 
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見られる。 スミス判決は 「個人がその宗教慣行を守る能力に対する政府の侵害
に焦点を当てていた。 - 教会が聖職者を選任して管理する能力に対する政府の
干渉は、 判決の争点ではなかった」63。 あるいは、 スミ ス判決は 「教会自律権
の法理に関わる原則を害するものではない。 - 聖職者例外の法理は教会の権利
に関わるものであり、 個人の権利に関わるものではない」64。
とは言え、 聖職者例外の法理は、 「教会の」 信仰を法より優位に置く もので
ある。 一般 (世俗) の使用者が行なえば違法とされる雇用差別が、 宗教団体に
よる聖職者の雇用関係では許される。 また、 スミス判決は、 宗教活動の自由を
理由に規制の免除を認めることになれば、 それは 「ありとあらゆる思いつく 限
りほとんどの種類の市民の義務」 に及ぶと警告して、 さまざまな義務の具体例





ること を定めた。 しかし最高裁は1997年のフローレス判決66 で、 同法が州や
地方自治体をも対象とするのは連邦議会の権限を過剰に行使するものであり、




る。 しかし、 各州も差別禁止法を制定しているのであり、 雇用差別を争う根拠








63 Ge11ington v. Christian Methodist Episcopal Church, 203 F 3d 1299, 1303-04 (11th Cir. 2000) 
64 Bryce v. Episcopal Church in the Diocese of Colo., 289 F 3d 648, 656-57 (10th Cir 2002) . 
65 Smith, 494 U.S. at 888-89. 第 1 章58頁注220を参照。
66 City of Boeme v. Flores, 521 U.S. 507 (1997) . 
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ある。 そして、 国教禁止条項が問題となる事件で長らく一般基準と して用いら
れてきたレモン基準は、 政府の行為について、 ①世俗目的によるものであるこ
と、 ②主な効果が宗教を援助または抑圧するものでないことと共に、 ③宗教と











ある。 そして、 裁判所が宗教団体の判断を覆す場合には、 宗教団体の活動を行
なう者の人事を通じて、 教義の展開に影響を及ぼすことになりかねないという
のである700
レイバーン判決 (160頁) は、 「聖職者の性質を持つ者の雇用に関する判断に
おける行政の指示が、 教会自体による必要性や日的の認識に反していると、 宗
教機関との例のない関わり合いになる」7' と述べ、 後の判決も、 「ある個人が
特定の聖職者の地位に適しているか否かについての教会の見解を裁判所が置き





Aguilar v. Felton判決73 (1985年) は、 宗教系学校に対する補助金が宗教目
67 Lemon v. Kurtzman, 403 U.S. 602, 612-13 (1971) .
68 Shawna Meyer Eikenberry, Note, Thou Shalt Not Sue the Church・ Deny ing Court Access to
Ministerial Employees, 74 IND. L. J 269, 284 (1998) .
69 Bollard 196 F 3d at 948 (9th Cir. 1999) (前述164頁) ; Petruska, 462 F 3d at 311 (3d Cir.
2006) (163頁) .
70 Caroline M ala Corbin, eve f e aw .・ e Cons前 fzona l of f e Mzmsferza xem fzon from
Antldiscr iminatzon Law, 75 FORDHAM L. Rev. 1965, 1980 (2007) . ただしコービンは、 この発
想を批判している (後述176頁)。
71 Rayburn, 772 F 2d at 1170 (4th Cir. 1985) .
72 Ge11ington, 203 F 3d at 1304. 
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的で使用されていないこ と を監視する仕組みが過度の関わり合いに当たる と判
断したが、Agostini v. t otten判決 (1997年) はこれを覆し、 過度の関わり合
い禁止は効果基準による審査要素の一つとされ、 独立の基準ではなく なってい
る74。 Mitchell v. Helms判決75 (2000年) も、 宗教系私立学校に対する公費によ
る教材補助を認めている。
アゴステイニ、 ミ ツチェルいずれの判決も、 宗教系学校に非宗教系学校と同
様に公金支出を認めるもので、 国家と宗教の 「分離」 よりも、 宗教と非宗教と




レイバーン判決は、 聖職者例外の法理を正当化する理由の一つと して、 聖職
者が宗教団体のために果たす役割や重要性を指摘していた。
「政府の抑制を受けずに聖職者を選任する権利は、 宗教共同体の繁栄を支え
ている。 教会の存続は、 教会がその価値を説き、 教えを伝え、 信者及び世界一 
般のために教義を解釈するために選任した者に依拠するからである」76。
団体の 「声」 を実際に伝えるのは、 その目的で団体が選んだ者である。 そこ
で、 聖職者例外の法理を正当化するために、 結社による表現の自由を援用する
論者もある。
この点に関して引かれるのが、Roberts v. United States Jaycees判決 (1984 
年) や Boy Scouts of America v. Dale判決 (2000年) である。
ロバーツ判決は、 青年商工会議所が女性に会員資格を認めていないこ とは州
の差別禁止法に反すると判断した。 公共施設における女性差別を除去すること





73 473 U.S. 402.
74 521 U.S. 203. なお高畑英一郎 「『過度の関わり合い』 基準の研究」 日本法學73巻 2 号387頁
以下 (2007年) を参照。
75 530 U.S. 793.
76 Rayburn, 772 F 2d at 1167-68.
77 468 U.S. 609, 623 (1984) (ブレナン判事の法廷意見) .
78 ld at 626. 
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らかにした副団長の会員資格を剥奪したこ とが争われた。 州法は公共施設など
において性的指向を理由と した差別を禁じていたが、 ボーイスカウトは、 若者
に教えようとする価値観と同性愛行為は一致しないため、 同性愛者の復帰を認
めるのはボーイスカウトの表現活動を妨げると主張した。 最高裁は5 対 4 で、
州法の適用は修正 1 条に反すると判断した。
判決は、 ボーイスカウトは価値観を伝えようとする団体であり、 表現活動に
携わる 「表現的結社 (expressive association)」 に当たると した79。 団体が主張
する表現の内容や、 どのようなことが表現を妨げるのかについては、 裁判所は
団体の主張を尊重すべきであると している8°。 こ う して、 原告の復帰を命じる
ことは、 「団体が同性愛行為に対する反対または不賛成を表現する権利に相当






ク (D. Laycock) である。 レイ コックは、 宗教活動の自由条項によって保障さ
れる宗教活動の内容を3 つに分ける。 ①宗教活動そのもの (教会の建設、 礼拝
儀式、 祈り、布教など) を行なう自由。 ②教会が宗教活動を自律的に行なう権
利。 指導者の選任、 教義の確定、 内部紛争の解決、 組織運営がこれに当たる。 
③良心に基づいて政府の政策に反対する権利、 である82。
レイ コックは、 教会の自律権は過度の関わり合いを禁じる判例の要素であり、
教会の内部紛争をめぐる判例 (166~ 167頁) からも導かれると言う。 裁判所が
教義の解釈に基づいて教会財産の管理権や聖職者の人事について判断すれば、
それは勝訴側の一派を公認する (establish) ことになり、 憲法違反である。 そ
して 「〔行政による〕 規制は、 ある点では教会の内部分裂を解決するよりも大
きな、 教会の自律権に対する侵害である。 世俗の裁判所は、 既存の教会の合意
に従って内部分裂の解決を試みることもできるが、 規制は常に、 外部の規則を
押しつけることになる」83。 
79 530 U.S. 640, 650 (2000) ( レー ンクイスト長官の法廷意見) .
80 Id at 652.
81 Id at 659.
82 Douglas Laycock, Towards a General Theory of the Religion Clauses・ The Case of Church
Labor Relations and the Right to Church Autonomy, 81 CoLUM. L. REv. 1373, 1388-89 (1981) . 
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こ う して、 教会は政府の干渉を受けずに自 らの組織を運営する利益が憲法で















バグニ (B.N. Bagni) は、 宗教活動の自由の解釈論と して、 教会運営の核心
にある 「純粋に精神的な」 事項は、 人の健康や共同体の安全といった、 国の規
制利益がもっとも重要と言える場合を除いては、 規制の範囲外にすべきである
と説く。 バグニはこの部分を 「精神的核心(spiritual epicenter)」 と呼び、 教会
と聖職者との関係、 教会の構成員に関する方針、 宗教教育、 礼拝や儀式といっ
たものが含まれるとする。 この核心に属さない教会の活動は、 世俗性の程度に
応じて規制の対象になるというのである85。
雇用差別規制については、 一般に、 労働者の 「主な職務が信仰の教育や普及、
教会の管理運営、 修道会の監督、 宗教儀式や礼拝の監督または参加に当たる」




83 ld at 1394-97.
84 Brady, supra note 55, af t698.
85 Bruce N. Bagni, zscrzmz afzon zn f e Mame f e or d・ Crzfzca va afzon of
iscrimznafion y ezgzous Orgamzafzo s, 79 CoLUM. L. v. 1514, 1539-40 (1979) .
86 ld at 1545-46. 
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ルプ (I.C. Lupu) とタトル(R. Tuttle) も、 国教禁止条項によって、 「聖な
る部分と関連した宗教組織の行為の側面」 には、 政府の権限が及ばないという。 
宗教組織が 「宗教独自のやり方で、 現世の物質的関心を超える世界と関わりを




第 1 は、 カ トリ ックや正統派ユダヤ教のように、 公に女性を聖職者から排除
している場合。 宗教団体を特別に扱う必要はなく、 表現的結社と同様に、 組織
の指導者を選ぶ権利が結社の自由によって保障される。







87 Carl H. Esbeck, The Establishment Clause as a Structural Restraint on Governmental Power,
84 IOWA L. REv. 1, 44-45 (1998) .
88 Id at 77.
89 Carl H. Esbeck, Establishment Clause Limits on Governmental Into erence with Religious
Orgamzat1ons, 41 WASH. LEE L. REV 347, 377-78 (1984) .
90 Ira C. Lupu & Robe Tu le, e zsfzncfzve P ace e zgzo s nfzfzes zn o r Consfifufzona
Order, 47 VILL. L. REV 37, 84, 92 (2002) .
91 ld at 90-91. 
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バグニは宗教活動の自由から問題を論じたが、 エスベツクやルプらは国教禁
止条項から考察している。 後者については、 少なく とも2 つの理由があるとさ
れる92。 第1 に、 国教禁止条項による制限は、 宗教活動の自由と違い、 極めて
重要な公の利益によって覆されることはない。 第2 に、 国教禁止条項とスミス
判決は、 裁判所が宗教について評価、判断することを懸念する点で共通してい
る。 聖職者例外の法理も、 裁判所が宗教問題を審査したり、 宗教に関わる紛争
を解決する必要を減らすという点で同様である。 
c. 宗教団体の特別扱いを否定する立場
上述 aや bの論者は、 結局のところ聖職者例外の法理を認める立場だが、 こ
れに対して宗教団体に対する特別な保護は不要とする論者がハミルトン (M. 
A. Hamilton) である。 レイ コックの言う 「教会の自律権」 は、 「合衆国で認め







とは、 スミス、 ルクミ ・ ババル、Locke v. Davey95 の各判決に反すると論じる。 
宗教に中立な法規制の適用を重視して、 例外を認める作業は、公共善について





による保護を受ける者を選別する必要が生じる。 しかし、 ①宗教への傾倒、 ②
92 Corbin, supra note 70, at 2004-05.
93 Marci A. Hamilton, Religious Institutions, The No-Harm Rule, and the Public Good, 2004
B.Y.U. L. REv. 1099, 1112.
94 Id at i l t5.
95 540 U.S. 712 (2004) . 国教の樹立を避けるために聖職者教育課程を州の奨学金の対象外と
する州の規制は、 宗教に対する敵意がない限り宗教活動の自由に反しないと した。
96 Hamilton, supra note 93, at 1195-96. ただしハミルトンは、 「成年者が宗教雇用者との雇用
を受け入れる判断をしたことで、 害悪に対する異議を放棄した」 と も論じている ( lid. at
1189)。 これに対しては、 「労働者に対するすべての保護を無にするもの」 との批判がある
(Corbin, supra note 70, at 2002)。 
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出版、 報道機関や大学も言論、 出版の自由を行使している。 にもかかわらず、
宗教団体にだけ特別な保障を認めるのは、 宗教結社を世俗結社よ り も優遇する
ことになる98。
コービン (C.M. Corbin) も、1990年代以降の最高裁が国教禁止条項と宗教
活動の自由条項の両方で中立性を重視する傾向から、 宗教団体を特別扱いする
聖職者例外の法理を疑問と した。
①ワト ソン判決などは教会財産に関する判例であり、 スミス判決が扱った一 
般に適用できる中立な法の問題とは関係がなく、 広範な自律権の根拠とはなら
ない99。 ②スミ ス判決以後も教会の自律権を根拠にするのは、 派生的な権利
(団体) を基本の権利 (個人) より優先するもので説得力がない'°。 ③宗教団
体が雇用に関する判断で宗教的理由を主張しても、 その理由が客観的、 具体的
(例 : 婚外関係による妊娠) であれば審査は容易である。 主観的、 精神的な判
断であるときも、 裁判所は大学関係の事件と同様に、 宗教側の専門判断を尊重
する傾向にある。 従って、 裁判所が宗教団体の宗教判断を覆す危険はあまり大






の管理権をめぐる紛争は、 公益との関わりが小さく 、 影響を受ける者も限られ
97 Ira C. Lupu, Free Exercise Exemption and Religious Insmutions・ The Case of Employment
Discr imination, 67 B.U. L. Rev 391, 421-23 (1987) . 「かつて非常に批判的な見解を持ってい
た」 ルプが見解を改めたことについて、Lupu & Tuttle, supra note 90, at 90 n.177は、 「〔1987
年論文〕 以降のルプ教授は、 結社の自由や、 それを支える組織の独特さといった議論により
好意的になっている」 と述べる。
98 ld at 401-03.
99 Corbin, supra note 70, at 1985.
100 Id. af t988-89.
101 ld at 2016-19, 2024.
102 ld at 2026. 





論者には、 宗教組織での雇用差別は 「従属の文化」 を作り出す恐れがあり、
アメ リカ文化に 「偏見を埋め込む」 とまで述べるもの'°4 もある。
特に教育施設での雇用紛争は、 子供たちに悪しき価値を授けることになるか
ら、 この領域で国が規制する必要は特に大きいと論じられる'°5。 ミ シシツピ大
学判決 (155頁) は、 宗教系大学の心理学教員に対する人権保護法第7 編の適









第 4 節 最高裁の容認
1. ホザナ ・ デイバー判決
最高裁は、Hosanna-Tabor Evangelical Lutheran Church and School v. EEOC 
(2012年) 判決'°8 で、 初めて聖職者例外の法理を正面から認めるに至った。
ホザナ ・ デイバー福音ルター派教会及び学校は、ルター派では全米第2 の規
103 Lupu, supra note 97, at 408-09.
104 Jane Ruther ford, M z as f e Przma Constif fzona a e・ e case for pfyzng 
m oymenf zscrzmznafzon aws fo ezgzon, 81 Co ELL L. v ie49, 1123, 1091 (1996) .
105 Evel M . Tenenbaum, e zcafzon a or o ations and 1scrim加afzo Sfaf fes fo ay
Teachers at religious Schools・ The Establzshment Clause and the Pretext Inquiry, 64 ALB. L. REV.
629, 671 (2000) . ただし、 この論稿は題名が示すように、 宗教系学校の一般教員を労働関係
法規制の対象外にすることを批判するもので、 聖職者についての議論ではない。
106 Mississippi College, 626 F 2d at 489 (5th Cir. 1980) .
107 Brady, supra note 55, af t703.
108 132 S.Ct 694 (2012) . 以下の事実関係は最高裁判決による (fd at 699-701)。 判決の詳細
な分析と して、 福嶋敏明 「『聖職者例外』 法理とアメ リカ連邦最高裁(1) , (2 ・ 完) 」 神戸学院
法学42巻 3 ・4号365頁以下 (2013年)、43巻 3 号153頁以下 (2014年) がある。 また、 浅香吉




校を経営し、幼稚園から第8 学年 ( 日本では中学2 年生に相当する) までの生
徒に 「キリスト中心教育」 を行なっていた。
教団は教員を2 種に分けている。 「召命 (called) 」 教員は、 教会によって神










課程を修めると、 教会の依頼で召命教員の資格を得た。 最初の4 年間は幼稚園、
その後に第4学年を教えた。 数学、言語、社会、科学、体育、美術、音楽といっ
た一般科日とともに、 週に4 日ある宗教の授業も担当し、 祈りでは生徒を指導
し、 全校礼拝にも出席した。 年2 回程度は全校礼拝を指導した。
ペリ ッチは2004年 6 月に嗜眠病 (narcolepsy) の症状が現われて休職した。 
翌年 1 月に、 校長に対して学年の残り期間は復職できると伝えたが、 校長は代
わりの一般教員を採用していること、 彼女の復職に対する懸念を述べた。
1 月末に開かれた信徒協議会 (congregation) では、 学校管理者が、 ペリ ツ
チは翌年まで復帰できないとの見通しを伝えた。 協議会は彼女に対して、 医療
保険の一部を負担することと引き換えに、 召命を白発的に返上する (peaceful 
release) ように求める票決をした。 ペリ ッチは辞職を拒んで2 月には復職が可
能であるとの診断書を提出し、 学校委員会が求めた再考も拒んだ。
ペリ ッチは診断書に基づいて2 月に学校に出勤したが、 校長は解雇の見通し
を伝え、 彼女は法的手段を取ると答えた。 学校委員会は彼女に手紙を送り、 次
回の信徒協議会で召命の取り消しを検討すること、 その理由は彼女の 「破壊的
な態度と不従順」 や、 「法的手段を取るとの脅し」 によって学校との労働関係
を損なったことにあると述へた。 4 月の信徒協議会は召命の取り消しを票決し、
教会は解雇通知を送った。
ペリ ツチはEEOCに、 解雇がアメ リカ障害者法に反すると申し立てた。 同
法は、 雇用者が、 障害を理由にして能力のある者を差別することや、 差別行為
に対して抵抗したり、 法的手段を取った者に報復するこ と も禁じている。 
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EEOCは、 ペリ ッチが訴訟を示唆したことに対する報復で解雇されたと して教
会を訴えた。 ペリ ツチは訴訟に参加して、 アメ リカ障害者法(連邦法) とミ シ
ガン州障害者人権法に違反する報復であると主張した。 EEOC とべリ ッチは、
復職またはそれに代わる賃金支払い、 遡及賃金の支払い、 損害賠償及び懲罰賠
償、 弁護士費用その他差止め命令による救済を求めた。











a) ロバー ツ長官の法廷意見は理由づけの冒頭で、 国教の禁止と宗教活動の
自由の 「両宗教条項は、宗教集団が聖職者の1 人を解雇する判断に政府が干渉
することを禁じている」 との結論を簡潔に示した' ' '。
(1 ) 歴史の背景
イギリス国教会の統制を逃れた清教徒はニュー・ イ ングラン ドに移り、 自分
たちで聖職者を選び、 礼拝様式を確立することを望んだ。 南部の入植者は国教
会信者であったが、 叙任権をめぐって国王が任命する総督やロンドンの教会の







109 EEOC v. Hosanna-Tabor Evangelical Lutheran Church and School, 582 F. Supp. 2d 881 (E.D
Mich 2008) .
110 EEOC v. Hosanna-Tabor Evangelical Lutheran Church and School, 597 F 3d 769 (6th Cir
2010) .
111 .Hosanna-Tabor, 132 S.Ct at 702.
112 ld at 702-03. 
180 山ロ 智
聖職者と して活動できる者に関する教会の判断を否定してはならないこ との正
当性を示している」 と して、 ワトソン、 ケドロフ、 ミ リヴオイェヴイツチ判決
(168~ 170頁) を引用している''3。
(3 ) 聖職者例外の法理の正当性
「1964年人権保護法第 7 編やその他の雇用差別禁止法の制定以来、 控訴裁判
所は一致して修正1 条に基づく 『聖職者の例外』 の存在を認め、 宗教組織とそ
の聖職者との雇用関係に関わる請求について雇用差別禁止法の適用を排除して





原告側 (EEOC とぺリ ツチ) は、 例えば雇用差別禁止法によってカトリ ック
教会や正統派ユダヤ教会に女性を聖職者にするよう強いることは違意であると








会による聖職者の選任は、 個人によるぺ ヨーテの摂取とは異なる」。 スミ ス判
決で問題になったのは、 「単なる外部的、 物理的行為」 に対する政府の規制で
あり、 本件では教会の教義や使命そのものに影響する、 教会内部の判断に対す
る政府の干渉が問題になっている''6。
(5)ぺリ ツチは 「聖職者」 に当たる
「いかなる場合に労働者が聖職者であるのかを決める、 固定した定式を採用
することはためらわれる」。 ただ、 ペリ ツチの雇用状況では聖職者例外の法理
を適用できるから、 本件の解決にはそれで十分である' '7。 
113 ld at 704-05.
114 Id at 705-06. なお ld at 705 n 2 は第 1 ~ 11巡回区及び首都特別区控訴裁の判例を列挙し
ている。
115 ld at 706.
116 ld at 706-07. 
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法廷意見は根拠と して以下の点を指摘している。
①教会がべリ ッチに召命を認めて証書を出し、 信徒協議会は定期的に彼女の




と感じている」 と述べている。 ④職務は、 教会のメ ッセージを伝え、 教会の使
命を遂行するものである。 週4 日の宗教教育、 1 日 3 回の祈りの指導、 週1 度
の全校礼拝引率、 1 年 2 回程度の全校礼拝主宰、 毎朝の祈壽式での指導といっ
た宗教教育は、 ルター派の教義を次世代に伝える重要な役割を果たしていた''8。
控訴裁判決は、 ペリ ツチの非宗教職務を過剰に強調した点で誤っている。 確
かに彼女の宗教職務は 1 日に45分に過ぎない。 EEOC も、 聖職者例外の法理の
















いと主張している。 しかし 「聖職者例外の法理の目的は、 教会が聖職者を解雇
する判断を、 宗教を理由にするときにのみ保護することではない。 例外の法理
は、 信者に対して聖職者の務めを果たす者を選任し、 規律する権限一 は、 教会
117 Id at 707.
118 Id at 708.
119 ld at 708-09 









る。 解雇された聖職者が、 解雇は差別であると主張して教会を訴えるとき、 修








c) アリー ト判事の同意意見 (ケーガン判事が同調)
① 「聖職者」 の範囲
聖職者例外の法理が適用される 「聖職者」 を判断する場合、 公式の叙任など
の有無は重要ではない。 「裁判所は、 宗教団体のために働く者の職務に焦点を
当てるべきである」。 つまり、 「宗教団体を指導し、 礼拝、 重要な宗教式典もし










122 Id at 710.
123 Id at 710-11.
124 ld at 711-12.
125 Id at 712. ロバーツ判決に言及 (468 U.S. 609, 619)。 
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a) 教会側の代理人と して最高裁で弁論を行なったレイ コ ックは、 自らの主
張をほぼ受け入れた最高裁判決に満足の意を表した。
聖職者例外の法理の根拠については、 2 つの点を重視している。
第 1 に、 一般の雇用関係では差別になる宗教慣行が存在すること。 カトリ ッ
クでは女性を聖職者にせず、 聖職者に独身であることを求めている。 本件で問
題になった、 聖職者をめぐる紛争は内部で解決すべきというルター派の教えも、
聖職者に課された宗教準則であると している。 原告側は最高裁での弁論で、 前
者は宗教条項ではなく結社の自由によって保障されると主張したが、 カ トリ ッ
クは保護されてルター派は保護されないという帰結に説得力を持たせるのは難
し い 1290 
126 132 S.Ct at 712-13. デイル判決に言及 (530 U.S. 640, 648)。
127 132 S.Ct at 713.
128 ld at 715-16.
129 Douglas Laycock, Hlosanna-T,abor and the Ministerza1 Exception, 35 HARv. J.L. & PUB. PoL'Y.
839, 848-49, 851-52 (2012) . 最高裁の口頭弁論では、 この点についての原告側の主張に4 人
の判事が質問したという ( ld. at 852 n 61)。 
184 山ロ 智





は関係がないと明言した'3'。 法廷意見(4) が用いた 「外部的、 物理的行為」 の
語について議論されているが、 レイ コックにとっては 「物理的な」 行為と 「非
物理的な」 信念との区別ではなく、 「外部的な」 行為と 「内部的な」 教会の判




依拠して形成されてきた。 ワトソン判決(166頁) は、 最高裁が信仰と法規制
の問題を初めて扱ったとされるReynolds v. United States判決 (1878年) '33 の
6 年前であり、 ワトソン判決に関与した判事のうち6 人はレイノルズ判決にも
関与したが、 誰も両事件が関連しているとは述べなかった。 つまり、 教会の内
部運営と、 信仰に基づく行為に対する一般の規制は、 はじめから別の問題と し
て判例が展開されてきたのである'34。
b) 宗教界の依頼により最高裁に意見書 (amicus brief) を出したマツコネル
(M.W. Mcc onnell) は、 判決が宗教条項解釈の重点を、 個人の宗教活動の自由
から宗教組織の自律権に移す方向を示唆していると指摘する。 スミス判決とホ
ザナ・ デイバー判決は、 「宗教活動の白由条項では、 個人による宗教行為より
も宗教組織の 『信仰と使命』 をはるかに強く保障しつつ、 国教禁止条項によっ
て政府が教会の意思決定に干渉することを禁じている」'35。 このよ うな変化は
「個人主義的なプロテスタント」 と 「組織主義的なカ トリ ック」 の古典的分岐
に大まかに対応しており、 カ トリ ックが多数派になった新しい最高裁の帰結を
示す最初の徴候かも知れないと言う'36。 
130 Id at 849-51.
131 Transcript of Oral Argument at 38, Hosanna-Tabor Evangelical Lutheran Church and School v.
EEOC (2012) (No.10-553 ) (http://www. supremecourt.gov/ora1_arguments/argument_transcripts/10-
553.pdf) (2012年 9 月24 日閲覧) .
132 Laycock, supra note 129, at 855-56.
133 98 U.S. 145. モルモン教の一夫多妻制 (当時) について、 宗教活動の自由は法規制の例外
を認めておらず、 重婚罪で処罰しても憲法に違反しないと判断した (第 1 章12頁を参照)。
134 Laycock, supra note 129, at 856-57.
135 Michael W. Mcc onnell, Ref lections on Hosanna-Tabor, 35 HARv. J. L. & PUB. PoL'Y 821,
835-36 (2012) . 
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判決が宗教活動の自由と国教禁止の両条項を根拠に聖職者例外の法理を認め
たことについて、 最高裁が国教禁止条項を用いて、 宗教団体や宗教活動を規制





①法理の対象である 「聖職者」 について、 係争者べリ ッチが該当することは
認めたが、 その定義を示さなかった (法廷意見の (5) )。
②法理の射程についても、 聖職者が使用者である宗教団体に対して雇用差別
訴訟を起こ しても棄却されることを明らかにしたが (同 (6) ) 、 契約違反や不法
行為を理由とした訴訟の可能性については将来の課題とした (同 (7) )。
③スミス判決が法理とは関係がないことを明らかにしたものの、 同判決を区
別する指標である 「外部的、 物理的行為」 の範囲は明確ではない(同 (4) )。




c) これに対してグリフイン(L.C. Griffin) は、 判決は修正1 条の解釈を誤
り、 宗教団体の宗教の自由を保護して労働者を犠牲にするものと批判する'39。
判決は歴史を引き合いに出したが、 次の事実を無視している。 ①アメ リカに
は最初から教会裁判所はなく、 聖職者は通常の裁判に服してきた。 ②平等の実
136 Id at 836. 末尾の指摘は保守的な宗教条項解釈を唱えるマ ツコネルらしいとは言えるが、
判決が全員一致であること を考えると、 冗談半分のようにも思える。 ちなみに現在の最高裁
判事の信仰はカ トリ ック6 人、 ユダヤ教3 人であり、 ステイー ヴンス判事が引退した2010年
以降プロテスタントは1 人もいない。 かつて最高裁判事に任命することに疑念や批判が向け
られた両宗教の信者だけで最高裁が構成されている現状は興味深い。
o f SUSAN N AVARRO SMELCER, SUPREME COURT JUSTICES: D EMOGRAPHIC CHARACTERISTICS, 
PROFESSIONAL EXPERIENCE, AND LEGAL EDUCATION, 1789-2010, 9-11 (2010) (http://www.fas.org/ 
sgp/crs/misc/R40802.pdf) (2014年 9 月20日閲覧) .
137 Mcc onnell, supra note 135, at 833-34.
138 ld at 835.
139 Leslie C. Gri ffin, The Sins of Hosam a-Tabor, 88 IND. L.J 981 (2013) . これまでも聖職者
例外の法理の結果、 宗教系団体の労働者は、 障害者差別(ホザナ ・ デイバー判決) 、 性による
嫌がらせ、 賃金の不平等 (マクルーア判決・153頁) 、 敵対的労働環境、 年齢差別( トミ ツク
判決・163頁)、 妊娠差別、 性差別(べトルースカ判決・163頁) 、 人種差別、 使用者による報
復 (ホザナ ・ デイバー判決)、 出身国差別 (アリシア ・ エルナンデス判決・162頁) 、 不法行為
となる契約妨害、 ブラ ックリスト入り、 故意・ 過失による感情的苦痛、 契約違反などに対す
る救済を閉ざされてきたという ( ld. at 982-83)。 
186 山ロ 智






会の教義や使命に影響を及ぼしている。 にもかかわらず法廷意見(7) は、 修正
1 条により、 宗教問題が関わらない場合でも宗教系使用者に対して 「聖職者」
を解雇できることを絶対的に保障するものであり、 宗教団体が差別禁止法制に
従わない権利を認めることになる'4'。
d) 法廷意見 (3) は、 アリート判事の同意意見②とは異なり、 聖職者に関する
雇用差別を正当化する際に結社の自由を用いなかった。 修正1 条に明記されて
いる 「宗教」 団体の保護に特別な意味を認め、 一般の団体や結社と同列に扱う
ことを拒んだのである。 同意意見も宗教団体の重要性を認めている。 しかし、
宗教は本当に特別な保護を受けていると言えるのだろうか。




が高いと言えよう。 しかし、 最高裁は宗教活動の自由に関して、 しばしば宗教
信仰を直接脅かす規制を認めてきた。 1980年代以降に限っても、 雇用者にアマ
ン派の信仰に反する労働者の社会保険料の徴収を命 じ'43 、 宗教系企業の使用者
に対して、 衣食住の提供ではなく最低賃金の支払いを命じ'44、 正統派ユダヤ教




たのか。 社会保険制度の強制加入や軍隊の服装規則は、 男女平等よ り も重要な
価値であり、 規制利益なのであろうか。 
140 Id at 988, 990.
141 Id at 993-94.
142 Hosanna-Tabor, 132 S.Ct at 706.
143 United States v. Lee, 455 U.S. 252 (1982) (第 1 章21頁を参照) .
144 Tony & Susan Alamo Foundation v. Secretary of Labor, 471 U.S. 290 (1985) (22頁を参照) 
145 Goldman v. Weinberger, 475 U.S. 503 (1986) (26頁を参照) .
146 Lyng v. Northwestern Indian Cemetery Protective Association, 485 U.S. 439 (1988) (25頁) . 
信仰と法規制一 アメ リカ法の議論から一 187 
コービンは、 教派の規模の問題だと推測していた。 「アメ リカ人のほぼ25% 
はカ トリ ック、 5 %以上は南部バプテイストであり、 これはアメ リカ人の3 分
の 1 近く が、 女性を聖職者にできないとする教えを持つ宗教に属していること
を意味する。 ーカ トリ ツク教会は36州で最大の教派であり、 南部バプテイスト
協議会は10州で最大である。 彼らは主流だから、 より身近でより理解されてい
る。 主流であり、 強力であるほどに、 文化規範の形成により大きな影響を及ぼ
すことになる」'47。
e) レイ コックが指摘していたように、 聖職者例外の法理は、 信仰と法規制
に関する判例ではなく、 教会の内部紛争に関する判例に依拠して展開してきた。 
従って、 スミス判決が無関係とされたのは不思議なことではない。 また、 アリー
ト判事の同意意見③が危惧するように、 雇用に関する判断について宗教団体が
主張する理由が宗教なのか、 口実に過ぎないのかを裁判官や陪審員が審査する









の画一適用と同様の 「極端」 ではなかろうか。 「かつて宗教活動の自由条項は、
弱者を強者から保護する、 すなわち少数派宗教の多数派宗教からの保護を意味
していた。 今や強者を保護して弱者に損害を与えるために使われる。 宗教団体
と、 団体が差別する権利の保護である」 との皮肉'48 が出るのも無理からぬと
ころがある。
しかも下級裁判所の判例では、 「聖職者」 の範囲は狭義のものにはと どまら
ない気配である (160~ 163頁)。 最高裁判決は聖職者の範囲を明らかにしなかっ
たが、 宗教学校の一般教員はどのように扱われるのであろうか。 本件原告は、
聖職者として認められた教員であった。 聖職者の地位が単なる 「仮の姿」 であっ
147 Corbin, supra note 70, at 2003-04. コー ビンの調査では、 聖職者例外の法理が主張された訴
訟のう ち半分ほどはカ ト リ ックによるもので、 3 分の 1 はバプテイスト、 メ ソデイス ト、 聖
公会 (イギリス国教会) 、長老派によるものという ( ld. at 2001 n 239)。
148 Ioanna Tourkochoriti, Revisiting Hosanna-Tabor v. EEOC・ The Road N,ot Taken, 49 TULSA L.
REV 47, 80 (2013) . 
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たとも思えない。 しかし本件の学校では、 聖職者の資格を取らなければ、 任期
付き雇用にとどまり続けたであろうことも確かである。 それでは、 聖職者の資
格を持たない一般教員でも、 宗教儀式などに関わるのであれば、 単純に 「聖職
者」 に含まれることになるのか。 2 つの同意意見は、 その可能性を示唆してい
るのだが。 
おわりに 個人から団体へ?
最高裁は2013年開廷期末の2014年 6 月30日にBurwell v. Hobby Lobby Stores, 
Inc.判決を下し、 5 対 4 の僅差で宗教の自由回復法に基づいて営利企業に規制
の免除を認めた。
オバマ政権による医療制度改革のために制定された 「患者保護及び医療費負
担適正化法 (Patient Protection and Af fordable Care Act)」 は、 各企業に医療
保険計画の策定を義務づけた。 その際に保健・ 社会福祉省は、 避妊に関する医
療を保険の対象に含めることを命じた。 これに対して、 人間の生命は受精から
始まると信じる家族経営の営利企業'49 が規制の免除を求めたのである。
アリート判事の法廷意見(ロバーツ長官、 スカリア、 ケネデイ、 トーマス判
事が同調) は、 ①宗教の自由回復法の適用対象は 「人(persons)」 で、 通常は
法人、 会社や社団を含む法令用語'5°である。 ②同法は宗教活動の自由を広範
に保障しており、 法人を除く とは考えられない。 ③団体は個人によって形成さ
れるものである。 ④ブラウンフェル ト訴訟(第 1 章16頁) では商店主が日曜休
業法の合憲性を争ったといった理由を挙げて、 「1 つの家族が所有、 経営する
非公開会社 (closely held corporations) 」 が宗教の自由回復法によって規制の
免除を求めること を認めた'5'。
その上で、 医療保険計画を提出しなかった企業に課される高額の制裁金 (従
業員 1 人につき1 日100ドル) は、 宗教信念に従った企業経営に対する実質的
な負担である'52 と して厳格な審査を行なった。 法廷意見は、 保健・ 社会福祉
省による規制に極めて重要な利益を認めると しても、 原告に免除を認めないの
は最小限の規制に当たらないと した。 宗教法人を始めとする非営利法人に宗教
149 原告のうちConestoga Wood Specialtiesは、 夫婦と3 人の息子が所有、 経営する製材業 (従
業員950人) で、家族はいずれもメ ノナイ ト教会の敬虔な信者。 Hobby Lobbyは、夫婦と3 人
の子が経営する美術工芸店の全国チェーン(500店舗、 従業員1 万 3 千人超) で、 「聖書の原
理」 に従って経営し、 日曜閉店を続け、 利益をキリスト教聖職者に対する寄付や新聞の宗教
広告に充てているという (Burwe11 v. Hobby Lobby Stores, Inc., 134 S.Ct 2751, 2764-65)。
150 1 U.S.C. §1 (Dictionary Act) .
151 Hobby Lobby, 134 S.Ct at 2767-69.
152 ld at 2775-76. 
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信念を理由とする例外を認めているこ とが主な理由である'53。
ギンズバーグ判事の反対意見 (ブライアー、 ソ トマイアー、 ケーガン判事が









第 1 章で見たように、 個人だけが宗教活動の自由を主張したわけではない。 
だが、 ブラウンフェルト訴訟もリー訴訟(21頁) も、 個人経営者の訴訟と言う










護 (第 2 章93~ 97頁) や、 ホザナ・ デイバー判決による聖職者例外の法理の認
容とともに、 ここでも宗教の自由を主張する当事者は個人から団体・ 企業に変
わり、 保護される利益の重点も、 経済・ 財産上のものに移りつつあるのであろ
うか。 宗教活動の自由とは、 そのようなものなのであろうか。 
153 ld at 2781-82. 法廷意見は、 女性従業員による自己負担を、 規制の弱い代替手段の筆頭に
挙げている ( a at 2780)。
154 Id at 2787.
155 ld at 2793-97.
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